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3.補修対象範囲図  (1階及び 2階平面図)
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4.補修対象範囲図  (立面図)
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第 1章 フォローアップ調査の概要 

 

1.1 調査の背景及び目的 

1.2 調査の対処方針 

1.3 調査内容 
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第1章 フォローアップ調査の概要 

1.1 調査の背景及び目的 

モンゴル国（以下、「モ」国）の首都ウランバートルにあるモンゴル・日本人材開発センター

（以下、日本センター）は、我が国の無償資金協力（2000 年度、E/N 額 4.42 億円）の「日本・

モンゴル人材協力センター設立計画」（以下、本設立計画）として、2001 年より建設が開始さ

れ、2002 年 2月にモンゴル国立総合大学（以下、モンゴル国立大学）に引き渡された。その後、

当該施設で雨漏りが発生し、無償資金協力本体事業における建設業者（以下、建設業者）及び

日本センターによる補修工事が複数回実施された。最近では、2010 年 9 月に建設業者により、

5 カ所のドレン部廻りを水系アクリルゴム塗膜防水材による補修工事が実施され、当該箇所の

漏水が修復された。しかし、2011 年の春以降、これまで補修された場所以外（建物北側）数カ

所で漏水が発生している。 

雨漏りの原因としては、陸屋根部分のドレン廻りに残った水が冬季に凍結・融解を繰り返す

ことにより、コンクリートやジョイント部の隙間を大きくし建物内への水の道が形成されるこ

とや、屋上床のアスファルトシート防水の劣化や剥がれの進行による可能性が考えられている。 

既に無償本体の建設業者による屋根防水保証期間の10年が過ぎており、「モ」国側の自助努力

による雨漏り箇所の特定等の技術的な対応は困難であり、今後雨漏りによる施設内の機材故障

の懸念もあることから、早急な対策が求められている。 

 このような状況から、「モ」国実施機関からフォローアップ協力の要請を受け、国際協力機構

（以下、JICA）は日本センターに発生した屋根部の漏水不具合とコンクリートスラブの不具合

について詳細調査を実施し、原因を特定すると共に、補修のための概算事業費の算出、調達方

法の確認、フォローアップ協力実施に向けた計画を策定することを目的とした本設立計画のフ

ォローアップ協力調査を行うこととした。 

 

1.2 調査の対処方針 

(1) 当初計画に対する目標達成状況及び施設活用実績を確認する。また、不具合があったこと

による影響、フォローアップ協力により施設が修復されることによる効果を把握する。 

  ＜対処方針＞ 

無償資金協力プロジェクト終了後、現時点に至るまでの成果の持続性を確認する。ま

た、裨益効果に関し、施設の不具合により生じている日本センターの機能への影響（施

設不具合の影響が生じている部屋名・部屋数及び影響を受けている利用者数、活動内容）

を確認する。 

(2) 先方の施設維持管理体制・予算について、現状及び将来計画を確認する。また、施設修理

履歴についても確認し、過去の施設維持管理状況について把握する。 

 ＜対処方針＞ 

施設・機材への不具合へのこれまでの対応及び維持管理能力を確認し、フォローアッ

プ協力終了後においても維持管理能力に問題のないことをモンゴル国立大学、日本セン

ター等において確認する。 

(3) 不具合（漏水等）がある施設について、その不具合の原因も含め状況を確認する。 

  ＜対処方針＞ 
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調査対象は、日本センター2 階上部の陸屋根部分（約 600m2）、その周辺部立ち上がり

（延長長さ約 120 m）、並びに 1階上部の陸屋根部分（約200 m2）と周辺立ち上がり部分

（延長長さ約 50m）とする。なお、「モ」国は世界有数の寒冷地であることから、凍害の

影響も含め屋根防水層の漏水等の不具合に係る要因分析と共に、躯体、パラペット（外

壁）などの劣化症状の確認等も必要に応じて実施する。 

なお、「モ」国における類似建築物の防水施工技術についても現場踏査やヒアリングに

より情報収集をし、今回の対象建築物との相違点を確認する。 

(4) 上記を総合し、フォローアップ協力の計画を策定し、協力として妥当な範囲を検討する。 

(5) 上記を踏まえ、具体的な修復方法を検討し、概算事業費算定、工程案作成を行う。修復・

補修工事（必要に応じて補強工事を含む）について、入札・施工の際に必要となる現地施

工業者の情報を収集し、修理にかかる資材の調達先（本邦・現地・第三国調達等）を検討

した上で、入札・施工監理計画を策定する。また、先方負担事項についても協議し整理す

る。 

 ＜対処方針＞ 

将来 JICA モンゴル事務所が実施する入札が円滑に行われるために、入札図書案作成に

必要なデータを入手する。施設修復にかかる一般的な先方負担については、ミニッツ添

付の先方負担事項にかかるリストに基づき協議を行う。 

 

1.3 調査内容 

フォローアップ協力申請の背景・経緯を確認するため、主に以下の調査を行う。 

(1) フォローアップ協力の背景・経緯、目的の再確認 

(2) 対象施設に関する以下の情報確認 

  ・組織、人員配置、技術力、施設維持管理体制、予算に関する現状と将来計画 

  ・施設活用の実績、補修後の活用計画と裨益効果 

  ・これまでの施設維持管理状況と施設修理の履歴 

(3) 対象施設における漏水確認調査（水張り試験）および構造診断の実施と漏水原因・理由、

改修箇所の確認 

(4) 既存アスファルト防水シート下部の劣化確認 

(5) 修復・補修工事に必要となる現地施工業者、現地施工技術レベル等の情報を収集し、資材

の調達先（本邦・現地・第三国調達）の検討 

(6) 施設の補修方法（必要に応じて補強方法を含む）、適切な事業計画の策定、概算事業費の算

定、工程案の作成 

(7) 入札・施工計画の作成 

(8) 上記を総合したフォローアップ協力計画として妥当な範囲の検討 

(9) 本協力計画で先方による負担が必要となる経費や補修完了後の必要事項の取りまとめ 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 2章 調査結果  

 

2.1 基本情報の確認 

2.2 漏水等の不具合に係る対象施設の現況 
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第2章 調査結果 

2.1 基本情報の確認 

2.1.1 対象施設の活用実績、漏水等の不具合による施設内環境の影響 

(1) 当初計画に対する目標達成状況及び施設活用実績 

2002 年に開設された日本センターは、JICA 技術協力プロジェクトとして当初、ビジネスコー

ス、日本語コース、日モ交流事業等の実施が計画された。2002 年開設以来の利用者数を見ると、

2013 年 7 月において月平均利用者数は約 30,000 人であり、累積利用者数は約 170 万人となっ

ている。これは、モンゴル人口約281 万人（2011 年）の約 2/3 に当たる人数である。 

2012 年 4月からモンゴル国立大学の独立採算ユニットへの移行が確定され、運営及び活動は

モンゴル国立大学の規定に準拠されることとなった。 

現在実施されている活動は、「モンゴル経済を担う企業人材の育成」、「モンゴルにおける日本

語教育の拠点」、「ビジネス交流を含むモンゴル・日本両国の理解促進」という従来の目標に加

え、モンゴル国立大学の一部として「社会に対する役割を果たす」ための活動にも拡大してい

る。以下にそれぞれの活動状況を記す。 

 1) ビジネス人材育成活動 

これまでの「モンゴル・日本人材開発プロジェクト」のフェーズ１、2を発展させた「ビ

ジネス人材育成プロジェクト」を、2015 年 1 月協力終了予定として 2012 年 1 月より開始

している。2012 年では、ビジネス通常コース1回（5科目）、特別コース5科目、専門コー

ス 3科目、遠隔セミナー1回、地方セミナー1回、モデル企業診断・指導3社、企業内研修

13回を実施し、計 781 名が参加している。その他に本邦研修等も実施された。 

 2) 日本語教育活動 

2012 年では、一般日本語講座として春期・夏期・秋期コースに分かれる 13 コースの他

に、シンポジウム、日本語教育研究会、スピーチコンテストの3活動も行われた。 

 3) 相互理解促進活動 

両国の相互理解促進事業として、①日本への関心を持つ入口となる事業、②日本への理

解をさらに深める事業、③日本語を学ぶ人々、日本で学ぼうとする人々を支援する事業、

④日本とモンゴルの交流を盛んにするための事業を実施している。2012 年は、「市民講座」

3回、「留学フェア」、「INSPI コンサート」、「リサイクル手芸体験授業」、「浴衣着付け教室」、

「日本のストリートアート」等、様々なイベントが催された。また、日本大使館との共催

による「定期映画会」等やJICA 事務所共催によるセミナー等も実施された。 

図書室の利用度については、2012 年 3 月現在利用登録者数は 17,971 名、この１年間の

実質利用者数は延べ14,768 名であった。 

 4) 国際交流基金（JF）の協力活動 

2012 年 4 月より国際交流基金が日本センター内に“JF Language Center (JFLC)”を設け、
直営または他機関との提携によって一般学習者向けの日本語講座である JF 講座プログラ

ムを、日本語入門コースで会話中心の「活動編」と、文法・会話を学ぶ「理解編」を実施

している。また、大学生・社会人を対象とした一般クラスの他に、中高生を対象とした年

少クラスも開設して活動を行っている。 
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(2) 施設環境への影響 

漏水被害が確認された諸室と箇所は、1階ではロビーの天井部分、2階では講師室・ジャパン

クラブ室・パソコン研修室・倉庫の天井部分、階段室の窓廻り部分、及び会議室の内壁部分で

あった。 

また、今回現地調査時の水張り試験では確認されなかったが、日本センターの報告及び漏水

の痕跡から判断し、1階の図書室・電気室・機械室・倉庫の天井部分、2階の ES 室の天井部分、

階段室の下がり壁部分及び外壁の一部に漏水被害があると判断される。 

これらの諸室の内、一般入館者が利用する部屋は 2 階のパソコン研修室・階段室・図書室に

限定されており、他の部屋はセンター職員が執務或は作業する場所である。また、それらの被

害箇所は外壁に近い天井或は内壁部分に集中していることや、漏水の生じる時期が降雨時及び

融雪時であることから、センター職員による漏水を受けるバケツの設置、漏水後の清掃、染み

の出た天井材の移設・塗装等の維持管理作業により、施設環境の悪化或は利用者への影響を最

小限に止めている。 

従って、漏水が原因でセンターの運営が中断されることはないが、職員の日常的な維持管理

努力に依存している対処療法では、漏水被害によるセンターの施設環境の快適性の減衰、さら

には将来の施設の機能性確保に支障が生じる結果となることが懸念される。 

 

2.1.2 プロジェクトの実施体制 

(1) 先方の維持管理体制 

 前述のように、日本センターの運営維持管理はモンゴル国立大学に移管されている。図 2-1
１）に示すように、維持管理については施設管理課（Facility Administration Division）が、現地ス
タッフ 8人程度で担当している。日常的な施設内・構内通路・駐車場の清掃、外壁の汚れ除去、

屋上の点検・清掃のほか、降雪時の雪かき、漏水時の対応等を行っている。建設・設備技術者

はいないが、施設管理課主任自ら技術的な問題にも対応し、センター運営に支障が出ないよう

措置を講じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1：日本センター組織体制図 

                                                        
注１）出典：2013年 5月「モンゴル日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト中間レビュー調査MM」 
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(2) 先方の維持管理予算 

日本センターの維持管理費は、十分に予算が確保されている訳ではない。これまで漏水不具

合が発生した際も、モンゴル国立大学側からではなく、JICA 側からの援助で補修工事が行われ

た。次の表 2-1 及び表 2-2 に、最近のセンターの運営費（収入・支出）の内訳 2)を示す。 

表2-1：日本センター運営費（収入） 

MOJC（日本センター） Revenue JFY2011/2012 JFY2012/2013 Total 
1.Enrollment Fee $27,880 $44,930 $72,810 
2.Consultation Fee $8,985 $25,098 $34,083 

 
Business Course 

3.Cost Share Training $9,000 $7,500 $16,500 
1.Enrollment Fee $15,028 $27,208 $42,236 
2.Sales income from Text books and CDs $1,771 $2,107 $3,878 
3.Monthly Test Charge $289 $0 $289 

 
Japan Language 
Course 

4.Subsidies from Japan Foundation $12,149 $21,216 $33,365 
1.Enrollment Fee (PC Course) $16,510 $19,884 $36,394 IT/PC Course 
2.Enrollment Fee (IT Course) $0 $0 $0 
1.Service Charge for Issuing Library Card $2,854 $7,146 $10,000 
2.Copy Service $799 $0 $799 
3.Internet Service $1,473 $0 $1,473 

 
Library 

4.Loan Charge $697 $0 $697 
1.Room Rental Fee $37,773 $40,522 $78,295 
2.Contracted Activities $21,248 $36,334 $57,582 
3.Equipment Rental Fee $731 $0 $731 
4.Income from Film Show Admission, Translation $1,251 $4,102 $5,353 

 
 
Others 

5.Interest $41,855 $49,996 $91,851 
Total $200,293 $286,043 $486,336 

 

表2-2：日本センター運営費（支出） 

MOJC（日本センター） Expenditure JFY2011/2012 JFY2012/2013 Total 
Utility Charge $19,716 $17,151 $36,867 
Salary $7,999 $0 $7,999 
Sub-total $27,715 $17,151 $44,866 

NUM 
（モンゴル国立
大学） 

Percentage to total expenditure (%) 7.8% 4.8% 6.3% 
Employment $165,261 $39,752 $205,013 
Contract with local consultant $13,571 $0 $13,571 
Travel Expense $3,721 $19,147 $22,868 
Meeting Expense $192 $253 $445 
Others (including equipment cost) $91,385 $45,381 $136,766 
Sub-total $274,130 $104,533 $378,663 

 
 
 
JICA 

Percentage to total expenditure (%) 77.3% 29.0% 52.99% 
Employment $24,361 $165,047 $189,408 
PR activities $2,840 $3,877 $6,717 
Consumables $9,988 $4,643 $14,631 
Travel Expense $2,464 $3,746 $6,210 
Printing Expense $9,959 $6,799 $16,758 
Meeting Expense $2,162 $295 $2,457 
Others $580 $53,440 $54,020 

MOJC 
（日本センター） 
 
 

Reimbursement $335 $502 $837 
Sub-total $52,689 $238,349 $291,038  

 Percentage to total expenditure (%) 14.9% 66.2% 40.73% 
Total $354,534 $360,033 $714,567 

 

                                                        
注

2) 出典：2013年 5月「モンゴル日本人材開発センター・ビジネス人材育成プロジェクト中間レビュー調査MM」 
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(3) 過去の漏水と補修工事の経緯 

 日本センターにおけるこれまでの漏水不具合と補修工事の経緯は、表2-3 のとおり。 

表2-3：過去の漏水と補修工事の経緯 

実施時期 補修工事等内容 備考 

2002.2.28 日本・モンゴル人材協力センター完成引渡し 完成時から漏水不具合が発生 

2002 春 （雨漏りの発生）  

2002.6 大日本土木（以下 DND）によるｱｽﾌｧﾙﾄ防水
工事の再施工（邦人防水工対応） 

施工期間：6/22-9/1（改性ｱｽﾌｧﾙﾄ防水ｼｰﾄ使用） 

2002.9.18 防水保証期間（10年）開始  

2003.2.21 DNDによる 1 年後瑕疵検査実施 
（雨漏れの再発に確認） 

氷解水のドレン廻り・側溝での滞留を確認 

2003.3.15 DND によるドレン廻りの再補修、竪樋の改
造（PVC製から鉄製に交換） 

施工期間：3/15-4/4 

この間、雨漏れに関するクレーム記録無し 

2006 春 （雨漏れの再発）  

2006 日本センターによる防水補修工事実施 既存ｱｽﾌｧﾙﾄ防水ｼｰﾄ（2 層）の上にｱｽﾌｧﾙﾄ防水

ｼｰﾄ（2 層）を追加設置。雨水等の滞留防止の

ため、保護タイルの撤去 

2008 春 （雨漏れの再発） DNDはウレタン防水による補修を助言 
2008 日本センター側による、ｱｽﾌｧﾙﾄ防水ｼｰﾄの増し

貼り、ジョイント部分にプライマー塗布を実

施 

 

2009 （雨漏れの再発）  

2010.9 

 

DNDによる屋上漏水補修工事 ドレン廻り 5カ所の補修 

施工期間：9/7/9/10  

2011 ドレン廻りの漏水は止まるが、他 5カ所から

の漏水有り 
 

(施工業者と日本センターからのヒヤリングにより作成) 

  

上記記録に示すように、日本センターにおいては、竣工時より現在に至るまで漏水不具合が

断続的に発生している。日本センターによる通常の維持管理に加えて補修工事も実施している

が、度重なる補修工事の実施により、その不具合の本来の原因の所在が不明確になっているこ

と共に、センターの財政的な理由と技術的管理の困難性及び「モ」国の特異な気候条件等によ

って、このような状況が生じていると推定される。 

また、竣工時に建設業者或はコンサルタントから日本センターに維持管理マニュアルが提出

されていないことも、日本センターの維持管理計画に支障を来していると考えられる。 
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2.2 漏水等の不具合に係る対象施設の現況 

2.2.1 漏水の不具合箇所の確認 

(1) 漏水不具合箇所の確認 

日本センター各室内の漏水箇所の確認調査について、センター管理運営に支障を生じないよ

う利用状況を確認しながら実施した。特に、施設利用者の少ない8月 10 日の土曜日に屋上階パ

ラペット部分の防水状況を調査する水の散布試験と、平場部分の状況を確認する水張り試験を

行い、同日に全館の漏水状況を施設の内部と外部の両方で調査し、翌日の休館日である日曜日

にも再度、全体の状況を確認した。 

この結果、今回、漏水が確認された箇所は以下のとおりである。 

1 階：ロビーの天井部分（写真①参照） 

2 階：講師室（写真②参照）・ジャパンクラブ室（写真③参照）・パソコン研修室（写真④参

照）・倉庫の天井部分（写真⑤参照）、階段室の窓廻り部分、及び会議室の内壁部分（写

真⑥参照） 

なお、確認された漏水箇所は、これまで日本センターから報告されている箇所と同じであり、

新たに確認された箇所はなかった。確認された漏水箇所に共通する点は、外壁に面した天井・

壁、或は外壁と屋上が接する部分の直下階の天井に集中している。以下に掲載する写真は8月

10 日の試験後に撮影されたものである。 

   
 写真①：1階ロビーの天井漏水状況       写真②：2階講師室の天井漏水状況 

   
 写真③：2階ジャパンクラブ室の漏水による白濁 写真④：2階 PC 研修室の天井漏水状況 
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 写真⑤：2階倉庫の天井漏水状況        写真⑥：2階会議室の内壁・天井漏水状況 

また、今回の水張り試験では漏水が確認されなかったが、過去に漏水のあった痕跡が確認さ

れた箇所は以下のとおりである。 

1 階：図書室（写真⑦参照）・電気室・機械室・倉庫（写真⑧参照）の天井部分 

2 階：ES 室の天井部分、階段室の下がり壁部分 

及び外壁の一部 

   
 写真⑦：1階図書室の天井漏水痕跡状況      写真⑧：1階倉庫の天井漏水痕跡状況 

2.2.2 漏水に関する対象施設の状況 

(1) 屋上平場部分 

 

 1) 保護層 

日本センター竣工当時はアスファルトルーフィングシート（以下アスファルトシート）

の上にコンクリートタイルによる保護層が設置されていたが、2006 年のセンター側による

補修工事の際、防水層と保護層間に生じる雨水・雪の凍結、融解による悪影響を考慮して

撤去され現在に至っている。 

 2) 防水層（アスファルトシート） 

防水層のアスファルトシートは、2006 年の補修工事において既存層の上に重ねて施工し

ているため、当初の2層を含め計 4層のシートが確認された。既存アスファルトシートの

一部をはつり、劣化状況を確認した結果、下層部シートの軟度は認められたが、表面１層
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のほとんどについては硬化し、容易に手で割れる状態であった（写真⑨参照）。これは気象

条件によるものと考えられる。 

 また、アスファルトシートには、膨らみや欠損箇所があり（写真⑩参照）、降雨後にはそ

の箇所から雨水が滲み出している状況を確認した。これは補修工事が不十分であったと考

えられる。 

 水勾配に関しては、竣工図によると最大で1/40 を設定していたと見られるが、本調査に

おいて実測したところ場所により勾配が約1/60 になっていることを確認した。 

   
 写真⑨：採取したアスファルトシート劣化状況  写真⑩：シートジョイント部分の隙間 

 

(2) パラペット立ち上り部分 

 

 1) 防水層（アスファルトシート） 

基本的には平場部分と同様の状況であるが、アルミ笠木下部のアスファルトシート施工

状態が不完全であり、平場部分から立ち上がってきたシートが、パラペット天端まで被覆

をされていなかった。また、そのシート間のジョイント部分が接着されておらず隙間が生

じていた（写真⑪参照）。よって、笠木のジョイント部を透過した雨水等は、容易にシート

下部に侵入し、更に外壁側であればレンガ下地のモルタル部分に、内壁側であればコンク

リートの立ち上り部分或は防水シートの隙間に侵入する状況となっている。 

 2) アルミ押え金物（アングル） 

竣工図には詳細が表示されていないが、立ち上り部分のシートを固定するためのアルミ

製アングル金物が設置されている。しかし、笠木下部の支持プレートにビスでしっかり固

定されておらず、ビス頭部分のシールもされていなかった（写真⑫参照）。また、アングル

の上端は雨水の侵入防止のため、笠木と反対方向（屋上平場方向）に勾配があるべきだが、

笠木方向に取付けられているため、雨水等の笠木内への侵入は避けられない状態である。 
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 写真⑪：笠木下部のシート未接着状況     写真⑫：笠木と立ち上り部分の施工不良状況 

 

(3) アルミ笠木 

 1) 笠木本体 

アルミ笠木は、過去の補修時に取り外したままで固定されていない箇所が多く見られた。

また、笠木の表面に傷がついている箇所や、凹んでいる箇所も散見された。水の散布試験

でも、それらの隙間から笠木内部に浸水しており、雨天時の雨水侵入の確率は高いと判断

される。 

 2) ジョイント部分 

長さ 3m毎に笠木のジョイントがあるが、コーナー部分から順に実（さね）加工された接

合部分を差し込み、パラペットの屋上側でビス止めによって固定されている。しかし、こ

れらのジョイント部分で、ビス止め固定がされていない箇所があると共に、ほとんどのビ

ス頭の防水用シールが施されていない状態であった。また、差し込み式の各ジョイント部

分のコーキングが補修時に欠き取られたためか、コーキングの無い或は不完全な箇所が多

く見られた（写真⑬参照）。このような不完全な状態では、雨水等の内部侵入は避けられな

いものと判断する（写真⑭参照）。特に、ジョイント部分の納まりとして、バックアップ材

を含めたコーキング施工に適した幅と奥行きを確保した部材設計になっていないことは致

命的である。 

   
 写真⑬：笠木ジョイント部コーキング不良状況  写真⑭：笠木内部の劣化した支持材と防水シート 
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(4)ドレン廻り 

2010 年に、本案件の建設業者が2階屋上ドレン廻りの補修工事を行っており、今回の調査で

はその全 5カ所に特段の問題は見られなかった。それ以外の6カ所のドレン廻りでは、竪樋に

繋がる横引き管の入口付近に溜まった砂・土・ゴミ・雑草等が排水の邪魔になっており（写真

⑮参照）、また、その取水口のレベルが周囲より低く施工されていないこともあり、取水口に雨

水が集まらず平場部分に滞留する原因にもなっている。 

(5) フラッシング（外壁水切り） 

1 階屋上の床面と 2階外壁部分が交わる場所では（階段室屋上と外壁との部分も同様）、平場

部分からのアスファルトシートが外壁面に沿って床から10~30cm 位の高さまで立ち上がり、そ

の端部を金属製のフラッシングで固定している。これは、2006 年の日本センター側の補修工事

の際行われたもので、それ以前は、レンガ壁内側のコンクリート腰壁にアスファルトシートを

立ち上げ腰壁に巻き込み、取付け高さはパラペット高さの半分位（30~40cm）で、フラッシン

グは設置していない施工とのことであったが、竣工図面には、当該箇所の詳細図等の納まり図

はない。フラッシングは仕上げ材のレンガを施工する前にコンクリート壁に固定し、防水のた

めのコーキングをパラペット高さまで施すのが標準であるが、現状はレンガの表面にフラッシ

ングが固定され、その上端部にコーキングが打たれていた（写真⑯参照）。このコーキングにも

劣化が認められるため、防水層の立ち上がり部分の裏側に水が回る危険性がある。 

   
 写真⑮：ドレン廻りの状況          写真⑯：フラッシングの取付け位置とコーキング 

(6) 雨樋及び排水路 

2 階屋上からの雨水排水を1階屋上に放流している竪樋が現在3本あるが（写真⑰参照）、そ

の放流水が１階屋上における漏水の一因となることを防ぐため、1 階屋上に U 字型のコンクリ

ート排水路が設置され（写真⑱参照）、１階屋上面のドレンまでの排水ルートが確保されている。

しかし、そのコンクリート排水路は劣化しており、また1階屋上の雨水処理の妨げになってい

る状況(雨水の滞留の発生)であることが確認された。 
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 写真⑰：2階屋上雨水の1階屋上放流用竪樋  写真⑱：1階屋上の既存U字型排水路 

(7) 外壁レンガ 

外壁の仕上げ材であるレンガの表面に、モルタルの白華現象による白濁した汚れが付着して

いる箇所が散見された（写真⑲参照）。また、表面が水に濡れて光沢を帯びたような箇所もあり、

レンガ部分に水が回っていることが確認された。ただし、剥離したレンガの痕跡は見られなか

った。 

  
 写真⑲：白華現象によるレンガ表面の汚れ       

 

2.2.3 漏水不具合の原因と対策案 

(1) 屋上平場部分 

アスファルトシートに品質劣化をもたらす低気温（通常-20℃までは耐久性を保持可能）や、

紫外線等の気候条件から防水層を保護する目的で、保護層は設置されるが、竣工当時設置され

ていた保護層（コンクリートタイル）は、保護層下部での雨水・融解雪の滞留防止のため撤去

された経緯もあり、「モ」国の特殊な気候条件下では完全な保護層の設置は困難であると考えら

れる。 

防水層については、防水層の表面或は施工不具合のあった部分に滞留した水分が、繰り返さ

れる凍結、融解により防水層にピンホールや亀裂を生じさせたことが漏水の原因になったと考

えられる。さらに、気温の年較差が-35℃から+35℃の範囲にあり、日較差においても30℃程度

あり、強い紫外線に晒されている「モ」国の特異気候下においては、防水性能の劣化速度が著
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しいと推定される。よって、水分を滞留させない確実な防水層の施工と水勾配を含めた下地処

理が必要と考える。 

＜対策案＞ 

保護層の設置が困難であることから、防水層の表面には耐候性のある砂付きアスファルト

防水シートを施す。防水層は、現地標準の2層貼りを 3層張りとし、より防水性能と耐久性

を強化する対策とする。また、施工不具合を回避するため、規定の施工要領（メーカーの施

工基準或は国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築改修工事監理指針」等）に基づき、新

規アスファルト防水の施工精度改善を行う。 

ただし、防水層の経年劣化は避け難いことなので、定期的な品質検査と補修工事等の維持

管理計画を日本センター側に提案することとする。 

(2) パラペット立ち上り部分 

パラペット部分では、平場部分から立ち上がった防水シートを笠木下部全体に覆うことが必

要である。しかし、現状は防水シートがパラペット天端まで被覆してない状況であり、またシ

ート間のジョイント部でコーキングが適切に施されておらず、接着が不十分であるため漏水の

要因となっている可能性がある。これは、2006 年の補修工事における施工及び管理技術の不足

が原因と考える。 

＜対策案＞ 

新規アスファルト防水シートは、笠木下部を十分覆いジョイント部の接着を徹底させる。

また平場と立ち上がり部の接点箇所では、パラペット表面から平場への雨水の流れを速やか

にし、滞留防止を図るとのと同時に、堆積する砂等の処理を容易にするため、成形キャント

材等で約 45度の緩衝部を設ける。 

(3) パラペット笠木部分 

建物のコーナー部分の笠木は、直線部材同士の突き付け接合からの漏水防止のため、通常は

その隅度に応じた L型成型品による施工が標準であるが、本計画では笠木部材を現場で加工し

ており、そのジョイント部分の取付け方法に関する防水対策が不十分である。メンテナンス時

にコーキングを施してあるがその受け材がない事からコーキングが定着せず、この部分から漏

水を誘引していると判断される。なお、ジョイント部でコーキングが適切に施されていないの

は、前記同様、2006 年の補修工事における施工及び管理技術の不足が原因と考えられる。 

＜対策案＞ 

コーナー部分の笠木にはL型成型品を用い、笠木間のジョイント部分はコーキングを必要

としないオープンジョイント仕様とする。 

(4) フラッシング 

日本センターによると、2006 年の補修時に既存フラッシングの位置を高くして再設置したと

のことであり、それ以前はより低い位置にフラッシングがあったとのことである。このフラッ

シングを設置している外壁は北側に面しており、雪の吹きだまりの生じ易い箇所であるため、

フラッシングの取付け高さは氷解水に対し十分な高さに設置すべきであった。さらに、前述の

ように設置位置が外壁レンガの仕上げ面上であり、そのコーキングが劣化していることも漏水

の一因になっていると考えられる。なお、竣工当初のアスファルト防水施工状況をより詳細に

確認するため、本補修工事の着工前、詳細調査時に当該箇所の一部を撤去し（調査後は簡易な

方法による復旧実施）、アスファルト防水シートの取付け位置と現状を調査することを提案する。 
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＜対策案＞ 

フラッシングの位置は、漏水の危険性を回避するために外壁レンガの仕上げ面上を避け、

コンクリート躯体表面或は2段積みレンガの中央部に取付けることとし、取付け高さもパラ

ペット高さ以上とする。 

(5) 外壁 

 笠木及びパラペット部分の防水施工が適切に行われていないため、パラペット部分から外壁

内部に侵入した雨水等が外壁下地のモルタルに白華現象をもたらし、レンガ表面に付着してい

る。 

 ＜対策案＞ 

笠木及びパラペット部分の防水施工を規定どおりに行う。 

(6) 雨樋及び排水路 

１階屋上に追加で設置されたコンクリート排水路が屋上面での水の滞留水を引き起こしてい

る。また 2階屋上階から排水された水が、雨樋を通じて１階屋上階へ放流される設計になって

おり、１階屋上階における漏水の可能性を高めているといえる。 

＜対策案＞ 

１階屋上階における既存コンクリート排水路を撤去し、2 階屋上からの雨樋を、１階屋上

を経由せず直接に地盤面まで延長した放流とする。 

 

2.2.4 類似施設との比較 

(1) モンゴル国の一般的な建物 

モンゴル国においては、ロシア様式の建物が多く、屋根は金属板による勾配屋根が主流であ

る。しかし近代以降の建物では、陸屋根にアスファルト防水を行なうものが一般的となってお

り、また最近では陸屋根に塩ビ・ゴム系のシート防水やウレタンゴム系の塗膜防水による施工

例もあるとのことであった（写真⑳参照）。 

(2) 視察したウランバートル市内の建物 

 1) モンゴル国立大学内施設 

日本センターのあるモンゴル国立大学敷地内の経済学部の 4 号館（写真㉑参照）と国際

学部の 5 号館（写真㉒参照）を視察した。どちらもアスファルト防水を施した陸屋根があ

り、5~10 年毎に補修工事が行われ施工状況も良好で、特段の不具合は確認されなかった。

水勾配は、1/20 から 1/50 程度であることを目視した。パラペット部の笠木は亜鉛鉄板の

曲げ加工品を重ね合わせて取付けていた。 
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 写真⑳：日本センター周辺の建物       写真㉑モンゴル国立大学国際学部外観 

2) 市内のマンション 

ウランバートル市内の築 3~4 年、10 階建て前後のアスファルト防水による陸屋根を持

つ中級マンションを視察した。維持管理が不十分で、水溜まりや雑草がある部分はあるも

のの、漏水の原因となるような箇所は確認されなかった。また、水勾配は 1/75 から 1/50

程度であり、パラペット部の笠木は亜鉛鉄板製で、そのジョイント部分は竪ハゼ工法で接

合されており、より防水性能が高いと考えられる（写真㉓参照）。 

   

   
 写真㉒：モンゴル国立大学経済学部の屋上状況 写真㉓：市内マンンションの屋上状況 

 

2.2.5 構造の不具合疑い箇所の確認 

(1)1 階ロビー床タイルの亀裂 

1 階ロビー床のタイルの亀裂（写真㉔参照）がセンター側から報告されていたため現況を調

査した。地下ピットに入り目視確認した結果、タイルに線状の亀裂の生じている箇所は、下部

のコンクリート PC 版のジョイント部分のモルタル施工箇所に沿っていること、コンクリート

PC版と梁には亀裂等の不具合はないことを確認した。よってタイルの亀裂は、異種部材間の接

合部での収縮度の違いによる不具合であり、構造上の問題はないと判断した。 



- 16 - 

 

写真㉔：1階ロビーへの廊下床タイルの亀裂状況 

(2) コンクリートスラブ及び梁周辺の不具合疑い 

第一次現地調査において漏水箇所の状況確認を行った際、コンクリートスラブおけるクラッ

クやクラックを通じた漏水などが見られたため、構造上の確認を行なうために、追加で第二次

現地調査を実施し詳細に該当箇所の計測、試験等の構造診断を行った。該当箇所は、以下の諸

室の天井に当たるコンクリートスラブ及び梁周辺とした。なお、調査結果の詳細については、

添付資料を参照のこと。 

表2-4: 調査箇所及び検査項目 

検査項目  

 

階

別 

 

 

室名 

 

 

検査箇所 
撓み

度 

圧縮

強度 

鉄筋

密度 

鉄筋

腐食

度 

クラ

ック 

コンクリ

ート中性

化 

 

 

備考 

1 図書室 床版 梁  ○  ○  ○ ○  ○   

2 ジャパン

クラブ室 
床版 梁  ○  ○  ○ ○  ○  ○ 

 

2 同上南側

廊下 

 

床版 

 

梁 

 

 ○    

 

 ○ 

 

○ 

   

 ○ 

 現地調査

時追加 

2 パソコン

室 
床版 梁  ○  ○  ○ 

 
 ○ 

  

 

 1) コンクリートスラブ及び梁の撓み度 

コンクリートスラブ及び梁の撓み度に関する検査を、不具合の疑いのあった1階の図書

室、2 階のジャパンクラブ室、パソコン室を対象に、簡易レーザー水平測量器を使用して

実施した。 

  ＜ジャパンクラブ室における検査結果＞ 

ジャパンクラブ室のコンクリートスラブ及び梁を対象に第一次現地調査で測定したとこ

ろ一部に不陸が見られたため、第二次現地調査においては、測定箇所の偏差を押さえ、計

測結果の妥当性を向上させることを目的に、検査対象を同室南側に面する廊下部分のスパ

ンまで拡大して計測を行なった（写真㉕参照）。 

測定の調査、第二次現地調査においても第一次現地調査と同様に不陸が確認された（写
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真㉖参照）。ただし、この不陸の周辺部において、クラックは発生しておらず、別試験のと

おりコンクリート中性化の進行は無く、鉄筋の錆びも確認されていない。十分な鉄筋密度

も確保されている。また屋根の上部に何らかの集中荷重もかかっていない。このことから、

総合的に考えると、この不陸（たわみ）は、進行中のものではなく、施工時のコンクリー

トスラブ仮枠自体に不陸があったために生じたものであると考えられる。 

なお、ジャパンクラブ室天井部とその廊下天井部のコンクリートスラブは、3 スパンの

スラブと梁がすべて一体的に現場で打設されたものであるため、3 スパンのたわみ度の平

均値を許容値と比較した結果、その数値は許容数値内であることを確認した。(添付資料 

図 5-1、表 5-2、5-3、5-4 参照) 

 

  ＜１階図書室における検査結果＞ 

１階図書室のスラブ勾配に沿って X 及び Y 方向の撓み度を検証した結果、許容数値内で
あることを確認した。（添付資料 図 5-2、表 5-5 参照） 

 
  ＜パソコン室における検査結果＞  
パソコン室の撓み度を検証した結果は許容数値内であることを確認した。（添付資料 図

5-3、表 5-6 参照） 
 

以上の結果、一部でコンクリートスラブに不陸があるものの、建築基準法施行令第 82

条及び平成 12 年建設省告示第 1459 号に基づく許容撓み度、床版部分1/250 以下及び梁部

分 1/300 以下であると判定した。 

  

    写真㉕：2階ジャパンクラブ前撓み検査状況   写真㉖：同左上部梁の撓み検査状況 

 2) コンクリート圧縮強度 

コンクリート床版及び梁の圧縮強度を確認するために、既存構造体に損傷を与えない簡

易的な測定方法であるテストハンマー試験（反発度法シュミットハンマー試験）を、1 階

図書室・2階ジャパンクラブ室（写真㉗及び㉘参照）・パソコン研修室・倉庫において第一

次現地調査及び第二次現地調査時に実施した。試験の結果、コンクリート床版及び梁共に、

計画当初のコンクリート設計基準強度である 21N/mm2を確保していることを確認した。（添

付資料 表 5-7 参照） 
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 写真㉗：2階ジャパンクラブ床版圧縮強度試験  写真㉘：2階ジャパンクラブ梁圧縮強度試験 

3) 鉄筋密度（配筋状況） 

コンクリート躯体の鉄筋の密度（配筋状況）が設計図書どおりに施工されているかを判

断するために、既存構造体に損傷を与えない電磁波レーダー法（RCレーダー機器）による

非破壊検査を、1階図書室（写真㉙参照）、2階ジャパンクラブ室（写真㉚参照）・パソコン

研修室・倉庫において実施した。 

検査の結果、鉄筋のかぶり厚さ及び間隔は、建築基準法及び計画当初の設計図書の数値

に準拠していることを確認した。(添付資料 表 5－9参照)      

  
   写真㉙：1階図書室床版電磁波レーダー法検査 写真㉚：2階ジャパンクラブ梁同左検査 

 4) 鉄筋腐食度 

過去にコンクリートスラブのクラック部分を透過して漏水した箇所があることから、鉄

筋腐食の可能性を確認するため、2 階ジャパンクラブ室と１階図書室を対象に鉄筋腐食度

の検査を行った。2 階ジャパンクラブ室においては、漏水箇所付近の鉄筋の目視検査、ま

た、1 階図書室においては、漏水箇所に付着した分泌物（灰汁）の成分検査による錆（酸

化鉄分）の有無の確認を実施した。 

2 階ジャパンクラブ室における目視検査では、床板のクラック部分を伝わり漏水したジ

ャパンクラブ室の天井部位を直径約 10cmはつり鉄筋を露出させ、目視により判定した（写
真㉛参照）。 

判定基準は次の表 2-5 の通りである。 
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表2-5：鉄筋腐食度判定基準 

鉄筋腐食度Ⅰ 黒皮の状態。または錆は生じていないか全体に薄い緻密な錆であ

り、コンクリート表面に錆が付着していることはない。 
鉄筋腐食度Ⅱ 部分的に浮き錆があるが、小面積の斑点状態である。 
鉄筋腐食度Ⅲ 断面欠損は目視観察では認められないが、鉄筋の周囲または全長

に わたって浮き錆が生じている。 
鉄筋腐食度Ⅳ 断面欠損を生じている。 

  出典：国土交通省大臣官房調査室編「鉄筋コンクリート造建築物の耐久性向上技術」 

その結果、4 段階に分類される鉄筋腐食度はⅠであり、黒皮の状態でコンクリート表面
に錆が付着していないことを確認した。 
また、図書室の天井部で採取した灰汁（クラック部分の灰色及び茶色の汚濁）は、チオ

グリコール酸アンモニウム剤を塗布して化学反応（鉄分があれば赤色に変化する）を検証

したが、変化は生じなかったことにより（写真㉜参照）、錆の成分である鉄分は含有してい

ないことを確認し、錆は発生していないと判定した。なお、このような汚濁は鉄筋の錆で

はなく、コンクリートや型枠材の成分が灰汁となって現れたものと推測する。 

  
   写真㉛：2階ジャパンクラブ天井床版鉄筋状況 写真㉜：1階図書室採取の灰汁含有鉄成分検査 

5) クラックの状況 

漏水不具合箇所の多くは、コンクリートスラブのクラック（亀裂）部分にその痕跡を残

している。そのクラック状況を確認するため、コンクリートスラブ表面に付着している石

灰質の結晶粉や型枠板の樹液と思われる汚れを除去し、クラックスケール・ビューアーを

使用してクラックの大きさを、1階図書室、2階ジャパンクラブ室及び廊下（写真㉝及び㉞

参照）・パソコン研修室等において測定した。 

測定の結果、クラック幅は最大 0.2~0.3mm であり、部位・長さ等から考察すると、コ
ンクリート特有の収縮時のクラックとみられ、構造的には問題がないと判断された。(添付
資料 表 5-8 参照) 

 
6) コンクリートの中性化 

鉄筋の腐食に繋がるコンクリートの中性化に関して、フェノールフタレイン溶液による

アルカリ反応試験を、漏水不具合のある2階ジャパンクラブ室上部床版（写真㉟参照）と、

漏水不具合は無いが既存構造体の中性化状況の参考確認のため2階倉庫（写真㊱参照）を
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対象に実施した。 

試験の結果、コンクリート部分のはつり箇所全域で溶液のアルカリ反応が確認された。

よって、当該施設のコンクリートスラブにおいて中性化は進行していないものと判断され

た。 

 

  
  写真㉝：2階廊下大梁部分クラック状況    写真㉞：ジャパンクラブ室上部クラック検査 

  

    写真㉟：2階ジャパンクラブ上部中性化検査  写真㊱：2階倉庫床中性化検査 

 

7) 構造計算書の検証 

固定荷重を設計時の数値から現状に修正し（固定荷重の増加）、撓みやクラック等の現象

が見られる図書室（１階）、ジャパンクラブ室及びジャパンクラブ室南側廊下（以上2階）

のコンクリートスラブ及び梁の構造計算を行った。その結果、1階及び 2階屋上スラブの

鉄筋量及び床厚は設計基準値内であることを確認した。 

2 階屋上の梁は、本補修計画における調整モルタル増設を含めた耐力を保持しているこ

とが確認された。しかし１階屋上部分については、既に、調整モルタル層厚の増加が確認

され、固定荷重が設計時より増加しているため、構造耐力を考慮し、本補修計画では調整

モルタル層の追加設置を行わず、既存防水層を撤去後、既存モルタル層を平滑し新規防水

層を設置する計画とする。 

なお、現地調査において漏水箇所の状況確認を行なった結果、竣工図及び構造計算書と

実際の施工状況が異なる部分が見られた。このため構造診断は、現状に基づいた数値で行
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なった（添付資料 2 参照）。表 2-6 にその比較を示す。 

 

表2-6：竣工図と施工現状の比較表 

 竣工図／構造計算書 現況 

保護セメントタイル 厚 25mm なし 

防水層 （2層＊） 4 層 

調整モルタル 厚 30mm 1 階屋上:厚 110mm 

2 階屋上:厚 130mm 

断熱材 厚 200mm 同左 

押えコンクリート 厚 50mm なし 

現場打スラブ又は PC版スラブ 厚 140/220mm 同左 
   ＊：竣工図には防水層の層数は明記されていない。 

 

 

（３） コンクリートスラブ及び梁周辺の不具合疑いに関する検証結果 

   上記の各種試験・計測等による構造の不具合疑い箇所の構造診断の結果、既存施設には 

  特段の構造的な問題はなく、構造補強対策の必要性もないことと判定した。 
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第3章 フォローアップ協力案 

3.1 補修工事計画 

3.1.1 補修工事計画の基本方針 

日本センターの漏水等の不具合は2002 年 2月の竣工時より発生しており、同年6月に建設業

者による全面的な改修工事が行われ、その後もセンター側による 2006 年の補修工事、2010 年

の建設業者によるドレン廻り一部の補修工事があるが、センターからの聞取り調査によると、

より小規模な補修工事は2008 年にもセンター側で行ったとのことであった。 

 しかし、それらの補修工事の全てにおいて、施工前後の状況を記した施工記録・写真、技術

的報告書が残されていないため、どの時点での不具合が現況の原因となっているかを特定する

ことは困難である。従って、以下の各部位についての補修範囲は、中長期的な対策を講ずると

いう方針から疑わしい箇所まで含めるものとする。また、凡そメンテナンスフリーの建物を創

出することは大変困難であり、「モ」国の気候条件、建設技術等を考慮すると定期的な補修工事

が必須（アスファルト防水工事等）と考えられるため、今後も現地で入手可能な建設資材・技

術に基づいた補修計画が本案件には相応しいと判断する。ただし、半恒久的に性能維持が期待

される部位分については（アルミ笠木等）、本補修計画時に改善する方針である。具体的な方針

は、以下のとおりである。 

1) 補修工事に先立ち詳細調査を行い、工事範囲・数量及び工事内容の再検討を行う。 

2) 現地の施工技術、気候条件、施工可能期間、調達事情等を考慮した計画とする。 

3) 今後の維持管理体制・費用に配慮し、維持管理の容易な計画とする。 

4) 中長期的に持続可能な施設の確立を目標とし、状況に応じて資材の第三国或は本邦調達も

考慮する。 

 なお、本補修計画は財政的・技術的に実施が困難である日本センターに代わり漏水等の不具

合の解消を行うものであり、センター運営に直接的な影響を与える不具合を取り除くことが緊

急の課題であるため、以下の想定される補修工事に対して優先度を設定し、最優先とする優先

度 Aから順次 B、Cと３段階で表示する。優先度Cで分類される外見上の汚れ等の2次的な不具

合については、上記の方針により本補修計画からは除外することとし、日本センターの自助努

力による実施を要望する。その補修工事優先度リストと判定理由については後述する。 

 

3.1.2 補修工事の範囲 

(1) 外部 

 1) 屋上平場部分：優先度A 

これまでの補修工事では、防水層の下地処理まで適切に施工されていないと推定される

こと、竣工直後の全面改修工事後にも漏水が発生したことから、本補修計画では以下の補

修範囲を想定する。 

a) 屋上平場部分の新規防水層の施工（既存防水層の全面撤去を含む） 

b) 全箇所のドレン廻り（2010 年施工箇所も含む） 

 2) パラペット立ち上り部分：優先度A 

屋上平場部分と同様とする。 
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a) パラペット立ち上り部分の新規防水層の施工（既存防水層の全面撤去を含む） 

 3) 笠木部分：優先度 A 

現在の笠木はアルミ製の特注品を使用しているが、取付け方法、ジョイント処理に関す

る防水対策が不十分であるため、新規アルミ笠木を設置することを提案する。また、防水

対策を完全にするためコーナー部分は役物（2辺の部材の一体成形品）を使用する。なお、

新規笠木は既存笠木と形状・色等が多少異なるため、既存笠木と同仕様の既存スパンドレ

ルとの不整合はやむを得ないものと判断する。よって、補修範囲は以下のとおりである。 

a) 全笠木部分に新規アルミ笠木の設置（既存アルミ笠木の撤去を含む） 

 4) フラッシング：優先度A 

フラッシングのシール材に隙間が発生しており劣化も見られ、フラッシングの形状も不

十分であるため、新規にフラッシングを設置することとする。また、既存フラッシングの

取付け位置が低く、雪の吹きだまりで発生する凍結・融解によるフラッシング内への浸水

の危険性を回避するため、パラペット高さ以上に設置する計画とする。 

a) 1 階屋上及び階段室屋上の外壁部分のフラッシングの新規設置（既存フラッシングの撤

去を含む） 

 5) 雨樋：優先度 A,B 

2 階屋上からの雨水排水を1階屋上に放流している竪樋の3本について、2階屋上から直

接 1階地盤面まで排水する計画とする。また、排水計画の障害物となっていたコンクリー

ト排水路の撤去を計画する。よって、補修範囲は以下のように設定する。 

a) 2 階屋上から 1階屋上間の竪樋に接続し、1階地盤面まで排水する新規排水パイプの設

置（既存パイプの一部撤去を含む）。：優先度B 

b) 既存 U字型コンクリート排水路の撤去。：優先度A 

 6) 外部アルミスパンドレル（化粧モールディング）：優先度C（モンゴル側負担事項） 

外部アルミスパンドレルは、アルミ笠木と同形状の窓下の水切りも兼ねており建物外観

に統一感を創出しているが、壁との接合部分及び部材間のコーキングが不完全な箇所があ

る。外壁表面に化粧材として取付けられているため直接的に漏水不具合の原因にはならな

いが、コーキングの不完全な箇所から降水時には外壁を濡らし、苔・カビのような汚物が

付着して日本センター職員が適宜清掃をしている状態である。よって、施設外観の退行を

予防するため、不完全なコーキング部分を再施工する必要がある。 

a) 不完全な既存コーキング部分を取り除き、新規コーキング剤の挿入 

(2) 内部 

 1) 天井：優先度 B 

これまでの漏水によって汚れ等の被害があった天井材を取替える。既にセンター側で位

置交換をしている不具合天井材は含めるが、塗装を施して補修した天井材は含めないもの

とする。また、塗装が剥がれている天井では下地処理を含めた補修を提案する。なお、下

がり壁や窓廻りの不具合についても同様の補修を行うこととする。天井裏のコンクリート

スラブに生じている漏水箇所に関しては、鉄筋の酸化防止のためポリウレタン系シーリン
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グ材によって補修することとする。具体的な補修範囲は以下のとおりである。 

a) 1 階の図書室・電気室・機械室・倉庫の天井 

b) 2 階の会議室・講師室・ジャパンクラブ室・PC研修室・倉庫・ES室の天井 

c) 階段室の天井、下がり壁、窓廻り 

 2) 内壁：優先度 B 

漏水箇所の塗装の剥がれ、下地材の欠損部分を除去し新規の下地材と塗装を施すことと

する。補修範囲は以下のとおりである。 

a) 2 階会議室の内壁及びカーテンボックス廻りの下がり壁 

b) 1 階・2階の機械室或は倉庫の内壁の一部 

 3) 床：優先度 C（モンゴル側負担事項） 

漏水によるカーペットやタイルの汚れはセンター側で清掃することで合意している。亀

裂のあるタイルについては、不具合箇所がロビー廻りと利用者が頻繁に歩行・歓談する場

であることから、今後の補修は必要と考える。 

a) 1 階ロビー・廊下の亀裂のある床タイル交換 

 以上の補修工事に関して、優先度とその判定理由を表3-1 に示す。 

表3-1：補修工事の優先度 

優先度 部位 主な補修工事内容 判定理由 

屋上平場部分 アスファルト防水シートの再施工 漏水原因除去のため 

パラペット立ち上り部分 アスファルト防水シートの再施工 漏水原因除去のため 

笠木部分 アスファルト防水シートの再施
工、笠木の新規取替え 

漏水原因除去のため 

フラッシング アスファルト防水シートの再施
工、フラッシングの再施工 

漏水原因除去のため 

A 外部 

屋上 U字型排水路 撤去 漏水原因除去のため 

外部 雨樋 一部竪樋のやり替え ２次的漏水不具合の危険性を減ず
るため 

天井 漏水被害の天井材交換・再塗装 外見的な不具合改善のため（施設
利用者の快適性保持） 

B 

内部 

内壁 漏水被害の内装材交換・再塗装 外見的な不具合改善のため（施設
利用者の快適性保持） 

外部 アルミスパンドレル コーキングの再施工 外見的な不具合改善のため C 

内部 床 亀裂のある床材交換 外見的な不具合改善のため 

 

3.1.3 補修工事の実施手順・方法 

主な補修工事の全体工程は以下のとおりである。 

(1) 事前詳細調査（補修工事開始前 2週間程度） 

補修工事に先立ち、以下の詳細調査をコンサルタント及び受注施工業者で実施する。 

・補修工事対象部分に関して、実測及び不具合部分の本調査以降の状況を確認する。 

・詳細調査結果に基づき、必要に応じて補修工事の設計内容・数量を調整する。 

(2) 補修工事（工期 2ヶ月程度） 
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主要工事のプロセスは以下のとおりである。 

  ・屋上既存防水層・笠木等の撤去工事を行う。 

  ・劣化、損傷した既存箇所に必要な補強・補修を施す。 

  ・既存箇所補修後の性能・状況を確認後、新規工事を行う。 

 

3.1.4 主要補修方法 

(1) 外部 

 1) 屋上平場部分 

a) 既存防水層を撤去する。既存調整モルタル層のひび割れ幅2mm 以上の箇所は、Uカット

してポリウレタン系シーリング材又はゴム系アスファルトシール材を充填する。 

b) 防水層下地（モルタル押え）の水勾配を調整する（1/40 以上の勾配確保を計画）。 

2 階屋上は水勾配調整のためモルタル押え（厚さ50mm 程度）を行い、1階屋上部分は構

造診断の結果から既存モルタル表面を平滑に補修する。なお、水勾配は現地他事例の

1/40 以下でも不具合の無い場合もあるように、凸凹のない平滑な屋上表面を施してあ

ることも容易な排水を導く重要な要素と考える。 

d) 十分にモルタルを乾燥させた（1週間程度）後、改質アスファルト防水層を施す。全体

で 3層とするが、外部に露出する表面材の１層は耐候性のある砂付きルーフィングを施

す。 

e) ドレン廻りも上記と同様の計画とするが、平場部分より低位置になるよう調整する。 

f) 全ドレンの排水口廻りに、銅・合成ゴム製一体成形横引きユニットを挿入し、防水性能

を改善し、アスファルト防水層との施工性を確保する。 

なお、防水工法として樹脂系の塗膜防水も検討したが、現地での施工事例は殆どなくその

実績・性能評価が困難であり、材料単価もアスファルト系より2倍以上であることから、現

地で一般的に採用されているアスファルト防水シートによる施工を提案する。 

また、我が国には砂付きルーフィングの表面に保護塗装を施してより耐候性を高める工法

技術があるが、現地では一般的ではなく保護塗装剤も流通していない。さらに、保護塗装剤

と砂付きルーフィングとの適合性が重要であることと、2~3年毎に塗り替えが必要になるこ

とから、本補修計画では採用しないこととする。 

他にも防水性能を維持する工法として、コンクリートスラブとアスファルト防水層間の湿

気除去を目的とした防水層下部への脱気装置設置があり、現地市場でロシア製品を確認した

が、現地での施工例がなく、耐久性及び施工方法・効果の信頼性も不明であり、防水層との

納まりの不完全さから生じる漏水の危険性の方が設置効果より大であると判断し、本補修計

画では設置しないこととした。ただし、漏水により残存する断熱層、コンクリートスラブ、

モルタル下地の水分については、アスファルト防水施工時の下地モルタル乾燥期間（1 週間

程度）での除去と、スラブ下面補修工事の工事最終時期実施設定により、その間（1~2週間

程度）での自然流出・乾燥を図る。 

 2) パラペット立ち上り部分 

a) 屋上平場同様、既存防水層と下地材を撤去し、表面の補修を行う。 

b) 床と立ち上り部分のコーナーは、面取りして防水材の付着性を確保する。 

c) アルミ笠木の下部まで防水層を巻き込み、防錆性能のある金物で固定する。 
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  d) シート端部及びジョイント部分の2次シールを適切に行う。 

 3) 笠木部分 

  a) 既存アルミ笠木と取付け金物を撤去する。 

  b) 新規アルミ笠木を製品仕様書に基づいて適切に設置する。 

  c) 新規アルミ笠木のアンカー取付け金物部分のコーキングを施す。 

d) 既存アルミスパンドレル部分との接合箇所では、雨水の流入を防ぐために笠木とスパン

ドレルの小口にアルミキャップを施す。 

 4) フラッシング 

  a) 既存フラッシングとコーキング材を撤去する。 

b) 屋上面から高さ 600mm 程度を基準とし、水平上に既存レンガの1列をはつり表面を樹脂

モルタル等で平滑にする。 

c) 平場部分からの防水層をフラッシング取付け位置まで立ち上げる。コーナー処理は平場

部分と同様とする。 

d) 新規フラッシングを防水層端部に取り付け、フラッシング端部と取付けビスの外側にコ

ーキングを施す。 

 5) 雨樋 

  a) ２階屋上からの既存排水パイプを所定の位置で切断する。 

b) 接続用パイプを施した新規の排水パイプを既存パイプと溶接で接合し、取付け金物によ

って外壁面に固定し、既存の排水方法に従い地盤面に放流することとする。 

c) 新規パイプ及び取付け金物には防錆処理をした後、塗装仕上げを行う。 

 6) 外壁 

  a) 外壁のレンガ表面に付着した汚れを落とす。 

  b) レンガの亀裂は樹脂系シール材で、目地は防水モルタルで補修する。 

 7) 外部アルミスパンドレル（化粧モールディング） 

   a) 施工不完全な既存コーキング部分を取り除く。 

   b) 新規コーキング剤を挿入する。 

(2) 内部 

 1) 天井 

漏水被害のある既存のシステム天井（300x600mm グリッドで天井材を差し込む方式）は、

現在プラスターボードの下張りが必要であり、その上に天井材（岩綿吸音板：300x600mm）

を接着する工法に改変されている。この天井材の断面形状は旧来の差し込み式の加工がさ

れておらず、既存と同タイプの天井材も製造されていないため、天井材だけの新規交換・

取付けは不可能に近い。しかし、現在は旧来方式の600x600mm グリッドに対応するシステ

ム天井が市場にあり、下張りの必要もなく、対応する天井材（岩綿吸音板：600x600mm）も

あることから、必要最小限に活用する方針とする。これに伴い、天井の下地構造（吊り天

井）の変更が必要であり、上記の条件下で工費と工期の縮減を図るため、センター利用者

に影響の少ない 2階会議室の天井だけに、新規のシステム天井を採用することとする。 

a) 漏水箇所の天井材を取り外す。2階会議室の場合は、天井材と天井下地構造を撤去する
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が、再利用可能な天井材は他諸室の漏水被害のある天井材と交換する。 

b) 天井裏或は天井のコンクリートスラブにある漏水箇所の亀裂は、充填材の挿入性を高め

るため亀裂部分を Uカットし、ポリウレタン系シーリング材によって補修する。 

  c) 天井材を設置し直す。 

  d) 2 階会議室の天井下地構造を取付け、新規の天井材を設置する。 

 2) 内壁 

  a) 漏水被害のある壁の塗装或はボードを撤去する。 

  b) 上記の下地を補修する。 

  c) 新規に塗装或は新規ボードの取付け・塗装を行う。 

 3) 床 

  a) 亀裂のある床タイルと下地モルタルを撤去する。 

  b) 下地処理をし、モルタル部にスチールメッシュを挿入して、新規床タイルを張り込む。 

 

 

3.2 調達計画 

3.2.1 資機材調達計画 

本補修計画に必要となる資機材は、中国製、ロシア製或は韓国製の輸入品が主流であるが現

地調達は可能である。また、市場に流通していない製品においても現地商社（中国に拠点）を

通じて調達することは可能である。しかし、加工製作の必要な資材調達の場合は、加工図の承

認・製作期間（2~3ヵ月）と通関手続き期間（1~2週間）を考慮する必要がある。本補修計画

で使用する資機材の現地調達事情と懸案事項は以下のとおりである。 

1) 防水材 

アスファルト防水シートはロシア製、中国製の現地調達が可能であり、現地での施工で

は一般的に使用されている。シート防水材や塗膜防水材も輸入品が市場にあるが、前述の

ように実績とコスト及び今後の補修計画の観点から採用の検討が必要である。 

2) 金属笠木 

現地の一般的な笠木は亜鉛鉄板の曲げ加工品であり、その性能は工場製品より劣ると推

測されるが、工場製品の市場流通は確認されなかった。よって、本補修計画においては、

一定の性能と耐久性を保有している工場製品の第三国或は本邦調達を検討する。 

 3) その他 

塗装材（下地材を含む）、床タイル、金属パイプ等は、現地調達が可能である。ただし、

既存の仕上げ材との色違い等は、施設運営上に支障を来さない範囲で施工品質を判断する。 

 

3.2.2 免税手続き 

一般的な免税手続きは、事前に大蔵省に対象資機材の概要を伝え承認を受諾する必要があり、

大蔵省の予算措置と会計年度に基づき申請手続きをしなければならない。実質的な申請は、JICA

モンゴル事務所が日本センターの代行機関として行われる予定である。なお、本協力はフォロ

ーアップ協力であるため両国間のE/N を取り交わさないことから、「モ」国政府からの免税措置
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が担保されるとは断定できないが、JICA モンゴル事務所と先方政府との協議結果に従う。 

ただし、申請に必要な概要・資料リストは手続きに間に合うように準備し、工事契約から工

事着工までの期間（約2ヶ月を想定）の施工業者による資材購入時には適用されることが必須

である。 

 

3.3 入札に係る計画方針 

3.3.1 現地建設事情と施工業者 

(1) 現地建設事情 

「モ」国においては、近年の鉱物資源開発に伴う公共施設・商業施設・住宅施設の建設需要

が高まり、ウランバートル市内中に建設或は改修工事の現場が存在している。特に 5 月から 9

月の夏期が施工条件に適しているため、集中的に工事が実施されている。しかし、この夏期は

雨期でもあるため降雨による工事中断は、本調査中に多くの現場で見かけられた。従って、所

定の工期内で工事を完了するために、週末や夜間に作業を行っている現場も多い。本補修計画

の実施にあたっては、特異な気候条件と共に、現在の建設事情を理解した上で妥当な事業計画、

工程計画を検討する必要がある。 

 「モ」国の物価上昇率は、「モ」国統計資料によると昨年の2012 年度（会計年度は１月から

12月）は 14%上昇している。次の表3-2 に、1991 年 1月 16 日の消費者物価指数（Consumer Price 

Index）を 100 とした場合の各年度末のCPI を記す。 

表3-2:消費者物価指数 

年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

CPI 152.7 649.8 1838.8 3057.8 4681.8 6768.7 8156.9 8646.0 9507.6 10279.4 11099.2 
 

年度 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

CPI 11291.5 11821.9 13120.4 14361.7 15246.5 17955.5 21920.5 22850.6 25821.2 28455.0 32438.7 

また、2008 年から 2012 年の過去 5 年間における物価上昇率は次の図 3-1 のグラフのように

なり、平均で年間 12.7％の上昇があったと判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1:物価上昇率 
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よって、本補修計画の事業費積算においては、2014 年の入札時の資機材・労務単価等を予測

して行われることが必要である。 

(2) 現地施工業者 

現地施工業者は、全国で約2,100 社が登録されており、ウランバートル市を拠点としている。

大手施工業者は、商社のグループ企業の傘下に組織されており7社程度であり、住宅開発や大

規模商業施設をターゲットにしており、本補修計画を受注する利点は少ないものと思われる。

準大手施工業者は 30 社程度あり、これまでの我が国の無償資金協力プロジェクトにおいて本邦

施工会社の下請けとして実績のある数社が存在する。施工技術・品質及び将来的な会社運営能

力の面から考えると、準大手以上の施工会社の受注が望まれると判断する。 

施工業者の事業範囲は、工事の内容・規模に応じた資格登録の有無により限定されている。

建設省の登録規定では、建築工事に関しては2.1.1 の資格番号で内装工事・補修工事・外構工

事が可能であり、2.1.2 の木・建具工事、増築・改修工事、その後建物の階数、用途、構造に

応じて 2.1.8 まで分類されている。また、設備工事に関しても2.2.1 から 2.2.8 までの資格が

規定されている。よって本補修工事では、2.1.1 の資格保有施工業者が発注先の選定基準にな

ると想定される。 

 

3.3.2 入札方法 

(1) 入札方式 

本補修計画の発注元はJICA モンゴル事務所と想定されており、施工業者選定時の公正性、競

争性、透明性が調達の3原則として謳われていることと、現地業者の施工技術、資金力の未熟

さから判断し、一般競争入札（PQを伴う）を計画する。 

入札手続きは、①新聞紙上に公示し、②入札概要説明書の配布、③事前資格審査用書類提出、

④事前審査及び結果通知、⑤入札に至る。その後、⑥入札価格の審査、⑦契約交渉、⑧契約と

続き、この入札に係る必要期間は約2ヶ月間と推定される。 

なお、入札参加資格及びPQ（事前審査）の一般的な審査項目は、以下のとおりである。 

・業務実績（最低過去3年間） 

・財政内容（過去 3年間の納税状況が黒字であること） 

・保有工事資格 

・過去の売上（最近１年間の売上が工事予定価格を上回っていること） 

・保有資機材・技術者数 

(2) 工事契約 

これまで「モ」国において実施されたフォローアップ協力案件を参考にすると、工事契約は

以下の条件に基づき締結されている。 

・契約形態：ランプサム（一式）契約 

・前渡金：無し 

・支払条件：工事出来高による分割払い（例：初回30%、2回目 40%、3回目 25%、最終 5%） 

・履行保証：案件による（設定する場合は5%程度） 

・瑕疵期間：１年 
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(3) 本補修計画における検討事項 

本補修計画の実施に際し、現地建設事情の項で記述したが、自然条件から起因する限られた

施工可能期間内で資機材の調達及び施工完了、施工業者の繁忙期における技術的・財政的にで

きる優良施工業者の選定、が本補修計画実施の重要な要素である。よって、十分な予測と検討

を行い、計画案をまとめることが必要である。 

 

3.3.3 工事許可 

これまでは新築案件同様、国家監査局による工事許可及び竣工検査が必要であったが、2012

年 12 月の法改正により改修案件では不要となった。その代わり、施主（コンサルタントの代行

可）から施工業者に対して工事開始を文書で通知し、完了時に施主側の検査を行い完了証明書

の発行をもって終了となる。 

 

 

3.4 実施工程案 

特異な自然条件をもつ「モ」国での建設作業は、気温、降雨等により工期に大きな影響を与

える。次の表 3-3 にウランバートル市の気候条件を記す。 

表3-3:ウランバートルの気候条件 

 １月 2月 3月 4月 5月 ６月 ７月 8月 9月 10月 11月 12月 

平均気温℃ -20 -16 -8 1 8 14 16 15 8 1 10 -16 

最高気温℃ -2 2 16 22 31 32 33 33 32 21 12 4 

平均最高気温℃ -16 -11 -2 6 15 20 21 20 14 6 -6 -13 

最低気温℃ -37 -35 -28 -19 -10 -4 1 -7 -11 -22 -28 -36 

平均最低気温℃ -25 -22 -14 -5 2 8 11 10 3 -5 -16 -22 

0℃以下平均日数 31 28 31 27 10 0 0 0 7 27 30 31 

降雨量mm 0 10 20 40 70 220 120 150 120 40 30 10 

平均露点℃ -23 -20 -15 -8 -2 5 8 7 1 -6 -15 -21 

出典：Weatherbase他 

建設工事の中でコンクリート・モルタル工事の作業は、低温時に寒中コンクリート等の採用

や急激な冷却防止の養生を施して実施することもあるが、気温 0℃以下での作業は凍害の恐れ

があるため避けることが望ましい。また、アスファルト防水工事の場合でも通常気温が 5℃以

下の場合は定着力が減衰するため、作業を実施しないよう指導されている。 

よって、上表の気候条件から判断すると、建設工事の工事期間は、平均最低気温が 0℃以上

の 5月から 9月が最適であり、事実この期間の工事稼働率は非常に高い。 

しかし、本補修工事の中核をなす防水工事にとって、6 月から 9 月に渡る降雨が作業の妨げ

になる。少しでも水分が残ると、防水層間或は下部に膨らみが生じ完全な工事が確保できない

結果になるため、その対策を講じたとしても出来るだけ降雨時の作業は避けたい。最近の

「Climate Change」の影響もあり本調査中の降雨日は多く、上記の統計データだけでは判断が

難しい点もあるが、最低気温が 0℃以下になる 8 月以降の工事を避けるとすると、5 月から 7

月の期間が適当であると判断される。また、多少の工事中断日があったとしても、本補修工事

は工期約 2ヶ月で終了できるものと推定している。 

よって、現時点で想定される実施工程案は以下の表3-4 のとおりである。 
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表3-4：実施工程（案） 

2013年 2014年  

8 月 9 月 10月 11月 12月 １月 2 月 3 月 4 月 5 月 ６月 7 月 

国内作業             

現地調査             

国内解析             

FU 調査報告書提出             

SW 合意             

入札公示、事前審査             

入札、契約             

免税申請             

事前詳細調査、資機材発注             

資機材調達（製作・輸送）             

補修工事             

完了届、完了報告書作成             

 

 ただし、この工程案でのクリティカルパスは入札公示・事前審査、入札・契約、事前詳細調

査・資機材発注、および本体工事である補修工事にあり、3 月初旬までの工事契約締結が必要

である。 

3.5 維持管理計画案 

本補修計画実施後は、日本センターの維持管理によって施設の持続的利用を可能にすること

が肝要と考える。日本センターには、技術的な維持管理計画や管理マニュアルを保有していな

いことから、本フォローアップ協力においてその整備を図る計画とする。ただし、施設家具・

備品等に関しては、随時、日本センター側で計画、作成されることを要望する。 
よって、施設に関する時期及びコストを含めた技術的な維持管理計画を、次表のように提案

する。なお、詳細な維持管理マニュアルは別途作成し、日本センターに提出することとする。 
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表3-5：施設維持管理計画表 

毎月点検 
No
. 

施設部位 点検箇所 点検基準 補修内容 概算補修費 
（USD） 

備考 

1 平場部分 排水が良好か ゴミ、砂、雑草等の撤去  日常点検 
2 
屋上 

ドレン 排水口の詰まり ゴミ、砂、雑草等の撤去  日常点検 
3 外壁 レンガ、アルミパネル 汚れの有無確認 清掃  日常点検 
毎年点検 

1 アスファルト防水層、

パラペット 
防水層表面の著しい

浮き・亀裂・損傷、

排水不良による水た

まりの痕跡の確認 

不具合のある箇所の貼り

替え。防水層表面を傷付

けないよう雪かき、清掃。 

200/m2程度 特に降雨時、

雪解け時に

点検要 

2 笠木 笠木の変形・腐食・

脱落確認 
笠木の取り付け確認及び

笠木表面を傷付けないよ

う雪かき、清掃。 

 特に雪解け

時に点検要 

3 

屋上 

タラップ、避雷針類 転倒又は落下の恐れ

がある傾斜・亀裂若

しくは変形、取り付

け部分の緩み・ぐら

つき確認 

不具合のある部材の取り

付け確認及び補強。 
不具合の程

度による 
 

3~5年毎点検 
1 アスファルト防水層 防水層表面の著しい

浮き・亀裂・損傷、

排水不良による水た

まりの痕跡の確認 

不具合が著しい場合は専

門業者による防水診断後

防水層の取替え。 

200/m2程度  

2 

屋上 

中央八角形金属屋根 下地材及び鋼板の変

形・割れ・腐食等の

有無確認 

不具合のある屋根鋼板の

取替え、保護塗装等。 
不具合の程

度による 
 

3  同上雨樋 雨樋及び取付け金物

の変形・腐食・排水

状況の確認 

不具合のある雨樋・取付

け金物の取替え・補修、

排水勾配の調整。 

  

3 アルミス

パンドレ

ル、窓、ド

ア部分、 
屋上軒裏

部分等 

目地材、シーリング

材、塗装材 
変形・劣化・欠損の

有無、外部に面する

窓及びドアの降雨後

の浸水痕跡の確認 

不具合箇所のシーリング

材撤去後、耐熱及び耐寒

性能を持つシーリング材

料の充填。剥離等のある

塗装部分は下地処理後再

塗装をおこなう。 

各 40/m2 程

度 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- A1 - 

      添付資料 1 

 

1. 調査団氏名、所属先 

 1) 第一次現地調査 

氏 名 担当分野 所属先 

加藤 俊伸 団長 JICA モンゴル事務所 所長 

小林 謙一 協力企画 JICA 資金協力事業部実施監理第一課 

露木 隆二 業務主任/改修計画 株式会社 設計計画 

増田 豊 調達計画/積算 株式会社 設計計画 

 

 2) 第二次現地調査 

氏 名 担当分野 所属先 

西原 鉄馬 技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ JICA 資金協力業務部 

露木 隆二 業務主任/改修計画 株式会社 設計計画 

森 定男 構造診断 株式会社 設計計画 

 

2. 調査日程 
1) 第一次現地調査 

 2) 第二次現地調査 
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3. 主要面談者リスト 

＜日本・モンゴル人材協力センター＞ 

・Ts. Davaadorj   Director（所長） 
  （ダワードルジ） 

・神谷 克彦   Chief Advisor（チーフアドバイザー） 
・阿部 直美   Coordinator/ Advisor for SME Development（業務調整/アドバイザー） 
・Kh. Garmaabazar Senior Manager（総括主任） 
（ガルマーバザル） 

・Ts. Ochirbat    Manager, Facility Equipment Management Section（施設機材管理課主任） 
  （オチルバット） 

・Z. Tsembeldulam Staff, Facility Equipment Management Section（施設機材管理課課員） 
  （ツェンベルドラム） 

 ＜JICAモンゴル事務所＞ 
 ・竹鶴 英子   Representative（上級所員） 

 ＜現地施工業者＞ 

 ・B. Ganchimeg   General Director, MUKHIA LLC（ムヒア社社長） 
・野竹 和明   Business Consultant, MUKHIA LLC（ムヒア社顧問） 
 ・B. Munkhbayar  Director, Namo Bridge（ナモブリッジ社社長） 
 ・B. Munkhbaatar  Engineer, Namo Bridge（ナモブリッジ社エンジニア） 
 ・G. Davaadorji   Head of Project Management Office, MCS Property LLC（MCS不動産部長） 
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 ・A. Vagif     General Director, Druga Drujba Co., Ltd.（ドルガドルジバ社社長） 
 ・Sh. Enkhtur    General Director, Himon Construction Co., Ltd.（ヒモン社社長） 

 ＜現地資機材供給会社＞ 

・A. Ukhertar    Waterproofing Sales Manager, Sika Construction（シカ社販売部長） 
 ・A. Doucette    Target Market Manager, Sika Construction（シカ社市場開発部長） 
 ・Kh. Ariungerel  Director, Essen Comer Mongolia Co., Ltd.（エッセン社モンゴル支社代表） 
 ・B. Myagmardorj  Manager, Shunyada Co., Ltd.（シュンヤダ社所長） 
 ・B. Sarangua    Director, Shunyada Co., Ltd.（シュンヤダ社部長） 
 ・Boldou      Manager, Pyramid Industry Co., Ltd.（ピラミッド社所長） 

 ＜現地コンサルタント＞ 

 ・P. Ulzibat     Director, MONAR LLC（モナール社代表） 

 ＜ウランバートル市役所＞ 
 ・J. Munkh-Erdene Inspection Engineer, Urban Planning & Infrastructure（都市計画局監理技士） 
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5.  現地調査箇所及び結果 

 

(1) 調査箇所及び検査項目 

表 5-1: 調査箇所及び検査項目 

検査項目  

 

階

別 

 

 

室名 

 

 

検査箇所 
撓み

度 

圧縮

強度 

鉄筋

密度 

鉄筋

腐食

度 

クラ

ック 

コンクリ

ート中性

化 

 

 

備考 

1 図書室 床版 梁  ○  ○  ○ ○  ○   

2 ジャパン

クラブ室 
床版 梁  ○  ○  ○  ○  ○  ○ 

 

2 同上南側

廊下 

 

床版 

 

梁 

 

 ○    

 

 ○ 

 

○ 

   

 ○ 

 現地調査

時追加 

2 パソコン

室 
床版 梁  ○  ○  ○ 

 
 ○ 

  

 

 (2) 撓み度検査 

 1) ジャパンクラブ室及び廊下計測箇所図（梁伏図） 

   測定値はそれぞれ一点鎖線の交点とする。床版測定箇所は床版下端、梁部分は梁下端で 

  ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1: ジャパンクラブ室及び廊下計測箇所図 

 

2) ジャパンクラブ室 X方向床版撓み測定値 
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表5-2: X 方向床版撓み検証測定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) ジャパンクラブ室 Y方向床版撓み測定値 
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表 5-3: Y 方向床版撓み検証測定値 

 

 

 4) ジャパンクラブ室大梁撓み測定値 

表 5-4: 大梁撓み検証測定値 

 通り X1 X2 X3 X4 X5  撓み度検証 

大梁C通り Y3 17.80 17.50 16.60 17.30 17.40 17.60  

 高低差 0.20 0.10 1.00 0.30 -0.20   

 撓み度  0.0001 0,0010 0.0003   0K 

大梁B通り Y1 27.00 25.50 23.90 26.60 28.70 27.85  

B’通 B側 高低差 0.85 2.35 3.95 1.25 -0.85   

 撓み度  0.0024 0.0041 0.0013   一部を除きOK 

大梁 YO 28.90 27.20 26.60 26.20 26.60 26.45  

 高低差  -0.75 -0.15 0.25    

 撓み度  0.001 0.000 0.000    

       許容撓み度 0.0040 

 

 

 

 

 

 

 

 5)図書室計測箇所図（梁伏図） 
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   測定値はそれぞれ一点鎖線の交点とする。床版測定箇所は床版下端、梁部分は梁下端で 

  ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-2:図書室計測箇所図 

 

6)図書室 X,Y 方向床版撓み測定値 

表5-5: 床版撓み検証測定値 

 

 



- A    - 18 

7)パソコン室計測箇所図（梁伏図） 

   測定値はそれぞれ一点鎖線の交点とする。床版測定箇所は床版下端、梁部分は梁下端で 

  ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           図 5-3:図書室計測箇所図 

 

7)パソコン室床版撓み測定値 

表 5-6: 床版撓み検証測定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  床スラブは PC盤でそのジョイント部分にギャップが生じていないことを目視で確認した。 
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(3) コンクリート圧縮強度検査 

 1) 調査方法 

   日本材料学会式による。 

    圧縮強度：F=α・Fc 
       F：材令補正後の推定圧縮強度 
    α：材令補正値 0.6 （材令日数 1,000日以上） 
    Fc：見かけの圧縮強度 
    Fc=13・R - 184  
    R=基準硬度  R=R0+(R1+R2) 
       R0=シュミットハンマー反発度平均値 
    R1=含水補正値（北面気乾  +1） 
    R2=打撃角度補正値 
      （水平打 0.00、 上打ち -2.3） 

         圧縮強度単位 Kg/㎜ 2を SI単位に換算式は下記の通り。 
    F・0.098=N/㎜ 2 
   なお、基準硬度（R）の信頼性を高めるため、各測点において 20回（土木・建築学会

指針）の打撃試験を行いその平均値を求める。 
   今回の異常値の処理方法は、20回の平均値の測定値をもって評価することとした。 

 2) 調査結果 

  測定値は下記表 5-7 による。 

表5-7：圧縮強度測定結果表 

 使用機材 シュミットハンマー （スイス プロセク製） 

1）材令補正値：60 

2) 含水率補正値：1.00 

試験条件 

3) 打撃角補正値：下記に示す 

NO 測定室名 部位 打撃角度補

正 

推定平均強

度KG/MM2 

推定強度

N/MM2 

判定 

1 ジャパンク

ラブ室 

床版 -2.3 273.36 26.79 > 21N OK 

2 同上 同上 -2.3 258.93 25.38 > 21N OK 

3 同上 梁 0 250.74 24.57 > 21N OK 

4 同上 同上 0 227.34 22.28 > 21N OK 

5 2 階廊下 同上 0 252.92 24.79 > 21N OK 

6 同上 床版 -2.3 284.28 27.86 > 21N OK 

7 パソコン室 梁 -2.3 304.56 29.85 > 21N OK 

8 図書室 梁 0 313.92 30.76 > 21N OK 

9 同上 床版 -2.3 314.70 30,84 > 21N OK 

 

 

 

 (4) クラックの状況確認 
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  調査箇所のクラックの状況は下記表の通りである。 

 

表 5-8：クラック状況表 

 調査室名 部位 幅 長さ 

1 ジャパンクラブ室 上部床版 0.3 MM 約 2.4 M 

2 パソコン室 上部床版 0.3 MM 約 2.5 M 

3 図書室 上部床版 0.3 MM 約 2.4 M 

約 0.9 M 

4 2 階廊下のカルチュラルエクス

チャンジ側 

大梁 0.3 MM 約 0.25 M 

5 2 階廊下／カルチュラルエクス

チャンジ側 

大梁 0.3 MM 約 0.15M 

6 2 階廊下／ジャパンクラブ側 大梁 0.2 MM 約 0.45 M 

7 205 会議室 大梁 0.2 MM 約 0.1 M 

注記：クラックの幅は最大数値を示すものであり、その長さ全てのその幅ではない。 

 

(5) 構造計算書 

  調査箇所の部材に関する構造計算を行い、その安全性を確認した。(添付資料 2参照) 

 

 

(6) RC レーダー測定値写真 

  ２階ジャパンクラブ室,１階図書室,２階パソコン室及び倉庫において RC レーダー測定器

による測定値と竣工図のスラブ配筋図との照合を行ない図面通り配筋されていることを確認し

た。表は調査箇所の記録を示す。 

 

表5-9：配筋測定記録 

ジャパンクラブ室 測定記録1 ジャパンクラブ室 測定記録2 

  
図書室現場打ちスラブ 測定記録 図書室コンクリートPC版 測定記録 
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パソコン室 測定記録 倉庫 測定記録 

 

 
 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



添付資料 2

日本センター 既存コンクリー トスラブ及び梁部分の構造計算検証

確認箇所 :((1階図書室 (1階),ジャパンクラブ室及びジャパンクラブ室南側

廊下 (以上 2階)の上部コンクリー トスラブ及び梁周辺))

構造計算概略 :

第一次現地調査において漏水箇所の状況確認を行つた際、竣工図及構造計算書と施工された

詳細が異なる部分が見られ、コンクリー トスラブ及び梁周辺に不具合の疑いがあつたため、第

二次現地調査を実施し詳細に該当箇所の計測、試験等の構造診断を行つた。撓みやクラック等

の現象が見られる図書室 (1階 )、 ジャバンクラブ室及びジャパンクラブ室南側廊下 (以上

2階)の コンクリー トスラブ及び梁の構造計算書である。

計算書各ページの内容は以下の通りである。

1.固定荷重 :R階部分は設計時の数値から現状に修正し、1階部分は設計時の数値とする (NO.1)

2.R階屋根及び 1階屋根は階毎で同じ構造である。ジャバンクラブ室上部の部材を検証 (NO.2)

3.上記 (R階)の床版 (スラブ)の鉄筋全断面積のコンクリー ト全断面積に対する割合の検討

(NO.2)

4.上記 (R階)梁の検証 (NO.3)

5.図書室上部 (2階)梁及び小梁の検証 (NO.4～ 5)

6.ジ ャパンクラブ室上部 (R階)小梁の検証,及び考察 (NO.5～ 6)

7.ジ ャパンクラブ室上部 (R階 )床版断面算定を原計算書より抜粋後、検証 (NO.7)

8.使用材料を原計算書より抜粋 Gl紙 .1)

9.ジ ヤパンクラブ室上部 (R階 )小梁及び.図書室上部 (2階 )Jヽ梁部分を原計算書より抜粋後、

検証偶1紙.2)

10.図書室上部 (2階)梁部分を原計算書より抜粋後、検証 (別紙.3～ 4)
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既存部梁、床版の検討
NO。 1

§li一 般事項

(1-1)概 要及び計算方針

日本建築学会 =鉄筋コンクリ■ 卜構造計算規準・同解説に従い 梁、床版の検討を行う。

既存部の計算値は久米設計による構造計算書を参照する。 (男1紙 1～ 4添付 )

(1-2)

●

●

使用材料及び許容応力度

コンクリー ト F C 210

鉄筋  異形鉄筋  SD295A

異形鉄筋  SD345(D19以 上 )

荷重

(2-1) 固定荷重

fa=l/3 xFc= 70ke/cm2 (ttr)
ft=2.0 t/nf (*ffi)
ta= 1/15 xFC= 14.0 kClcm' (Effil
fl= 2.2 t/nl

■
，

kg/nf

新規 E
防水層 (3層 )

調整 モルタル厚 50

調整モルタル厚 130

断熱‐材

RCス ラブ厚 140

(PC版 )

天丼

10

100

260

60

386

(283)

25

791

(738)

圧
Ｉ
Ｆ
ト
ー
Ｌ

設既

防水層 (3層 )

調整モルタル厚 110

断熱材

RCス ラブ厚140

(PC版 )

天丼

10

220

60

386

(283)

25

651

(5981)

kg/nf

(床 用) 100

(梁 用)  70

(2…2)積 載街重



NO.2

§3.算 定

(3・1)床1版

Ot=‖・ d〒‖.0
lx=2.00 1y=lo.ol‐ 0.4=‐9.60

え=ly/1x=0.6/2.9=31.31     ~

31+0.10=0,91                ‐

W=0.791■0,10=0.891 →  0,90t/nf

W口 Ix=0.90x2.9= 2.61

‖・ Ix, lx=0,00x2.9x2.9= 7.57

(2-5)鉄 筋全断面積のコンクリー ト全断面積に対する割合

m2                                m2

(現 況配筋) D13 (a=1,27)          010(a=0.71)

短辺方向    (上 )  D13,D100200
(下 )   D100200

断面lmにつき     ,
.Σ

a=1.0/0_2 x(1,27+0,71)=9,9001n2

トー斗半薦T=¨ 070-→ 鰤%渕
“
% ∴囃

長辺方向    (上 )  0100200
(T) Dt00200

ffiflml=?*
I a=1.0/0. 2 x (0.71+0.71)= 7.10 cm2

7.10    = 0,0051 - 0,51%>o.3%  .・
.0.K

14.Ox100

※ 日ホ建築学会 :鉄筋コンクリート造のひびわれ対策 (設計 ‐施工)指針案・向解説 (1978)
では、鉄筋全断面積のコンタリート全断面積に対する書合を0.396以 上が望ましいとしている。



NO.3

(3‐2) 梁

0自荷
=増
加分  /「
~

(RC)w=791‐525■ 266

(PC)W=738-470・ 268

b*D=‐ 500*800  d=7.3.4 j=64.2

‖L=15,4+6.6=22.0

‖S・27..8+6.6・34.4

0L■ 11,4■ 4.0=15.4

0S=14.0+4.0=13.0

※構造計算書より、

→ ::| }  
※増加分は270 kg/nfと する

６
〓

ハ
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０
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．
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ＦＩＩＩＬ

「

※

(   ‖al=23.1

く   ‖as■ 45‐.1

(  Oa!=31.8

く  Oas=37.0

構造計算書より

。・.OK

.・.OK

.・.OK

.・.OK

(申 央 ) ‖L=16.0+(0.9-0175■ 6,6)=21.0 ‖al=28.1     .・ .oK

(両麟 ) (中 央 )

§E□
上
　
下

国
500

5-D22

3-D22

ST‐ D130200

3‐D22

5-D22

ρ =・ 0.27+2.93 = 0.79  t/m

l   l
10.0

(両端 )

‖0-10.750



NO.4

0 lF屋猥 床荷重増加分
(RC)Ⅲ 651-,25=126

(PC)w・ 598‐470= 128

b*D=400幸 700 d● 63.4 j■ 55.4

l- x rrntit t*,127 rs 1 rt& r 6

p =0.127 * 0.0 = 0.76 tln

7.0 ■ 7.0 ./12■‐ 3.1

3.1=  4.6

幸7.0/2=2.7

■
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(肉端 )

(中 央 )

(外端 )

‖L=17..4■ 3.1

‖s= 32.3+3.1

0L■ 15.0+2.7

0S■ 19.4+2,7

ЮO巨□
L」
400

上    5-D22

下    3-022

=20.5(
=35.4〈

=17=7 く

=22.1(

‖al= 23.4    .・ .OK

‖as= 38.4    ・
・・OK

oal= 24.9   .・ .OK

Oas・  27.7    .・ .OK

爛L=16.0+(4.6-0.75*3.1)=18.4 ‖‐al= 19,3    .:.oK

‖L=10,4+3.1‐ 13.5

‖S=26.5+3.11=29:6

《

〈

3‐D22

5‐D22

ST・ D130200

‖al=19,3     .・ .OK

‖aS■ 31,0    ・'10K

4-D22

4‐ D2‐ 2

掛
□

軸
圃

‖0‐0.75C
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NO.6

(コラ劇歯)      ‖= 19.3             0●  19.4   《fs.b.J=22.6  t  .・ ,OK

at・  13.54  く   5 -D22    (19.35)   .・ .oK

ψ= :4.26 〈  5-D22  (34.9)  .・・OK

(中 央)  ‖=37.1
at= 26.04   く 7 -D22   (27.10)  .・ .oK

国
500

上    5-D22          4-D22

下    4-D22          7-D22

ST―D130200

§4 考察

1)第 2次現地調査概要説明及び各種検査結果の照査を行い、それらの結果から構造部の各部材への欠陥は見られな

い。ジャバンクラブ室床版における撓みが部分的に許容値を超えるが、該当部分の直上部に構造体及び設備等積

載荷重がないことから構造部自体に欠陥があるというより施工精度の誤差から生じたものと判断する。

2)今回調査箇所の既存の床版及び梁の構造検討を行つた。現地調査結果から設計当初より固定荷重が増えているが

1階屋上及び R階の床版の鉄筋量及び版厚は設計基準値内である。R階の梁は調整モルタル増設を含めた改修計

画に基づく耐力を保持しているが、 1階屋上部分は既存固定荷重が設計時より増加しているため、追加調整モ

ルタル層を設置しない。既存防水層を撤去後、既存モルタル層亀評滑し新規防水層を設置する工法とする。

3)各検査結果はフォローアップ調査報告書 (2_2漏水等の不具合に係る対象施設の現状)に記載されている。

よつて、本施設の構造上不具合の疑いのある部分は現時点では構造補強に必要性がないと判定した。

松
囲

醐
国Ｅ
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**4辺固定床版の断面算定 **

RSl       14.0      2.90    9.60   3.31     9,0      5.6
Dtx(cD dx(cml jx(cmp Dty(cml dy(cm)jy(cの
3.0  11.0   9.6   4.5   9`5   8.3
SD295        ft(L)= 200 N/mm2
スラブ最小厚 t=0,02(3,31=0,7)/(3.31-0了 6)*(1+5640/9807+ 290/100の キ 290)

Wx=Ly^4/(Lx^4 軍
1:レ
14'撃

"≦

 ::b: OK!

ittT守ポ謬昆脚朧
。器Om

448     575     901

M(kN■澁)At(cm2)
3`15   1`93

Dlo,D130  D130   D160
512     657    1029
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3 使用材料                             フЧ驚卜 .1
'             ※本建物の使用材料に●印を記す。

1。 材料の定数

採用 材料の種類
ヤング係数
(kg/clm2)

剪断弾性係数
(kg//cm2)

ポアソン比
線膨張係数
(1° /C)

鉄 筋 2.l X 106 0.81X106 0.3 l x 10-5

堪多涎ヨコンクリート

(γ =2.3)

180 1.99X105 0.85X105 α
Ｕ
′

′ l x 10-5

○ 21Q 2.15X105 0.92X105 1/6 1× 10-5

225 2.23X105 0.95X105 1/6 lx 10-5

240 2.30X105 0。 99X105 1/6 lx 10-5

棄壁茜霞コンクリート

(γ =1.9)

180 1.50X105 0。 64X105 Ｏ
Ｕ

′

′ l x 10-5

210 1.62X105 0.69X105 1/6 l x 10-5

[注]断面算定用のヤング係数比は46年改訂RC規準に従って、コンクリートの種類 ,
強度,荷重の長期・短期にかかわらず 15とする。

2.各種コンクリー トの単位重量                      (t/cm2)

[注] 各コンクリー ト共気乾単位容積重量を示す。

3.鉄筋の許容応力度 (kg//cm2)

[注]D29以 上の大さの鉄筋に対しては ( )内の数値とする。

4.コ ンクリ‐卜の許容応力度 (kg//cm2)

採用 コンクリートの種類 コンクリートの重量 鉄筋コンクリート重量 鉄骨鉄筋コンクリート重量

○ 普通コンクリート
り
０

，
４

′
弩

り
ι 2.5

1種 軽量コンクリニト ｎ
Ｊ 2.0 2.1

採用 材料種別 使用鉄筋 ′
長期許容応力度 短期許容応力度

引張ぅ圧縮 剪断補強 引張 ,圧縮 剪断補強

SR235 1600 ｎ
ｖ
ｎ
ｖ
６ 2400 2400

○ SD295A D10-D16 2000 2000 3000 3000

○ SD345 D19ハVD29
2200

(2000)

2000 3500 3000

SD390
2200

(2000)

2000 4000 3000

採用 コンクリートの種類 そ諄昔手営i曽;
長期許容応力度 短期許容応力度

圧 縮 剪 断 圧  縮 剪 断

堪獣養豊コンクリート

180 60
２
υ 120 9

○ 210 70 7 140 10.5

225 Ｅ
Ｕ
ワ
‘ 7.25 150 10.875

240 80
”
■

ワ
ー 160

1種及 2種

車壁遁まコンクリート

180 60 5.4 120 8.1

210 70 6.3 140 9。 45

[注] 軽量コンクリー ト (1.2種)の許容剪断力は普通コンクリー トの0,9倍
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21痢静:

BUS-2.5W     A 届目164貿菫3 514006

+応力
19.0

|[|]]::― |―

――
そ:il;:~1:」尋

1-_l『劇
|;

毎11

--*--+
17.4 -11.6  10.4
32.3    0.0   26.5
0.0  12.2   5.6
K2/Kl  K1/K2  K1/K2
15.0  1.0 -11,2
19.4   5.4  15.6
K2    K2    Kl

-----+
Fc214/SD345/SD345/SD295
40     40     40
70     70     70
63.4   63.4   63.4
55.4   55.4   55.4
4.0/ 7.10
5-D22  3-D22  4-D22

4-D22  4-D22  4-D22

D13   D13   D13
2-200  2-200  2-200

19。 35  11.61  15.48
15。 48  15。 48  15.48
0。 76   0.46   0.61
0.61  0.61  0。 61
23.4   19。 3   19.3
38.4   23.4   31.0
31.0   30。 9   31.0
0K/OK OK/OK OK/OK

51.0 43.2
31.1

MONGOLIA- 183

MI
Ms.U
Ms.D
L.no
Ql

QS
L.no

0.0
K2/Kl
14.5
17.2
K2

-8.1

0.0
9。 1

K1/K2
1.4
4.2
K2

9。 2

19。 4

1.1

K1/K2
…H.6
14.3
Kl

+勝斤雇冒―――+―――――――――――――一―――――…………
1 材 質 IFc214/SD345/SD345/SD295

40     40     40
70     70     70
63.4   63.4   63.4
55。 4   55.4   55。 4
4.0/ 7.10
6-D22  4-D22  4-D22

4-D22  4-D22  4-D22

D13   D13   D13
2-200  2-200  2-200

At.U

ｂ

Ｄ

ｄ

4りlり sAt
上端筋

下端筋

ll,lf;チ
+曲げ――

At.D
Pt.U
Pt.D
Mal
Mas.U
Mas.D

23.22  15.48  15.48
15.48  15。 48  15.48
0.92   0.61   0.61
0.61  0.61  0.61
24.8   19。 3   19。 3
45。 8   31.0   31.0
31.0  31.0  31.0

31.1     31.1
615.0 ( 675.0)
1.0  4.0  17.1
20.0    6.9    1.6

640.0 ( 700.0)
2.4    7.8   20.0
23.8    9.8    0.7

+-------

P3
Qd.LR
Qdo RL

aQγli)
a(s.LR)
a(so RL)

Qal
Qas.LR
Qas.RL

20.0  6.9
9.0  3.1
1.306  2.000
1.000  1.000
1.147  1.000
23.3   34.2
27.7   27.7
31.2   27.7

I
17.1
7.7
1.778
1.274
1.000
30.7
34.2
27.7

23.8    9.8   20.0
10。 7  4.4  9.0
1.412  1.801  1.514
1.000  1.000  1.085
1.104  1.000  1.000
24.9   31.1   26.6
27.7   27.7   29。 7
30。 1   27.7   27.7
0.0  0.O  o.o
OK    OK    OK

1計:11&:  監l
+ガヒ幕争―――+――――――――――――――――

1181.3
1 30.0

―――――――+
137.61

1遺 :1怜 :(緞 8詠 :(盆 :
+―――――――+―――一―――――――――――――――――――

|》 :(誰 3詠 :(131

1判 定 1 0K/OK OK/OK OK/OK
+trスレ鶴斤―+――……………………………………………………
I Mv.U1 58.8    43.2
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BUS-2.5W 全型 蜜 514006
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10/30

……=_______――――――一――――+
G2 (3)|

flil―
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4.0   -0.3    2.2
16.4   0.3  15.8
8.3  0.9  11.4
K2/Kl  K1/K2  K1/K2
2.3  0.3  -1.8
6.6  4.6  6.1
K2    K2    Kl

--------+
214/SD345/SD345/SD295
40     40     40
70     70     70
63.4   63.4   63.4
55.4   55。 4   55.4
4.0/ 7.10
4-D22  3-D22  4-D22

3-D22  3-D22  3-D22

D13   D13   D13
2-200  2… 200  2-200

MONGOLIA- 152

I  L.no l
+断面――+
1材 質
b
D
d

展りsAt
上端筋

下端筋

STP雀登
形ヒ
・
ッチ

+曲げ――+
I At.U
I At.D
I Pt.U
I Pl.D
I Mal
l Mas.U
I Mas.D
I判 定
+せん断―

My.U

Pk:)
Qdo LR

Qdo RL
+-------+---

12.0 -16.0
26.0   0.0
2.1  16.8
K2/Kl  K1/Kl
10。 7   -0.3
13.3   3.0
K2    Kl

15.4
27.8
0.0
K1/Kl
-11.4

14.0
Kl

Fc214/SD345/SD345/SD295
50     50     50
80     80     80
73.4   73.4   73.4
64.2   64.2   64.2
4.0/ 7.10
5-D22  3-D22  5-D22

4-D22  5-D22  4-D22

D13   D13   D13
2-200  2-200  2-200

19。 35  11.61
15.48  19.35
0.53   0.32
0.42  0.53
28.1   28.1
45。 1   27.5
36.4   45.0
0K/OK OK/OK

19.35
15.48
0.53
0.42
28.1
45。 1

36.4
0K/OK

15.48  11.61  15.48
11.61 11.61 11.61
0.61   0.46   0.61
0.46   0。 46   0。 46
19.3  14.6  19。 3
30。 9   23.4   30.9
23.4   23.4   23.4
0K/OK  OK/OK  OK/OK

Ml
Ms.U
Ms.D
L.no
Ql
QS

００

０

０

４

５

３

　

０

５

59.0
36.0

(1000.0)
5.6  16.6
4.9  0。 9

43.2
23。 3

-+

43.2
23.3

――――――――――+
107.7 1
90.3 1

540.0 ( 600.0)
6.3   8.3  10。 5
11.0   8.9  6.8

Qd

aQ1/1i)
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OK    OK    OK
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入札図書及び設計図書 

 

 

 

1. 事前資格審査（PQ）公示 

2. 入札図書 

3. 設計図書 

4. 入札用 BOQ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.事前資格審査(PQ)公示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協力工事 

事前資格審査（P/Q）公示 
 
日本国際協力機構（以下、「JICA」）モンゴル事務所は、日本・モンゴル人材協力センター設

立計画フォローアップ協力補修工事に関する事前資格審査を公示する。 

工事はウランバートル市におけるモンゴル・日本人材開発センターの漏水補修工事を実施す

るものである。 

 
事前資格審査候補者は以下の資格を有していなければならない。 

 
1． モンゴル国の法律に則り設立され、登録された法人であること。 

2． 建設・都市計画省（旧道路・運輸・建設・都市計画省）が定めた下記の特別許可を有する
建設業者であること。 

BU 2.1.1 内装工事、補修工事、外構工事 

BU 2.1.2 増築・改修工事 

BU 2.1.3 7階までの鉄筋コンクリート工事 

3． 企業の財務状況は過去 2年間、健全であること。 

4． 元請けあるいは下請けに係わらず、日本の無償もしくは有償資金協力による施設建設の経
験を有していること。 

5． モンゴル国内において類似工事経験（アスファルトシート防水工事）を有していること。 

6． 経験があり、資格のある技術者（専門家、顧問エンジニア、公認エンジニア、建設予算策
定者）をそれぞれ有していること。 

 
事前資格審査の書類は、2014年 2月 3日（月）から 7日（金）の 10時から 16時の間に下記に
おいて入手できる。 
 

JICA モンゴル事務所 
7F, Bodi Tower, Sukhbaatar Square 3, Ulaanbaatar,  

c/o Central P.O.Box 682, Ulaanbaatar 211213, MONGOLIA  
Tel: （976-11）325939 Fax: （976-11）310845 

連絡担当者：Sh.ボロル、荒井 
 

申請書類は 2014年 2月 10日（月）16時までに提出すること。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 入札図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

  

 
 

 

 

 

 

モンゴル国 

日本・モンゴル人材協力センター設立計画 

フォローアップ協力補修工事 

 
                                   

 

 

 

入札図書 

 

 

 

 

2014年2月 

 

 

JICAモンゴル事務所 

 

 



   

  

発注者       請負者                 

    

 

 

 

                                     

＊＊＊＊＊             

＊＊＊＊＊ 

JICAモンゴル事務所 

  

   

 

 

 

証人 

 

 

 

                                                                

                 

------------------------------- 

増田 豊 

業務主任 

株式会社 設計計画 
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第１章：入札告示 
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第１章 入札告示 

 

JICAモンゴル事務所 

 

モンゴル国 日本・モンゴル人材協力センター設立計画 

フォローアップ協力補修工事 

 

 

入札告示 

 

 

 本入札は、モンゴル国日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協力補修工

事のために、JICAモンゴル事務所によって実施されるものである。 

 

 入札図書は下記に所在するJICAモンゴル事務所により配布される。各入札参加者は入札図書

一式を入手することができる。 

 

JICAモンゴル事務所 

住所：7F, Bodi Tower, Sukhbaatar Square 3, Ulaanbaatar, c/o Central P.O.Box 682, Ulaanbaatar
211213, MONGOLIA  

電話：（976-11）325939 FAX：（976-11）310845 
担当者：Sh.ボロル、荒井 

 

入札に関するすべての書類・書簡は、密封の上、「オリジナル」と「コピー」と明確に記し

た２部を下記宛に作成されなければならない。 

 

 

JICAモンゴル事務所 

 

 また、封筒の左側角部に、「モンゴル国日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォロー

アップ協力補修工事入札書」と記されなければならない。 

 

入札者による入札書（「オリジナル」および「コピー」）の提出および開札は下記の要領で公

開にて行われる。 

 

    場所   ：JICAモンゴル事務所         

    日時   ：2014年3月10日月曜日、14時 

    開札執行者：JICAモンゴル事務所所長 

 

入札は公開で行われ、入札者およびその代理人は同時刻の開札に立ち会うことができる。 
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第２章：入札指示書 
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第２章：入札指示書 

 

１：総論 

1-1. 入札の目的 

1-2. 入札者の資格要件 

1-3. プロジェクトの内容 

1-4. 契約業務の範囲 

1-5. JICAフォローアップ協力のスキーム 
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入札指示書 

 

第１章：総論 

1-1. 入札の目的 

（１） 日本国際協力機構（以下「JICA」という）は、JICAとモンゴル国政府との間で2013
年12月27日に署名されたScope of Work（以下S/Wという）に則して、モンゴル国政
府によって2002年に実施された日本・モンゴル人材協力センター設立計画に対するフ
ォローアップ協力補修工事(以下「プロジェクト」という)を実施する。 

（２） JICAモンゴル事務所は本入札の発注者としてJICAを代表し、本プロジェクトに係る入
札を本章第2条に規定する応札参加資格者を対象に行うものである。 

1-2. 入札者の資格要件 

応札参加資格者は、予め事前資格審査(P/Q)に合格したものであること。 

1-3. プロジェクトの内容 

（１） 本プロジェクトは実施機関である JICAが、株式会社設計計画（以下「コンサルタン
ト」という）によるコンサルテーションサービスを受けつつプロジェクトの実施総

括責任を負う。 

（２） 本プロジェクトは、ウランバートル市モンゴル・日本人材開発センターにおいて、
以下の補修工事を通して既存施設の環境改善に資するものである。 

1-4. 契約業務の範囲 

「プロジェクト」内容のうち、本件入札において要求される業務（以下「業務」という）

範囲は以下のとおりである。 

 

ウランバートル市モンゴル・日本人材開発センターの以下の補修工事 

- 屋上アスファルトシート防水工事 
- 屋上パラペット・笠木・外壁フラッシングの補修 
- ドレン・雨樋の補修 
- 室内壁・天井の補修 
- 上記に付随する撤去工事 

 

業務の詳細は本入札図書の仕様書に基づいて定める。 

尚、業務内容には、対象補修部位の計測、仮設工事および本補修工事に関する資機材の調

達、満水試験、輸送、保険、その他本入札図書に規定されている本プロジェクト実施に必

要なあらゆる業務が含まれる。 

1-5. JICAフォローアップ協力のスキーム 

本プロジェクトは JICAのフォローアップ協力のスキームにより実施されることから、応札
者はフォローアップ協力のスキームに基づく実施手順その他につき熟知し、従わなければ

ならない。 

1-6 不適正調達 
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JICA は、契約業者に対し、贈与による事業の下では、その事業にかかる調達及び実施に当
たり最高水準の倫理を遵守するよう要求する。この点に関し、JICA は、当該契約を受注す
るために、契約業者が腐敗または不正行為に関与したと認めたときは、その契約を認証し

ない。JICA は、他の日本の贈与による、または他の日本の ODA による事業の契約を受注
するため又は実施中に、契約業者が腐敗または不正行為に関与したと認めたときは、日本

国政府が定める一定期間、贈与による事業の契約の受注に関し失格とする。 

1-7. 完工（履行）期限 

「業務」は 2014 年 7 月 15 日（火）までに完了しなければならない。予期せぬ事情により

期間を延長しなければならない場合は、JICA モンゴル事務所及び契約業者との相互合意に
より期間を延長することができる。 

1-8. 現地状況の把握 

（１） 本プロジェクトの実施サイトは、ウランバートル市モンゴル・日本人材開発センター
とする。 

（２） プロジェクトサイトに於ける説明会等は開催されない。ついては応札者は応札者の責
任および自己負担において応札準備に当たり必要なすべての情報を入手すべくプロジ

ェクトサイト及び周辺環境の視察を行うことが望ましい。 

（３） （費用及び時間を考慮して）実行できる範囲で、応札者は、入札又は工事に影響を及
ぼす恐れのあるリスク、偶発的な出来事及びその他の状況に関する全ての必要な情報

を入手しているものと見なす。同様に実行できる範囲で、応札者は、現場、その周辺

地域、上記のデータ及びその他の入手可能な情報について、すでに調査及び検査済で

あるものとみなす。且つ入札書の提出前に下記を含む（制限をつけずに）全ての関連

事項に関する知見を有するものとみなす。 

1）現場の形状と特性、 

2）水理及び気象条件、 

3）工事の実施及び完成、且つ欠陥修復のために必要となる作業や物資の範囲と特性、 

4）当該国の法律、法的手続き並びに労務に関する実務、及び、 

5）進入路、宿泊設備、設備、人員、電力、輸送、水道及び他のサービス等、請負者が

必要とするもの。 

（４） ついては現場状況の把握不足に起因する誤解は応札者の責任によるものとされ、いか
なるクレームも認められない。 
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第２章：入札図書 

2-1. 入札図書の構成 

本入札に係る入札図書は以下の書類で構成される。 

（１）入札告示 

（２）入札指示書 

（３）入札追加指示書 

（４）契約書類 

1）工事契約書案 

2）契約一般条件 

（５）入札書式 

（６）技術仕様書 

（７）図面 

（８）工事数量書（参考図書） 

 

入札図書を構成する書類は相互補完的に解釈されるものとする。なお、解釈にあたり曖昧

さまたは矛盾が見られる場合は、以下の順序による優先順位に従い解釈されるものとする。

尚、工事数量書は参考図書であり、工事契約図書には含まれない。 

（１） 入札追加指示書 
（２） 入札指示書 
（３） 工事契約書案 
（４） 契約の一般条件 
（５） 入札図面 
（６） 技術仕様書 
（７） 入札書式 

2-2. 応札者の責任 

（１） 応札者は、数量を含めた業務内容並びに業務の履行に関わる困難や制限につき十
分に理解すべく入札図書を入念に検討すること。 

（２） 業務の実施ならびに履行の成功に必要かつ信頼性の有る情報の入手に係るいかな
る手落ちや失敗も、応札者の責に帰するものとする。 

2-3. 入札図書に関する質疑の受付、回答 

（１） 入札者に対し、本入札書類に関する口頭による説明はいっさい行わない。本入札
図書に関する質疑や解釈に係る疑問等は,添付の「入札追加指示書」で指示したフ

ォームにモンゴル語で記入の上、郵送又はFAXにて2014年2月21日（金）16時（質
問期限日）までに発注者宛に送付されなければならない。 

（２） 同質疑や解釈に係る疑問等に対する全ての回答は、モンゴル語でFAXにて2014年2
月27日（木）16時（回答期限日）までに全ての入札図書購入者に対し発注者より

送付される。 

（３） 入札図書購入者は、上述の回答の受領確認をFAXにて発注者宛送付するものとす
る。 

（４） 同質疑や解釈に係る疑問等に対する全ての回答は、第２章第１条の定める入札図
書の一部を構成するものとする。 

2-4. 入札図書の修正 
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（１） 発注者は、発注者側独自の都合や質疑に対する回答の結果として、入札図書の内容
の修正が必要となった場合は、修正が出来るものとする。 

（２） 上述の修正は開札日の１週間以上前である2014年2月27日（木）（期限日）までに
モンゴル語でFAXにて全ての入札図書購入者に対し発注者より送付される。 

（３） 入札図書購入者は、上述の修正の受領確認をFAXにて発注者宛送付するものとする。 

（４） 同修正は、第２章第１条に定める入札図書の一部を構成するものとする。 

 

 

第３章：応札書類の準備および提出 

3-1. 応札書類の準備 

（１） 応札書類は入札書式に規定する様式及び書類により提出されねばならない。各応札様
式は手書きインク、タイプ又はコンピュータ印刷によりもれなく記入されねばならな

い。応札書類には行間挿入、削除（見え消し）、書き込み、修正は不可とする。応札

書類が以上の条件を満たさなかった場合、応札者は失格とみなされる。 

（２） 応札者は以下の書類を提出しなければならない。 

1）委任状（書式1-3）（応札者の法的代表者によるサインが必要） 

2）委任状発行者のサイン証明(書式1-4)（公証人発行） 

 

封筒Ａ： 3）工事工程表(書式2-1) 

   4）人員派遣予定表(書式2-2、履歴書は含まず) 

 

封筒Ｂ： 5）入札書(書式1-1) 

    6）応札価格表(書式1-2) 

（３） 応札書類は附属文書も含めてモンゴル語で記載されねばならない。また、単位は仕様
書及び設計図面に特別の記載がない限りメートル法を使用するものとする。 

（４） 応札書類に不備、曖昧な点、条件の付加がある場合は、応札は認められない。 

3-2. 応札価格 

（１） 全ての価格はUSドルで提示されねばならない。また、応札価格はランプサム（一括請
負金額）価格として表示されねばならない。 

（２） 応札価格には付加価値税（VAT）を含めてはならない。本プロジェクトの契約金額に
かかるVATはモンゴル国政府により免税される。（３） 応札価格は不変で最終のもの
でなければならない。 

3-3. 応札書類の有効期限 

応札書類は開札日より起算して 60日間有効かつ取消不能としなければならない。 

3-4. 応札書類の提出 

（１） 応札者は応札書類のオリジナル及びコピーを各一部用意のうえ、応札者名、プロジェク
ト名、封筒Ａ、Ｂの区別ならびにオリジナル、コピーの区別を明記した封筒に応札書類

を封印の上、提出しなければならない。ついては、封筒Ａ、Ｂそれぞれオリジナル１部、

コピー１部を提出することとなる。 
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（２） 応札書類は「入札案内」に記載される住所（発注者）および入札締め切り日時に従い、
提出されなければならない。 

（３） 応札書類の提出方法は手交のみとし、テレックス、電報、FAX、電子メール、郵送等他
の提出方法は認められない。 

（４） 上述の入札締め切り日時以降に提出された応札書類は開封せずに返却されるものとす
る。 

（５） 二重応札は認められない。 

（６） 一旦提出された応札書類の締め切り日時以降の取り下げ及び内容変更は認められない。 

3-5. 応札書類の解釈 

（１） 応札書類のオリジナルとコピーの間に記載の相違が存在する場合には、オリジナル記載
内容を優先とする。また、応札価格において数字表記と文字表記に相違が存在する場合

は、文字表記を優先とする。 

（２） 応札価格表（価格内訳表）における価格と応札価格に相違があった場合は、応札価格を
優先とする。 

 

 

第４章：開札 

4-1. 総論 

（１） 開札は「入札案内」に記載される日時、場所にて入札締め切り直後に発注者、コンサル
タントならびに応札者の参加のもと実施される。 

（２） 応札書類を提出した応札者は、委任状により委任された被委任者を少なくとも１名以上、
開札に出席させねばならない。 

4-2. 開札の手順 

（１） 全ての入札参加者は、開札前に発注者が用意した出席者リストに署名を行う。 

（２） まず、発注者は各応札者の委任状の確認を行う。委任状に不備等のあった場合は、応札
者は入札参加資格を失い、提出書類は未開封のまま返却される。 

（３） 次に、封筒Ａを開封し、第３章第１条２項で要求されている書類の有無を確認する。書
類提出の不足や不備があった場合は、当該応札者は入札参加資格を失い、封筒Ｂは未開

封のまま返却される。尚、各書類の内容の適正については開札終了後の入札評価時に審

査される。 

（４） 最後に、封筒Ｂが開封され、各応札者の提示する応札価格が読み上げられ、記録される。
発注者が設定した入札予定価格を下回った最低応札価格を提示した応札者が第一契約

交渉権者となる。この第一契約交渉権者の応札書類の審査の結果、第一契約交渉権者が

失格となった場合は、応札価格の低い順に、発注者と応札者が合意に達するまで、順次

交渉権が移行される。 

（５） 全ての応札価格が予定価格を上回った場合、応札者に対し第二回目の応札提示が、第一
回応札後直ちに求められる。この場合、応札者には入札書のみの提示が要求される。入

札書様式は発注者が準備し、第二回目応札前に各応札者に対し配布される。従って、開

札に参加する者は、第４章第１条(2)に規定するように、第二回目の入札を提出するこ

とを授権されていなければならない。 
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（６） 第二回目の応札において、発注者が設定した入札予定価格を下回った最低応札価格を提
示した応札者が第一契約交渉権者となる。この第一契約交渉権者の応札書類の審査の結

果、第一契約交渉権者が失格となった場合は、応札価格の低い順に、発注者と応札者が

合意に達するまで、順次交渉権が移行される。 

（７） 第二回目の応札価格の全てが予定価格を上回る場合、発注者は、入札評価段階において
第二回目応札における最低価格を提示した応札者と、予定価格以下となるまで価格交渉

を行うものとする。 

（８） 上述の価格交渉が決裂した場合は、第二回目応札における応札価格の低い順に順次二位
以下と価格交渉を交渉が成立するまで行う。なお、価格交渉が全ての応札者と決裂した

場合は、新たな入札が実施されることがある。 

（９） なお、二者以上の応札者が予定価格内で同一価格を提示した場合は、第一契約交渉権者
はくじ引きで決定されるものとする。 

 

 

第５章：入札評価及びアワード 

5-1. 入札の評価 

（１） 発注者は以下の観点から応札書類の確認を行うものとする。 

1）計算上の重大な誤りがないか。 

2）応札書類が入札図書に実質的に合致しているか。 

3）要求されている証明書類が添付されているか。 

4）書類が正当に署名されているか。 

5）入札がその他一般に適正なものであるか。 

 

（２） 応札書類が仕様に実質的に合致していない時、あるいは容認出来ない留保が含まれてい
る時、その他の点で入札図書に実質的に合致していない場合、その応札は失格とされる。 

（３） なお、第一契約交渉権者の応札書類に不備があった場合は、応札者と合意に達するまで
順次二位以下の応札者との契約交渉を行うものとする。 

5-2. 入札の補足説明と変更 

入札の審査、評価及び比較において、発注者は自らの裁量でいかなる応札者に対しても、応

札書類の補足説明を求めることができる。補足説明の要求に対する回答は全て書面で行われ

ることとし、応札書類の合計金額、若しくは実質的内容の変更を申し出たり、又は認めたり

することはできない。 

5-3. 入札手続きの非開示 

開札後、第５章第 5 条にある落札者決定（アワード）の通知が行われるまでは、入札の審

査、補足説明、評価並びに落札者の推薦に関するいかなる情報も、応札者又はこれらの手

続きに公式に関与していないその他の者に対して公開されてはならない。 

5-4. 発注者とのコンタクト 

（１） 本章第２条に規定する入札の補足説明を除き、応札者は本件入札に関連するいかなる問
題に関し、開札のときから契約がアワードされるときまで、発注者と接触を持ってはな

らない。 



2-8 

（２） 発注者が行う入札手続き落札者決定通知に影響を与えるような応札者からの働きかけ
があった場合は、当該応札者を失格とすることがある。 

5-5. 落札者の通知 

（１） 入札図書に記載されている条件及び仕様に合致し、予定価格を下回る最低応札価格を提
示した者が落札者とされる。 

（２） 入札評価の後、発注者は第３章第３条にある応札書類の有効期限内に落札者に対しFA
X又は郵送書留で落札した旨のアワードを発出するものとする。 

5-6. 契約書の締結 

（１） 落札者に対し落札の旨を通知したと同時に、発注者は、当事者間の全ての取極を含んだ、
入札図書に定めている契約書案を送付する。 

（２） 「契約書」は以下の書類により構成される。 

1) 工事契約書 
2) 落札者の入札書 
3) 入札追加指示書 
4) 入札指示書 
5) 契約一般条件 
6) 図面 
7) 技術仕様書 
8) 契約を構成することを目的としたその他の文書 

 

契約を構成する書類は相互補完的に解釈されるものとする。 

なお、解釈にあたり曖昧さまたは矛盾が見られる場合は、上述の順序による優先順位に従

い解釈されるものとする。 

また、落札者は契約締結後、3 日以内に価格内訳書をコンサルタントに提出するものとする。

価格内訳書は契約を構成する書類の一部ではないが、コンサルタントは明細書を次の目的

等の参考として使用する。 

（１） 工事中止の場合の精算金額の確認 

5-7. 履行保証金 

アワードの通知を受領した落札者は、アワードを受け取ってから 14 日以内に、総契約金額

の 10％に相当する履行保証を示す証書を発注者に提出する。履行保証は発注者が保管しな

ければならない。 

5-8. 入札評価結果の通知 

落札者からの履行保証書の受領後、発注者は書面で他の応札者に対し、落札に至らなかった

旨を速やかに通知しなければならない。 

 

 

第６章：共通条件／その他 

6-1. 安全の手続き 

請負者は 
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（１）全ての適用される安全規則を遵守し、 

（２）現場施設を使用する全ての利用者、施設スタッフ、並びに現場で作業をする全ての作

業員の安全に配慮し、 

（３）現場及び工事に不必要な障害物を工事中に発生させないように心がけ、現場施設を使

用する全ての利用者、施設スタッフ、並びに現場の作用員に危険が及ばないように相

当な努力を払い、 

（４）工事が完了するまで防護柵設置等の必要な措置を行う。 

6-2. 品質保証 

（１）請負者は、契約が要求している条件を充足していることを証明するための品質保証書

を作成し発注者に提出する。この保証内容は契約に定める明細に従うものでなければ

ならない。 

（２）品質保証書に遵守したとしても、請負者が契約上果たすべき任務、義務、責任を免除

するものではない。 

6-3. 環境の保護 

請負者は現場の内外ともに環境を保護し、且つ工事の実施により発生する公害、騒音その

他の原因から人間及び財産に与える損害又は防御を抑制するための合理的な手段を講じな

ければならない。 
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第２章：入札指示書 

添付資料 

 

サイト位置図 

参考工程表 
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1. サイト位置図 

 

モンゴル・日本 

人材開発センター 
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2. 参考工程表 

 

 2014年 

項 目 / 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 

Ⅰ 施工前詳細調査       

Ⅱ 免税申請       

Ⅲ 調達(製作)       

Ⅳ 調達(輸送)       

Ⅴ 補修工事       

1 既存撤去       

2 下地工事（乾燥期間含む）       

3 防水工事       

4 笠木他・仕上工事       

5 外壁・内部改修工事       

6 水張り試験       

7 竣工検査・引渡し       

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章：入札追加指示書 
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第３章：入札追加指示書 

 

 

１. 入札者への追加指示は書面による指示もしくは説明で、入札期間に行われる。 

 

２. 入札者は契約図書に関するどのような質問も下記の様式によって問い合わせること。 

 

３. 説明書の様式による質問は日本国際協力機構モンゴル事務所に提出する。 

 

説明書の様式 

  （サイズと形式は様式に従う。左端に白紙部分を残すようにする） 

     

 

日付     ： 

 

プロジェクト名：モンゴル国日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協力補

修工事 

 

入札者    ：企業名 

住所     ： 

担当者名   ： 

職名     ： 

 （署名） 

 

依頼番号 質問 指示および回答 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章：契約書フォーム 
 

 

4-1：工事契約書(案) 

4-2：契約一般条件 
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第４章-第１部：工事請負契約書（案） 

 

 

 

 

 

 

日本・モンゴル人材協力センター設立計画 
フォローアップ協力補修工事 

 

 

JICAモンゴル事務所 

請負者名 

 

工事契約書（案） 
 

 

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014年3月 
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契  約 

 

 本契約は、2014年 月 日、国際協力機構モンゴル事務所（以下「発注者」という）と、モン
ゴル国の法律のもとに組織され存在し、(請負業者住所)に本社を構えている、（請負業者名）

（以下「請負業者」という）との間で締結されたものである。 

 

WITNESSETH 
 

 国際協力機構（以下「JICA」と言う）はモンゴル国とJICAとの間で、「日本・モンゴル人材
協力センター設立計画フォローアップ協力補修工事」（以下「プロジェクト」という）に関し

て、2013年12月27日に締結されたScope of Work（以下「S/W」という）に基づき協力を実施す
るところから； 

 

発注者は本プロジェクトのために請負業者が工事の実施を行うことを望み、 

 

請負業者は本契約書が定める条件においてかかる工事を実施する用意があることから、 

 

ここに両当事者は以下に定める相互の約定に基づき次のとおり合意する。 

 

 

第１条  定   義 

 

 本契約書を解釈においては、下記の語および表現は文脈上異なる意味をとる場合を除き、こ

こに付与する意味を有するものとする。 

 

「Scope of Work（S/W）」とは「日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協
力補修工事」の実施に関してモンゴル国政府とJICAとの間で2013年12月27日に締結された工
事範囲にかかる合意書を言う。 

 

「プロジェクト」とは、モンゴル国政府が実施するS/Wにもとづく「日本・モンゴル人材協力
センター設立計画フォローアップ協力補修工事」を意味する。プロジェクトサイトはモンゴ

ル国ウランバートル市のモンゴル・日本人材開発センターである。 

 

「発注者」とは、JICAモンゴル事務所をいい、発注者によって権限を与えられたすべてのもの
を含むものとする。 

 

「コンサルタント」とは、本契約実施のために発注者より委託され、発注者との契約に基づき、

プロジェクト実施に係わる設計ならび監理の専門業務を提供する、日本国東京都渋谷区代々

木4-23-13に本社を構えている、株式会社設計計画をいい、株式会社設計計画によって権限を

与えられたすべてのものを含むものとする。 

 

「請負者」とは（請負業者名）をいい、（請負業者名）に権限を与えられるすべてのものを含

む。 

 

「JICA」とは、S/Wに基づいて計画のための協力を行う独立行政法人国際協力機構を言う。 
 

「工事」とは本契約の第３条に記載される、プロジェクトのために請負業者が実施する補修工
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事をいう。 

 

「契約書」とは発注者と請負者の間に交わされた本契約を言う。 

 

「契約図書」とは、以下に示す図書によって構成され、本契約書に併合される一式の書類を意

味する。 

1) 工事契約書 
2) 請負者の入札書 
3) 入札追加指示書 
4) 入札指示書 
5) 契約一般条件 
6) 図面 
7) 技術仕様書 
8) 契約を構成することを目的としたその他の文書 

「契約当事者」とは、状況に応じて発注者または請負者を言い、「複数の契約当事者」とはそ

の両者を言う。 

 

「第三者」とは、発注者および請負者以外のすべての自然人またはすべての法人または商業的

に組織されていないすべての個人を言う。 

 

「契約金額」とは、第 5 条に規定され、第 6 条に則り支払われる報酬を言う。 

 

単数のみを表す語は文脈上複数を含むことがあり、またその反対の場合もありうる。 

 

第2条  契約の基準 

 

本契約書の規定はすべてS/Wの内容と一致していなければならない。本契約書にS/Wと矛盾す
る規定があった場合、かかる規定はS/Wと適合させるべく修正するものとする 
 

第3条  工事内容および施工 

 

3.1. 本契約に基づき請負者により提供される業務は、契約図書に規定された以下の要件か

ら構成されるものとする。 

   

ウランバートル市モンゴル・日本人材開発センターの以下の補修工事 

- 屋上アスファルトシート防水工事 
- 屋上パラペット・笠木・外壁フラッシングの補修 
- ドレン・雨樋の補修 
- 室内天井・壁の補修 
- 上記に付随する撤去工事 

 

3.2. 上記の3.1項に記述されている工事の内容には、契約図書に適合した、補修対象部位

の計測、仮設工事のための設計・調達、試験・検査の実施、輸送、保険加入、その他

プロジェクトの実施に必要なすべてのことが含まれる。 

3.3.  3.1項に記述した工事範囲は、本契約のもとに、両者の合意の元に修正、変更するこ

とができる。 
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第4条  施工期間 

 

4.1. 請負者はコンサルタントから発行される工事着工命令書を受け取ってから5日以内に

事前調査工程を開始しなければならない。 

4.2.  発注者と請負業者間の双方の合意の下で延長された場合を除き、請負業者は 2014 年 7
月 15日（火）までに業務を終了するものとする。またモンゴル国政府の管轄当局と JICA
間で双方の合意がなされた場合にも延長可能とする。 

 

第5条  報 酬 

 

発注者は請負者に対して、契約価格として本契約書の第6条6.2項で定められている支払い日程

にしたがって、総額      USドルを支払うものとする。 
 

第6条  支 払 

 

6.1  支払の条件 

 

 請負業者に対する支払は USドルで行うものとする。 
 

6.2  支払日程 

 

(1)  前渡金： 

契約工事金額の40％に相当する      USドルは、本契約を締結し、前渡金請求

書受領後2週間以内に支払われる。 

前渡金の請求には第12条に規定する前払い保証書の受取証オリジナルを添付する。 

 

(2)  最終支払： 

建設工事金額の60％に相当する      USドルは、本契約に基づく補修工事が完

了し、最終支払請求書受領後2週間以内に支払われる。 

最終支払請求にはコンサルタントが発行し発注者が承認する工事完了証明書を添付す

る。 

 

第19条に則り契約金額の修正および/または変更が必要な場合、支払いはケースによっ

て調整される。 

 

 

 

 

 

 

第7条  発注者の責任 

 

7.1 発注者は、工事実施のための諸関係官庁、公共・民間機関との協議および手続きにお

いて請負者の常駐責任者に協力しなければならない。 
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7.2 発注者は工事実施に必要なデータ、情報を提供しなければならない。 

 

7.3 発注者による本契約書に基づいた責務履行中の不履行によって請負業者が損害を被っ

た場合、請負業者は発注者に対して書面による通知を行う。この場合発注者と請負業

者はかかる問題を解決するために協議を行うものとする。双方の当事者が通知の日か

ら30日以内に合意に達することができない場合、双方は第16条に規定の係争の調停手

順に従うものとする。 

 

第8条  請負者の義務 

 

8.1  請負者は契約図書に従って、工事を実施しなければならない。 

 

8-2  請負者は、コンサルタントが求める、施工図、工事工程表、その他の技術書類を用意

しなければならない。 

 

8.3  請負者は、請負者が工事のために購入を予定している機材、資材の原産国リストをコ

ンサルタントへ提出しなければならない。 

 

8.4  請負者は工事施工に関する手段、工法、技術、建設工事プランもしくはその進め方 、

安全措置の責任を負う。 

 

8.5  請負者は、請負者の下請け会社、請負者の社員や傭人、請負者のために工事の一部を

担当するその他すべての関係者の行為や怠慢の責任を負う。 

 

8.6  請負者はプロジェクトサイトにおける工事の実施のために常駐責任者に十分な権限を

与えなければならない。 

 

8.7  請負者は、工事のための機材および資材の輸入に関連する運搬費、通関費用、倉庫費

用、国内輸送費を負担しなければならない。 

 

8.8  契約図書、法律、法令、その他関連法規を遵守して、請負者は、工事、建設資材、隣

接構造物、第三者への損害に対して、工事が完了し引き渡すまで自らの費用で必要な

予防措置を講じなければならない。 

 

8.9  請負者による本契約書の下での責務履行中の不履行によって発注者が損害を被った場

合、発注者はコンサルタントと回答を協議し、請負業者に対して書面による通知を行う。

この場合、発注者と請負業者はかかる問題を解決するために協議を行うものとする。双

方の当事者が通知の日から30日以内に合意に達することができない場合、双方は本契約
の第16条に規定の係争の調停手順に従うものとする。 

 

第9条  検査および引渡 

 

9.1.   工事完了時に、請負者はコンサルタントに対して最終工事検査を依頼しなければなら

ない。 

 

9.2  工事がコンサルタントの最終検査において合格したならば、コンサルタントが発行し、

発注者が承認する完了証明書が発行され、この工事が発注者に引き渡される。 
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第10条  瑕疵保証 

 

10.1 請負者は完了証明書受領の日付を起点として１年間、契約図書に則って施工された補

修工事を保証しなければならない。 

10.2 発注者は、本契約の23条に記載の通り、この保証にかかわるクレーム対象となるすべ

ての瑕疵を、これら瑕疵の発見からできるだけ速やかに、文書により請負者に通知し

なければならない。 

発注者による通知には、瑕疵の内容、範囲が記述されなければならない。請負者は上記

１年間の保証期間を過ぎて発見された瑕疵に対しては、保証期限日後21日以内までに請

負者に通知されない限り、いかなる義務も負わない。 

10.3 発注者の誤りあるいは落ち度による瑕疵以外、請負者は、本条による保証の対象とな

る工事のいかなる瑕疵をも、自己の負担において修理しなければならない。 

 

第11条  履行保証 

 

11.1   請負者は、工事契約調印日から工事完了日までの期間に請負者が果たさなければなら

ないすべての義務の適正な遂行を保証する、モンゴル国の金融機関発行の履行保証を

提出しなければならない。発注者は履行保証を保管する。 

11.2   履行保証の金額は契約金額の10%とする。 

11.3   履行保証は、発注者に承認された工事完了証明書がコンサルタントによって発行され

た段階で、直ちに返却される。 

 

第12条  前払い保証 

 

12.1 請負者は、前渡金支払い日から補修工事完了証明書発行日までの請負者による瑕疵に

対し、発注者により既に前払いされた金額の返済を保証するため、請負者はモンゴル

国の金融機関により発行される前払い保証書を提出しなければならない。 

 

12.2  前払い保証金額は工事前渡金として支払われる金額をカバーしなければならない。 

 

12.3 前渡金支払い請求前までに、請負者は前払い保証を取り付け、発注者が前払い保証書

を保管する。前払い保証書は補修工事完了証明書発行後、速やかに請負者に返却され

るものとする。 

 

12.4 発注者が前払い保証債務を請求する場合、請求に係わる瑕疵の内容及び損害補償額に

ついて書面にてモンゴル国の金融機関に通知しなければならない。 

 

12.5 この請求に対して支払われる金額は、発注者が被る実際の損害額とし、どのような場

合においても、前払い保証金額を超えるものではない。 

 

第13条  譲渡および下請け 

 

契約当事者双方共、本契約あるいは本契約のいかなる一部をも、書面による他方の承認なしに

は第三者に譲渡してはならない。請負者は工事全体あるいは工事の大部分を第三者に下請けに
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出してはならない。 

 

第14条  不可抗力 

 

14.1 定義 
 いかなる契約当事者も通常の状態で制御できない状況により本契約書に規定の責務が

果たせなかった場合契約の不履行とは見なされない。かかる状況（以下「不可抗力」

と呼ぶ）とは下記に掲げる状況を言うが、ただしこれに限るものではない。  

 

a) 影響を受けた当事者が妥当に予知または予防措置を講じることのできない異常気

象、暴風雨、地震、洪水およびその他すべての天災。 

b) 戦争(宣戦布告の有無を問わない)、敵対行為、侵略、外敵の行為、戦争の脅威ある

いは準備、テロリズム、暴動、一揆、民衆争乱、反乱、革命、クーデター、内乱、

労働者と雇用者間の紛争あるいはその他のすべての産業界の紛争、ストライキ、禁

輸、封鎖、労働者のサボタ‐ジュ。 

 

14.2 金銭義務 
上の規定に係らず、一方の当事者が他方に対して他方が災害発生時点までに権利を有し

ていた報酬を支払うかあるいは支出を返済する責務は不可抗力の影響によって何ら変

わるものではない。 

14.3 通告 
不可抗力による災害を受けた側は、迅速に災害発生の日から遅くとも14日以内に不可抗

力の状況の詳細を書面によって他方に通告するものとする。 

 

14.4 派遣要員 
不可抗力により請負業者の派遣要員に危険が及ぶ可能性がある場合、かかる要員は発注

者の本計画管理責任者の何れかの人に対し通知し、直ちに現場および/または事務所を

離れることができるものとする。 

 

14.5 中断 

不可抗力が発生した場合、影響を受けた当事者は不可抗力が継続しそれによって業務の

遂行が妨げられる期間中本契約書の下での責務の履行を一時的に中断することができ

るものとする。この場合、当該当事者はその業務に対する不可抗力の影響を軽減するた

め適切な努力をはらわなければならない。 

 

14.6 損害 

請負業者が不可抗力によって損害を被った場合、請負業者は発注者に対して書面による

通知を行う。この場合、発注者と請負業者はかかる問題を解決するために協議を行うも

のとする。双方の当事者が通知の日から30日以内に合意に達することができない場合双

方は第16条に規定の係争の調停手順に従うものとする。 

 

 

 

第15条  適用法律 

 

本契約はモンゴル国法律に準拠し、同法律によって解釈される。 
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第16条  紛争および仲裁 

 

16.1 本契約書は両当事者が誠意をもって履行するものとし、本契約書の解釈または履行に

関して何らかの疑義または意見の相違が生じた場合かかる事項は両当事者の協議によ

り解決するものとする。本契約書が第21条に基づいて放棄、拒否または解約されない

限り請負業者は本契約書に基づいてその業務を継続するものとする。かかる問題が発

生したことを知らせる通知の日から30日以内に両当事者が合意に達することができな

い場合、JICAがかかる問題の解決のための提案を行う。 

 

16.2 上記の第16.1項に記載の協議による友好的な解決が不可能となった場合は仲裁に委ね
られるものとする。仲裁は日本国の法律に従って行われるものとする。 

 

16.3 仲裁は日本語にて行われるものとする。 

 

16.4 仲裁の場所は日本国、東京とする。 

 

16.5 仲裁裁定は最終的かつ両当事者のいずれをも拘束するものであり従って両当事者は誠
意をもって裁定に従うものとする。裁決は裁判権を持つ如何なる裁判所においても下す

ことができ又裁決の司法的な受諾または場合によっては執行命令を求めかかる裁判所

に申請することができるものとする。 

 

16.6 仲裁のすべての手続きに要する費用については各当事者がそれぞれの仲裁人の業務経
費を、３番目の仲裁人についてはその経費を均等して負担するものとする。 

 

第17条  使用言語と計量システム 

 

17.1 通知、申請、同意、申出、依頼を含めたすべての両当事者間の通信連絡はモンゴル語で

行うこととする。すべての図面、仕様書、報告書、その他の書類に関してもモンゴル語

で作成するものとする。 

 

17.2 本契約書の下で作成されるすべての書類はメートル法と太陽暦を用いるものとする。 

 

第18条  プロジェクトの変更 

 

変更および修正が必要な場合、両当事者は双方で協議し両者署名の文書により合意するものと

する。 

18.1 もし発注者が工事の変更を必要と考えた場合、発注者はコンサルタントとその方策を協

議し、変更を行うことができる。各変更には以下を含むことができる； 

 a) 補修対象範囲の明らかな変更、 

 b) 主要資材の品質あるいは数量の変更、 

 c) 工事実施期間の変更、 

 d) 契約金額の支払期日および/あるいは金額の変更、 

 e) 契約の修正を必要とする変更  

18.2 請負業者による提案 
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 請負業者が工事の変更を必要とみなす場合、請負業者はその内容をコンサルタントと協

議し、請負業者は発注者に変更を提案することができる。この提案は18条1項に記述さ

れている(a)～(e)の変更を含むことができる。 

18.3 手続き 

 変更は契約当事者双方の合意のもとに実施される。変更手続きの詳細は発注者から請負

業者に対して通知される。 

 

第19条  修正と変更 

 

必要であるならば、すべての修正および/あるいはすべての変更は、契約当事者双方によって

協議され、双方によって文書にまとめられ署名され合意されることができる。コンサルタント

は修正、変更のプロセスを支援する。 

 

 

第20条  契約の破棄 

 

20.1 一方の当事者が本契約書の下での責務の履行を怠った場合、もう一方の当事者は不履行
側に対して速やかにかかる不履行を是正するよう書面による通知をするものとする。 

 
20.2 不履行側が前記通知を受領した日から30日以内に他方が要求する是正措置をとらなか

った場合他方が契約を終了するに十分な根拠となり得るものとする。 
 
20.3 本契約の第14条に規定した不可抗力によりいずれかの契約当事者が本契約に規定され

た責務を累積で120日間再開できない場合、他方は権利を侵害されることなく本契約書
を解除することが出来るものとする。 

 
20.4 本条に基づく本契約書の解除は JICAの承認に付されるものとする。 
 
20.5 第 20.2項および第 20.3項に規定された理由により契約が解除された場合、発注者は第 6

条に規定する支払い条件に代えて、中断の日までに行った請負業者の工事に基づき計算

した契約金額の、正当かつ妥当な部分を請負業者に支払うものとする。 
 

第21条  解 釈 

 

21.1 仕様書で使われた一般的な述語、条件は本契約を明確化、説明、実施する意図を持つも
のである。しかしながら、本契約の条項と相互に矛盾する解釈を許す述語条件がある場

合には、本契約で適用された条項が他者に優先支配する。 

 

21.2 技術仕様書と図面は相互に説明する意図を持つものであり、もし図面類にのみ見られ、
仕様書に見られない記載、あるいはその逆の場合には、このような記載は両方にあると

見なされるものである。技術仕様書、あるいは図面類が双方で矛盾する場合には、図面

類の方が優先支配する。 

 

第22条  合意の総体 
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本契約書は本件に関し両当事者間で成立した合意のすべてを含むものであり、本件に関する事

前のすべての合意、交渉、約束および文書に置き換わり、またこれらを無効とするものである。 
 

第23条  通 告 

 

本契約書に関連する発注者と請負業者の間の通知はすべて書留航空便、電報、ファックスまた

は電子メールにより送られるかまたは以下に記する住所に手渡しするものとする。これらの通

知は一方が受領した日から有効とする。両当事者のうちのいずれか一方が住所の変更を行う場

合は、当該当事者はもう一方の当事者に対し事前にその旨を通知するものとする。 
 

 発注者    

・名称： JICAモンゴル事務所 

・ 住所： 7F, Bodi Tower, Sukhbaatar Square 3, Ulaanbaatar, c/o Central P.O.Box
      682, Ulaanbaatar 211213, MONGOLIA  

・ 電話： （976-11）325939  
・ FAX： （976-11）310845 
・ E-mail： 

 

 請負者  

・名称：  

・ 住所： 
・ 電話：                    
・ FAX： 
・ E-mail：         

 

 

 

 

 

 

 

 

上記に鑑み、頭書に述べた月日に契約当事者双方は各々の名において、双方一部ずつ保有の契

約書二部において、本契約締結に同意した。 
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発注者       請負者                 

    

 

 

 

                                     

＊＊＊＊＊             

＊＊＊＊＊ 

JICAモンゴル事務所 

  

   

 

 

 

証人 

 

 

 

                                                                

                 

------------------------------- 

増田 豊 

業務主任 

株式会社設計計画 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章：契約書フォーム 

 

第２部：契約一般条件 
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第４章:契約書フォーム 第２部:契約一般条件 

目次 

第 1条：定義と解釈 

第 2条：発注者 

第 3条：コンサルタント 

第 4条：監理者(スーパーバイザー) 

第 5条：下請け 

第 6条：現場会議 

第 7条：図面の保管 

第 8条：追加図面および指示書 

第 9条：疑義 

第10柔：工期 

第11条：現場検査 

第12条：コンサルタントを満足させる施工 

第13条：提出すべきプログラム 

第14条：提出すべき書類 

第15条：請負者による検査と監視 

第16条：請負者の要員 

第17条：位置決定 

第18条：損害予防 

第19条：第三者の損害 

第20条：一般的な損害 

第21条：不可抗力による損害 

第22条：化石など 

第23条：特許、使用権、使用料 

第24条：交通網および隣接する地所への侵入 

第25条：その他の請負者への便宜提供 

第26条：設備、機材、労働力の提供 

第27条：現場内の衛生管理に関する請負者の義務 

第28条：工事完了時の現場清掃 

第29条：労務 

第30条：現場への立ち入り 

第31条：契約内容に適合しない工事 

第32条：工事の中断 

第33条：土地の取得 

第34条：労働日 

第35条：医療体制 

第36条：進捗状況 

第37条：請負者の書類 

第38条：工事完了証明書 

第39条：工事期間中および工事完了時の検査 

第40条：欠陥に対する保証 

第41条：請負者による欠陥検査 

第42条：工事内容の変更、追加、省略 

第43条：変更工事の見積 

第44条：設備、仮設工事、資材 
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契約一般条件 

 

第１条：定義と解釈 

 

(1) 本契約では、下記の用語や表現は、文脈によりその他の意味になる場合を除き、下記のよう
な意味となる。 

(a) 「Scope of Work(S/W)」「プロジェクト」「発注者」「コンサルタント」「工事」「請負
者」「契約書類」などの用語および表現については第4章‐第1部の工事請負契約書（案）

の第1条を参照すること。 

(b) 「監理者（スーパーバイザー）」とは第3条で規定されている責務の適用状況の監視を担
当するコンサルタントの補佐人もしくは現地に居住する代理人を意味する。監理者の業務

権限はコンサルタントから請負者に書面で通知される。 

(c) 「契約価格」とは、下記の条項で規定されているような場合によって追加や削除が生ずる
合意書に記載される金額である。 

(d) 「建設用設備」とは工事もしくは仮設工事の実施、完了、メンテナンスで使用され得るす
べての機器設備、資材、その他の物資を意味する。 

(e) 「仮設工事」とは、工事の実施、完了、メンテナンスに必要なすべての仮設工事を意味す
る。 

(f) 「図面」とは仕様書の内容と関連する図面を意味する。この図面の変更もしくはコンサル
タントから提供されるその他の図面の変更は書面によりコンサルタントの承認を受けな

ければならない。 

(g) 「サイト」とはその土地の上で、またはその土地内で、あるいはその土地を介して工事が
実施される土地、もしくはその他の場所、あるいは契約を実行する目的で発注者が提供す

るその他の土地、またはサイトの一部をなすものとして契約内で特別に指定され得る場所

を意味する。 

 

(2) 「承認済み」とは事前の口頭による合意の書面による確認を含む書面による承認を意味する。
また「承認」とは上記のような書面による承認を意味する。 

(3) 単数で用いられている単語は、文脈により複数となり得るし、またその逆もあり得る。 

(4) 「管理される」「認可される」。「承認される」「受理される」「依頼される」「許可され
る」や同様の意味を持つ単語は、その他の意味として用いられる場合を除いて、監理者の管

理、認可、承認、受理、依頼、許可を意味する。 

 

第２条：発注者 

 

発注者はコンサルタントに対し工事契約の全般管理のための全権限を与える。 

 

第３条：コンサルタント 

 

(1) コンサルタントは後述されているような職務の遂行を含む契約の全般管理を行なう。 

(2) コンサルタントは工事期間中を通じて最終支払いが完了するまで発注者の代理人となる。コ
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ンサルタントは、請負者に提出される公式書類によって変更されない限り、契約書類で委任

された権限に基づいて発注者に代って活動する代理権を持つ。コンサルタントは発注者に対

してアドヴアイスを行ない、発注者が請負者に対して行なう指示はコンサルタントを介して

請負者に伝えられる。 

(3) コンサルタントは発注者に代って下記を行なう。 

(a) 施工図面、サンプル図面、請負者が提出するその他の図面をチェックし承認する。 

(b) 本契約書に記載されている機器設備の試験および検査に立ち合う。 

(c) 指示変更のための準備をする。 

(d) 請負者に対して最終支払いのための証明書を発行する。 

(e) 工事進捗状態や工事の出来を調べるために定期的に現場を視察する。 

(f) 実質的な工事完了と最終的な工事完了日を決定するための検査を行なう。 

 

第４条：監理者(スーパーバイザー) 

 

(1) 監理者の責務は工事を監督・監理し、工事で使用されるすべての機材および雇用される作業
者のチェックやテストを行なうことである。本契約書で規定している請負者の責務や義務を

軽減したり、遅延や発注者が負担しなければならない追加費用を生じさせるような工事命令

を出したり、工事になんらかの変更をもたらしたりする権限は持たない。 

(2) コンサルタントは与えられている権限を書面により監理者に委任することができるが、監理
者に与えたそれらすべての権限および代理権の書面コピーを請負者に提出しなければなら

ない。このような代理権(その他の権限はありえない)の枠内で監理者が請負者に書面にて行

なう指示や承認は、それらが監理者によって行なわれたとしても、発注者から請負者に出さ

れた指示および承認と見なされる。 

(3) 工事に関して当事者双方間で交わされる連絡事項は監理者に報告される。 

(a) 監理者が工事もしくは機材を承認したとしても、コンサルタントはその工事もしくは機材
を承認しない権限や取り消しもしくは変更の命令を出す権限を行使することができる。 

(b) 請負者が理由のいかんにかかわらず監理者の決定に不服がある場合、コンサルタントに申
し出ることができる。コンサルタントはその決定を確認、破棄、変更できる。 

 

第５条：下請け 

 

請負者は、工事全体を下請けに出してはならない。契約書で規定されている場合を除いて、請負

者はコンサルタントの書面による事前合意(理由なしに拒否してはならない)を得ないで工事の一

部を下請けに出してはならない。またコンサルタントは合意をだしても、契約書で規定されてい

る請負者の責任や義務を免除することはないし、請負者は自社の社員、雇用者、労働者の行動、

過失や怠慢に対する責任を負うのと同様に、下請業者、その社員、その雇用者や労働者の行動、

過失や怠慢の責任を負う。もちろん、本条項においては、部分的作業は下請けとは見なされない。 

 

第６条：現場会議 

 

請負者は監理者が求める現場会議に出席する。請負者は必要に応じて現場進捗状況、指摘事項等

の現場視察調書を作成する。この調書は発注者代理人、監理者の署名の対象となる。監理者は必
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要に応じ、発注者、下請け業者の出席を要請することができる。 

 

第７条：図面の保管 

 

(1) 図面はコンサルタントが保管し、請負者にはコピー1部が無料で提供される。請負者は必要
なだけのコピーを自らの費用で入手することができる。工事が完了した段階で、請負者は契

約の枠内で提供されたすベての図面をコンサルタントに返却する。 

(2) 請負者は工事を適正に実施するために追加図面もしくは追加仕様書が必要な場合、書面にて
コンサルタントもしくは監理者に連絡しなければならない。請負者に提供された図面の1部

は請負者自らがサイトに保管し、コンサルタントや監理者、もしくはコンサルタントが書面

にて委任したすベての代理人が使用したり、検査したりする場合、いつでも提供できるよう

にしなければならない。 

 

第８条：追加図面および指示書 

 

コンサルタントは施工期間中に請負者に対し、工事を適正に実施するため必要な追加図面や指示

を暫時出してもよいという権限を持つ。請負者は工事を適正な形で完了するために、それらを受

け入れる義務を負う。 

 

第９条：疑義 

 

(1) 請負者は下記のケースが生じた場合、監理者にすみやかに通知しなければならない 

(a) 請負者が図面もしくは仕様書の中の指示が明瞭・明確でなかったり、図面と仕様に食い違
いがあったり、もしくはその他のミスもしくは欠落があることを発見した場合。 

(b) 請負者が図面、仕様書もしくは監理者の指示に基づいて工事をすることが適切でないと判
断した場合。 

(c) 請負者が、現場既存施設の物理的条件もしくはその他の条件が工事実施に適しないなど、
契約書の条件と実際の状況に相違があることを発見した場合。 

(d) 工事実施の障害となり得る予測不可能な事態が現場に発生した場合。 

 

(2) 監理者は前項(1)に記述されている内容の通知を受けたり、もしくは自ら前項(1)に記述され
ている事態を発見した場合、請負者と協議を行い、できるだけ迅速に請負者に指示を出さな

ければならない。 

(3) 工事の完了期限や契約金額に変更を加える必要があることが認められた場合、発注者、コン
サルタント、請負者とで協議・決定する。 

 

第10条：工期 

 

(1) 請負者は工事全体を本入札に添付される工事全体工程表に従って実施しなければならず、こ
の日程表は実際の工事進捗状況と予定工程との遅延日数の比較のための基準として使われ

る。 

(2) 請負者は、全体工期には工事着工命令から数えて、気候不順日数、法定祭日も含まれるもの
であり、またこの全体工期には準備期間、工事の実施期間、引き渡し期間も含まれるもので
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あることを知らなければならない。 

 

第11条：現場検査 

 

(1) 請負者は十分な情報を得るために現場を調査し、本契約遂行のために必要なすべての情報も
しくはその他の事項を自らの負担で入手しなければならない。 

(2) しかし請負者が工事に影響する条件に関するすべての情報を入手することができなかった
としても、費用見積りやさまざまな問題に関する責任を負い、工事を適正なかたちで完了し

なければならない。 

 

第12条：コンサルタントを満足させる施工 

 

物理的および法的に不可能であることを除いて、請負者は契約に基づいてコンサルタントが満足

するように工事を実施し、監理者もしくはコンサルタントから出される指示に従わなければなら

ない。 

 

第13条：提出すべきプログラム 

 

(1) 請負者は契約調印後5日以内に工事工程表をコンサルタントに提出し、承認してもらう必要
がある。また工事を成功させるために用いる施工方法および作業方法を示したプログラムも

提出しなければならない。コンサルタントもしくは監理者が請負者の行なう予定にしている

工事内容、建設用設備、仮設工事内容に関する追加情報を文書で提出するよう求めてきた場

合、それらも提出しなければならない。 

(2) 請負者がコンサルタントもしくは監理者に対してこうしたプログラムを提出したり、両者の
いずれかの承認を受けたり、もしくは委細事項を提出したとしても、請負者は本契約で規定

されている義務もしくは責任を負わなければならない。 

 
第14条：提出すべき書類 

 
(1) 施工開始通知 

請負者はコンサルタントが発行する工事開始手続き通知書を受け取った日から3日以内に施

工開始通知を提出しなければならない。 

(2) 請負者はコンサルタントの承認を受けるために、書類、図面、リスト、その他をコンサルタ
ントへ提出する。各書類の詳細は、第6章-技術仕様書「Ⅰ.建築工事：１.一般共通事項」を

参照すること。 

 
1) 工事着工前に提出する書類 

(a) 現場組織図 

(b) 全体工程表 

(c) 施工計画書 

(d) 下請け業者リスト 

(e) 資機材メーカーリスト 
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(f) 資材,機材の調達先リスト 

(g) シッピングスケジュール 

 

2) 事前調査工程終了後 

請負者は事前調査工程として対象施設の補修対象部位の詳細計測を行い、補修対象となる

全ての部位の数量見積を行うと共に補修工事用施工図面を作成し、コンサルタントの承認

を得なければならない。 

(h) 数量見積り 
(i) 施工図面 

 

3) 補修工事中に提出する書類 

(j) 週間工程表 
(k) 材料、機材、その他のサンプル 

請負者は仕様書で定められていたり、またコンサルタントに指示されているサンプル

すべてについて承認を受けるため、適正な期間内で提出しなければならない。工事は

承認されたサンプルに基づいて行われる。サンプルは工事の最終承認まで現場に常時

保管される。 

(l) テスト・検査報告書 

施工期間中および工事完了時、請負者は、コンサルタントの立ち会いで、それぞれの

工事が契約書類で定められている基準に適合していることを証明するために工事全

体のテストと検査を行わなければならない。テストおよび検査で明らかになった欠陥

はコンサルタントが定める期限内でコンサルタントが満足するようなかたちで修理

しなければならない。それぞれのテスト・検査の報告書は適正な期間内でコンサルタ

ントに提出しなければならない。 

 
3) 竣工時に提出すべき書類等 

(m) 資材リスト 

(n) メンテナンス説明書 
(o) 工事完了後の写真 

 

第15条：請負者による検査と監視 

 

(1) 請負者は施工期間中に必要なすべての検査を行なわなければならない。またそうした検査は
本契約で規定されている義務を請負者が果し、コンサルタントが必要であると判断している

間、継続しなければならない。請負者もしくは請負者が正式に委任し、その指名をコンサル

タントが書面により承認した人物あるいは代理人は(承認はいつでも取り消すことができ

る)工事現場に常駐し、工事検査に専念しなければならない。 

(2) コンサルタントが上記の承認を取り消した場合、請負者は、書面による取り消し通知を受取
った後、その対象となる人物をできるだけ迅速に工事現場から退場させ、事前にコンサルタ

ントの承認を得た別の人物を代りに配置する手続きを取らなければならない。正式に委任さ

れたその人物もしくは代理人は、コンサルタントもしくは監理者の指示もしくは命令を請負

者を通じて受け取る。 
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第16条：請負者の要員 

 

(1) 請負者は工事実施およびメンテナンスのためにサイトで下記を雇用し提供しなければなら
ない。 

(a) 工事監理の分野で経験が豊富な有資格技術者。この技術者は与えられた工事監理を行なえ
るだけの能力を有していなければならない。 

(b) 作業内容により有資格作業員、無資格作業員。 

 

(2) 請負者は受入れ国で現在有効な法律、命令、規定で定められている内容に従って現地作業員
の人事管理責任を負う。 

(3) コンサルタントは請負者が工事の実施もしくはメンテナンスのための直接もしくは間接的
に雇用した雇用者の素行に問題があったり、作業能力がなかったり、怠慢であったり、必要

ないと判断した場合、そうした雇用者を拒否したり、ただちに現場から退場させるように請

負者に要請することができる。そうした雇用者はコンサルタントの書面による許可がない限

り作業を再開することはできない。現場から最終的に解雇された雇用者はできるだけ迅速に

コンサルタントが認めた能力のある別の雇用者に入れ替えなければならない。 

 

第17条：位置決定 

 

(1) 請負者はコンサルタントから文書にて与えられた原基点、基準線、基準レベルおよび個々の
工事の位置、レベル、寸法、建築線の精度に基づいて、位置の精度についての責任を負う。

また請負者は工事実施のためにあらゆる計装機器、器具、労働力の供給についての責任を負

う。 

(2) 位置、レベル、寸法、建築線などのミスが工事実施時に発生した場合、請負者はコンサルタ
ントもしくは監理者の求めに応じて、コンサルタントもしくは監理者が満足するまで、自ら

の負担でそのミスを修正しなければならない。 

(3) 原基点、基準線、基準レベルをコンサルタントもしくは監理者がチェックしたとしても、原
基点、目印点、その他の位置決めのために用いられたあらゆる要素の精度についての責任は

請負者が負う。 

 

第18条：損害予防 

 

(1) 請負者は工事完了および引渡しまで、工事、建設用機械、隣接構造物、第三者に  損害を与
えないように、契約書類、関連法、命令、規則に基づいて工事現場および周辺地帯を保護す

るために適切なあらゆる措置を自らの負担で講じなければならない。 

(2) 発注者、コンサルタント、監理者、請負者が協議の結果、工事現場に隣接する構造物の保護
のためもしくは保護に関連する措置が前項(1)に記述されている措置の範囲を越えていると

判断した場合、また契約金額でその負担額をカバーするための正当性を見出せない場合、そ

うした措置の負担は発注者が引き受ける。 

(3) 請負者は、事故予防のために特別措置が必要であると判断した場合、まず監理者の意見を求
めてから、適切な措置を講ずる必要がある。緊急を要する場合、請負者は、まず措置を講じ

てから、そのことを監理者に通知する。 
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(4) 発注者もしくは監理者が事故防止のための適切な措置を講じる必要があると判断したり、請
負者にそのことを求めたりした場合は、請負者は直ちにそれに適合するように然るべく措置

を講じなければならない。 

(5) 前項(3)(4)で記述されている措置を講ずるための費用を誰が負担するかは発注者、監理者、
請負者が協議のうえ決定する。 

 

第19条：第三者の損害 

 

(1) 工事実施中に、第三者に死亡者を含む損害が生じたり、第三者の地所内で被害が生じたりし
た場合、また第三者との間で争いが生じた場合、請負者はそうした問題に取り組み、解決し

なければならない。 

(2) 請負者は請負者の名のもとに、また発注者の名のもとに第三者に与えた損害を補償しなけれ
ばならない。                     

 

第20条：一般的な損害 

 

(1) 工事完了前および引渡し前に、あるいは一般的に工事施工時に、工事や承認済みの建設用設
備になんらかの損害が生じた場合、請負者はそうした損害の責任を負い、そのために工期の

延長をしてはならない。 

(2) 前項(1)に記述されている損害を除いて、発注者は下記のケースが発生した場合の責任を負
い、請負者は工期の延長を求めることができる。 

(a) 発注者の都合で請負者が工事開始日に工事を開始できない場合。または発注者が工事開始
日を延期したり、留保した場合。 

(b) 損害が発注者、コンサルタントもしくは監理者の責任下にある人物によって引き起こされ
た場合。 

 

第21条：不可抗力による損害 

 

(1) 戦争、疫病、地震、洪水、火災、スト、暴動、その他の自然災害、不足の出来事、当事者双
方の管理能力を越えた原因などの不可抗力によって、工事のすでに完成した部分もしくは承

認済みの建設用設備に損害がもたらされた場合、請負者は発注者にそのことを通知し、工事

の損害を受けた部分の修理とその費用負担についての措置をすみやかに講ずるために発注

者と協議しなければならない。 

(2) 発注者は、請負者についてその業務を誠実に遂行しており、工事実施に必要なあらゆる配慮
を怠っていないと判断した場合のみ、前項(1)に記述されている損害のうち重大な損害につ

いて負担しなければならない。この場合、損害額は発注者、コンサルタント、請負業者の間

で協議によって決定する。 

(3) 損害が火災保険もしくはその他の保険によりカバーされる場合、カバーされる金額は前項
(2)に基づいて発注者が負担する損害額から差し引かれる。 

 

第22条：化石など 
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工事現場で発見された化石、貴重品、貴重品の断片、地質学的及び考古学的に価値ある物品は、

そうした物品の採掘に伴う費用を負担する発注者の所有となる。請負者はそうした物品を発見し

た場合は監理者に通知し、使用人が破損しないように、また自分のものとしないように、必要な

指示を使用人に与える。 

 

第23条：特許、使用権、使用料 

 

(1) 請負者は工事もしくは仮設工事に用いる建設用設備、機械、機材に関して、特許、使用権、
意匠、商標、名称、その他のあらゆる特定の権利について違法を犯した場合、苦情、損害賠

償請求、法的手続きなどを発注者に代って引き受ける。また請負者はそれに伴う費用および

支出から発注者を保証しなければならない。 

(2) 別段の定めがある場合を除き、請負者は工事のため必要な石材、砂利、粘土、その他の資材
入手にために必要となる全てのトン税、その他の使用料、地代その他の支払金または補償金

があればこれを払うものとする。 

 

第24条：交通網および隣接する地所への侵入 

 

(1) 工事実施もしくは仮設工事実施に必要なあらゆる作業は契約条項に基づいて進められなけ
ればならない。公共設備への侵入、公道、私道、舗道、発注者が所有する地所あるいは発注

者の所有でない地所の占有をしてはならない。 

(2) 請負者は上記により発生した、もしくは上記に関連する苦情、請求、法的手続き、損害、費
用、負担金、料金、その他あらゆるものに関して発注者の損失を補償する。 

 

第25条：その他の請負者への便宜提供 

 

(1) 請負者は、コンサルタントの求めに応じて、その他の請負者もしくは発注者が雇用した作業
者、さらに工事を適正に進めるために組織されたその他の機関を協力するために、可能な限

り便宜を提供しなければならない。これらの機関もしくは請負業者は工事現場内もしくは現

場外での業務を行なう。この協力は発注者がプロジェクトの発注者側工事のために調印する

契約に含まれるあらゆる作業について有効である。 

(2) しかし請負者が、コンサルタントもしくは監理者の書面による求めに応じて、請負者がメン
テナンスを担当する道路もしくは通路を発注者の別の請負者に使用させる場合、発注者は業

務もしくは機械使用に関してコンサルタントが適正と判断する金額を請負者に支払わなけ

ればならない。 

 

第26条：設備、機材、労働力の提供 

 

(1) 特別規定がある場合を除いて、請負者は建設および仮設工事用設備、本工事もしくは仮設工
事用機材、労働力(監理も含む)を自らの負担で提供し、工事の実施、完了、メンテナンスに

必要と判断されるあらゆる種類の物資の工事現場への輸送、また工事現場からの輸送を自ら

の負担で行なわなければならない。 

(2) 請負者は契約で規定されているように、試験済みの建設用設備を使用しなくてはならない。
監理者が建設用設備を使用不適切と判断した場合、請負者に対して入れ替えるよう求めるこ

とができる。 
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(3) 上記の建設用設備試験費用は請負者が負担する。 

(4) 請負者は監理者が承認しない設備を現場から撤去しなければならない。 

(5) 請負者は、コンサルタントの書面による承認を受ければ、日本以外の国の設備を輸入するこ
とができる。 

 

第27条：現場内の衛生管理に関する請負者の義務 

 

工事期間中、請負者は工事の順調な進行の妨げになり得るような不用なすべてのものを現場外に

撤去しなければならない。こうしたゴミもしくは漆喰屑などは1カ所に集めてから撤去する。 

 

第28条：工事完了時の現場清掃 

 

工事完了時、請負者はすべての建設用設備、資材の残り、漆喰屑、あらゆる種類の仮設工事用設

備を現場から撤去し、コンサルタントが満足するような状態に現場を清掃しなければならない。 

 

第29条：労務 

 

(1) 請負者は現地および現地以外の作業者を確保するために独自に雇用するにあたり、本契約に
規定されているように、当該労務者の交通費および給与を負担しなければならない。 

(2) 給水: 

現地の状況を考慮して、請負者は作業者および監理者が満足するような状態で工事が実施で

きるように飲料水およびその他の目的に使用する水を供給しなければならない。 

 

(3) アルコール飲料及び麻薬類: 

請負者は、現行の政府の法律および規定に基づく場合を除き、アルコール飲料もしくは麻薬

類の持込み、売買、供与、交換、提供を行なってはならないし、下請け業者や使用人に対し

て、それらの物品の持込み、売買、交換を許可してはならない。 

(4) 武器および弾薬: 

請負者は誰に対しても武器および弾薬の供与、交換、提供を行なってはならないし、それら

の持込みを許可してはならない。 

(5) 祝祭日および宗教上の習慣: 

請負者は使用人の祭、祝日、宗教上の習慣、その他の行事に対して適切な考慮を払わなけれ

ばならない。 

(6) 疫病: 

なんらかの疫病が発生した場合、請負者は政府もしくは地方官庁のあらゆる指示もしくは命

令を遵守し、従わなければならない。 

(7) 不作法な素行: 

請負者は平和維持、人身保護、工事現場に隣接する地所の保護のために、雇った使用人が不

作法な素行を取ることのないよう必要なあらゆる措置を講じなければならない。 
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第30条：現場への立入り 

 

コンサルタントもしくはコンサルタントが委任した代理人は工事現場、サイト、準備作業が行な

われたり、部品が製作されたり、工事に用いるために入手された機械が保管されるすべての作業

場および区画へいつでも立入ることができる。請負者は立入りを容易にするため、あらゆる便宜

を図り、必要な手助けを行なわなければならない。 

 

第31条：契約内容に適合しない工事 

 

(1) 契約内容に適合しないと判断された工事部分は監理者の指示に従い直ちにやり直しを行な
わなければならない。その費用は請負者が負担する。その場合、請負者は工事完了期限の延

長を求めてはならない。 

(2) 監理者が契約内容と工事部分との適合性に疑問を持った場合、監理者が必要と判断して発注
者の書面による合意を得た後、その部分の検査を行なうことができる。 

(3) 前項(2)に記述されている部分が契約内容に適合していないことがわかった場合、すべての
費用は請負者が負担する。またその部分が契約内容に適合していることがわかった場合、修

理・その他の費用は発注者が負担する。 

(4) 請負者は下記の項目で記述されている原因で契約内容と工事内容が不適合な場合は、その責
任を負わない。 

(a) 監理者の指示。 

(b) 提供された資材もしくは規定通りの資材、貸与された物品、規定通りの工法。 

(c) 発注者もしくは監理者に責任が帰せられる施工に関するその他の原因。 

 

(5) 前項(4)に記述されている場合でも、契約内容に対して、また施工の際に不誠実もしくは怠
慢があり、不適当であることを知りながら、監理者に通知しなかった場合、請負者はそのよ

うな工事の責任を免れることはできない。 

 

第32条：工事の中断 

 

(1) 請負者は、コンサルタントの書面による命令に従って、コンサルタントが必要であると判断
した方法でいつでも工事もしくはその一部を中断しなければならない。またコンサルタント

が必要であると判断した場合、工事中断期間中に工事現場を適切に保護しなければならない。

サイトで支払うべき給与、設備の減価償却分およびメンテナンス費用、サイト運営費用、コ

ンサルタントの指示に従うために請負者が負担する追加費用は、下記の場合を除いて発注者

が負担もしくは支払いを行なう。 

(a) 契約で定められた工事中断。 

(b) 工事を順調に進めるために必要な中断、もしくは工事の出来や安全性に影響するよう
な気候条件が発生したことによる中断、あるいは請負者側のミスによる中断。 

(c) 工事もしくは工事の一部で安全権保のために必要な中断。 

 

ただし、請負者はクレームを行う意図をコンサルタントの指示から28日以内に監理者に対し

書面により通知しなければ、かかる追加出費を回収する権利を失うものとする。コンサルタ
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ントは公正かつ妥当と判断するクレームに関し、請負者に対してなされるべき追加支払を決

定するものとする。 

(2) 工事またはその一部の進捗が、コンサルタントの書面による指示により中止され、かつこの
中止の日から90日以内に工事の再開許可が、コンサルタントにより与えられない場合で、か

かる中止がこの条の(1)項の(ａ)、(ｂ)または(ｃ)号のいずれにも該当しないときは、請負

者は、書面による通知をコンサルタントに提出し、中止されている工事またはその一部を続

行する許可をこの通知受領の日から28日以内に与えるよう要求することができる。かかる許

可がこの期間内に与えられない場合、請負者は、さらに同様の書面による通知を行い、この

中止が工事の一部のみに影響を与えるものであるときは、この条件書の第42条に基づくかか

る部分の削減として、またこの中止が工事全体に影響を与えるものであるときは、発注者に

よる契約の放棄として、処理することができるものとするが、請負者は必ずしもこのように

処理すべき義務を負わないものとする。 

 

第33条：対象施設への立ち入り 

 

(1) 契約で規定されているように、また工事実施規定に従って、発注者は「請負者が提出すべき
プログラム」の条項(そうした条項があれば)に記述されているプログラムに基づいて、ある

いは請負者の適正なプログラム案に基づいて、請負者が工事を開始できるように求めた工事

対象施設区域への立ち入ることができるようにしなければならない。 

(2) 請負者が本条項に基づいて許可を求めた立ち入りが、発注者の怠慢によって遅れたり、費用
を支払わなければならなくなった場合、コンサルタントは工事完了期間の延長を認め、それ

に伴う費用の見積りをしなければならない。その費用は発注者が負担する。 

(3) 請負者は工事実施に必要なサイト外部における宿舎に関わる費用を負担しなければならな
い。 

 

第34条：労働日 

 

本契約に基づいて、夜間、日曜日、祭日(現地で休日として認められている日)、現地で休日と同

等と認められている日は作業を行わないこととする。この場合、監理者の書面による許可は必要

としない。しかし作業が必要であると判断された場合は、当該国の労働基準法に従って、作業を

行うことができる。この場合、請負者はすみやかに監理者にそのことを通知しなければならない。 

 

第35条：医療体制 

 

請負者は、仕様書、法律、政府規定に基づいて作業者の治療および薬品などの提供を行なうよう

な医療の便宜を図り、この件に関して政府機関、監理者、発注者を満足させるためにあらゆる求

めに応じなければならない。 

 

第36条：進捗状況 

 

(1) 請負者が用意する資材、設備、労働力、施工方法、進め方、進捗速度、維持管理はコンサル
タントが満足するようなかたちで行なわなければならない。 

(2) しかし工事もしくは工事の一部の進捗状況が非常に遅く、規定の期限に完了しないと監理者
が判断した場合、コンサルタントはその旨を書面にて請負者に通知する。請負者は工事完了
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期限を遵守できるように、コンサルタントが認める必要と思われるあらゆる措置を講じなけ

ればならない。 

(3) 工事が昼だけでは充分進捗しないため、請負者が夜間の作業を行なうための許可をコンサル
タントに求めたとしても、請負者はそのための追加費用を要求することはできない。 

(4) 夜間に行なうあらゆる工事で騒音や混乱を引き起こしてはならない。請負業者は夜間工事で
引き起こされた騒音もしくは混乱による損害およびそれが原因となった苦情、抗議、法的手

続き、負担、費用、支出、その他により発注者が蒙る損失を補償する。 

 

第37条：請負者の書類 

 

(1) 請負者は契約履行および工事の順調な進行についてのあらゆる事柄に関連する技術詳細図
書を保管するために監理者および発注者に協力しなければならない。 

(2) 図書保管方法は、発注者と請負者の契約関連書類に記載されている方法で行なわなければな
らない。これらの図書はサイトもしくは発注者が指定するその他の場所に保管し、発注者や

監理者がいつでも入手できるようにしなければならない。 

(3) 請負者は監理者および発注者が要求するあらゆる図書のコピーを監理者および発注者に適
正な期限内で提出しなければならない。 

(4) 請負者はあらゆる図書を盗難、火災、紛失、その他さまざまな消失原因に対処して確実に保
管しなければならない。 

 

第38条：工事完了証明書 

 

(1) 工事の全体が実質的完成に至り、かつ契約書の定める最終検査で満足のいく結果が出たとコ
ンサルタントが判断し、あわせて未了工事を速やかに完了させるという請負者からの書面に

よる誓約を得た後、コンサルタントは最終支払いのための補修工事完了証明書を発行しなけ

ればならない。工事保証期間は発注者が引渡し承認書を発行した日付から開始する。 

(2) コンサルタントは工事全体が完了する前に工事の一部についての完了証明書を発行するこ
とができるし、また請負者の書面による求めに応じて、検査結果がコンサルタントの満足の

いくものであった場合、発注者がすでに使用もしくは占有している主要部分についての工事

完了証明書を発行することができる。 

(3) また上記のようにすでに発注者が使用もしくは占有している部分について現行の措置に基
づいて発行される完了証明書は、復旧を必要とする部位もしくは区域が証明書の中で明確に

されていない限り、そうした部位もしくは区域の工事完了証明書としては見なされない。 

 

第39条：工事期間中および工事完了時の検査 

 

(1) 契約書に記述されているあらゆる実施工事は発注者、監理者もしくはその代理人、正式に委
任された検査官がいつでも検査することができる。 

(2) 請負者は工事および設備の試験、検査、確認を行なう監理者もしくは各検査官のためにあら
ゆる便宜を図らなければならない。 

(3) 請負者は、中断した作業を再開する際は、監理者がきちんと検査を行なうための準備ができ
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るように、前もって監理者に通知しなければならない。 

(4) 請負者は工事検査をきちんと行なうための必要事項もしくは検査内容をあらかじめ定めて
おかなければならない。監理者もしくは検査官が不可とした工事および設備は、発注者が契

約に基づいてすべての工事が完了したと判断するまで監理者の指示に従ってやり直しもし

くは入れ替えをしなければならない。 

(5) 監理者の求めで修理もしくは修正した後に、損害を受けたり、破損したりした工事部分もし
くはその他の所有物は監理者が満足するまで修理・やり直しをしなければならない。不可と

された工事の修理もしくは設備の入れ替えに伴う費用は請負者の負担となる。 

(6) 工事がテストもしくは承認を受けなければならないことが仕様書、監理者の指示、法律、政
令あるいは関係官庁で定められていたり、もしくは求められている場合、請負者はテストの

準備が整ったことを監理者に通知しなければならない。官庁による検査の場合、請負者はそ

の検査のためのデータおよび日時を明確にしなければならない。 

(7) 監理者は検査を短期間で行なわなければならない。工事に覆いがかけられていたりアクセス
不可能な状態にあり、監理者が承認もしくは合意もできない場合、監理者の求めに応じて、

検査のためにその工事の覆いを取り除いたり、アクセス可能な状態にしなければならない。

工事完了段階で覆いがなければならないと定められている場合、その覆いの復旧は監理者が

満足できるような状態で行なわなければならない。請負者は、求めに応じて、入手したあら

ゆる資材の原産地、成分、製造方法に関する書面による報告書を提出し、場合によってはテ

ストおよび承認を受けるためにサンプルを提出しなければならない。工事で使用する資材は

承認済みサンプルに適合しなければならない。 

(8) 請負者は監理者の書面による承認なしに物品もしくは資材の原産地を変更することはでき
ない。検査が行なわれるとはいえ、発注者が契約に基づく工事の引渡しを承認するまで、工

事もしくは工事の一部の品質、特性、性能に対する責任を請負者が免れることはない。 

(9) 発注者が検査およびテストを行なう権利を放棄したとしても、工事もしくは工事の一部の品
質、特性、性能に対する責任を請負者が免れることはなく、また契約内で規定された発注者

の権利が損われたり、害を蒙ることはありえない。 

 

第40条：欠陥に対する保証 

 

(1) 工事の欠陥に対する保証期間は発注者が発行する引渡し受理書の日付から1年間である。 

(2) 請負者は内装、その他の同種の部分の欠陥については、監理者が工事の引渡しの際の検査の
後、そのような欠陥部分の修理もしくは欠陥設備の入れ替えを速やかに行なうよう請負者に

求めた場合を除き、責任を負わない。 

(3) しかし当然のことながら、請負者は発注者が発行した引渡し受理書の日付から1年間は、契
約規定に適合しない資材や労働力を使用したために生じた隠れていた欠陥すべてを修理す

る責任を負う。また請負者は契約で定められている義務に対する怠慢もしくはそれを遵守し

なかったことの責任を負う。 

(4) 請負者は「工事中断」の条項に記述されている工事中断により発生した欠陥の責任を負う必
要はない。しかし「工事中断」の項で除外規定として特定されている工事中断では、請負者

は当該欠陥の責任から免れることはない。 

 

第41条：請負者による欠陥調査 
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(1) 請負者は、コンサルタントの書面による求めに応じて、コンサルタントが出す指示に従って、
不良部分、欠陥、ミスの原因を調査しなければならない。 

(2) 不良部分、欠陥、ミスが請負者の責任の範囲内のものであれば、請負者が調査費用を負担し
なければならないし、また修理に伴う費用も負担しなければならない。 

 

第42条：工事内容の変更、追加、省略 

 

(1) コンサルタントは、自らの考えで、工事もしくは工事の一部の形状および品質に対して必要
と判断した微細な変更を加えることができ、同変更が必要であると判断された場合、請負者

に対して下記の指示を出す権限を持つ。 

(a) 契約で定められている工事数量の増減調整 

(b) 工事の部分的削除 

(c) 工事の特性、品質、種類の部分的変更 

(d) 工事のレベル、建築線、位置、寸法の部分的変更 

(e) 工事完成に必要な追加工事 

 

こうした変更によって、いかなる場合でも契約内容がゆがめられたり、無効にされるような

ことがあってはならない。変更(もしそれが発生した場合)に伴う費用は契約金額の範囲内で

勘案されるものとする。 

(2) 請負者はコンサルタントの書面による指示なしに、いかなる変更も行なってはならない。当
然のことながら、本条項に記述されている書面による指示に伴う契約金額の増減はない。し

かし契約金額の範囲内での工事数量の微細な増減はあり得る。 

(3) またコンサルタントが妥当であると判断し、口頭による指示を出した場合でも、請負者はそ
れに従うものとし、指示書によるコンサルタントの確認が工事後になされた場合、それは本

条項で用いられている指示の意味と同様に考えなければならない。請負者がコンサルタント

の口頭による指示をコンサルタントに対して書面で確認しなければならない場合、そうした

確認書は口頭による指示内容と矛盾してはならないし、コンサルタントの書面による指示と

同等とみなされる。 

 

第43条：変更工事の見積り 

 

(1) コンサルタントは指示による追加工事もしくは工事削除による契約金額金額の増減調整(も
しあれば)を自らの考えで決定しなければならない。すべての追加工事は、コンサルタント

の考えに基づき、適用できる料率が契約で定められている場合、その料率に基づいて金額を

見積る。追加工事に適用する料率が契約で定められていない場合、コンサルタントおよび請

負者が適正な料率で合意するものとする。コンサルタントと請負者に意見の食違いが生じた

場合、コンサルタントが自ら適正と判断する料率に従うものとする。 

(2) しかし工事全体あるいは工事の一部の内容に関わる工事金額の増減調整において、工事契約
で定められている料率もしくは単価が不適正であったり、適用できないものとコンサルタン

トが判断した場合、コンサルタントおよび請負者が適正な料率もしくは単価を合意するもの

とするか、あるいはコンサルタントが情況を考慮し、適正であると自ら判断した料率もしく

は単価に従うものとする。 
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第44条：設備、仮設工事、資材 

 

(1) 請負者が用意する建設用設備、仮設工事用設備、資材は、サイトに搬入された段階で、建設
および工事完成のためだけに用意されたものであると見なされる。請負者はコンサルタント

の書面による合意がない限り、いかなる口実のもとでも、それらをほかの場所に移してはな

らない。上記の合意は有効な理由なしに拒否されることがあってはならない。 

(2) 工事完了後、請負者はサイトに残っている建設用設備や仮設工事用設備、未使用の資材など
を現場から撤去しなければならない。発注者はそうした建設用設備や仮設工事用設備、ある

いは資材について、いかなる場合およびいかなる時も損害に対し責任を負わない。 

(3) 工事に必要であるとして請負者が輸入した建設用設備に関しては、請負者がサイトから引揚
げた後に設備を国外に再び持ち出してもよいという政府の合意を得るための手助けを発注

者は必要に応じなければならない。 

(4) 請負者が工事実施に必要な建設用設備、資材、車輛に関する課税金および通関税の免税手続
きを行なう場合、発注者は可能な範囲で手助けする。 
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5-1 

目  次  

 

 

 第５章 入札書式 

 

様式１ 入札書式 

 

1.1. 入札書 

1.2. 入札価格内訳書 

1.3. 委任状 

1.4. 署名認可証明書 

 

様式２ 工事概要書様式 

 

2.1. 工事工程表 

2.2. 人員派遣予定表 

 

 

 

 



5-2 

書式１ 入札書に関する書式 

 

書式 1-1 入札書書式 

 

企業名：（貴社名を大文字で記載） 

入札名：モンゴル国日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協力補修工事に関

する入札 

宛先 ：JICAモンゴル事務所 

 

拝啓 

以下の入札図書に一致して、下に署名する我々は、本プロジェクトに関するすべての建設工事

ならびに機材調達業務を実施致したく存じます。 

 

1. 入札告示 

2. 入札指示書 

3. 入札追加指示書 

4. 契約書類 

5. 入札書式 

6. 技術仕様書 

7. 入札図面 

 

 

 入札価格合計：            （USD        ） 

 

施主は本入札の一部又はすべてを却下する権利を有することを了解いたします。 
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ウランバートル、2014年2月 日 

 

企業名： 

 

 

署名 

 

 

署名者氏名 

所属 

入札者名及び住所 
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書式 1-2 入札価格内訳書 

 

 

工事項目 
価格 
（USD） 

建設工事 
A. 直接工事費 

A-1  屋根防水（平面部） 
A-2  屋根防水（立上り部 - パラペット） 
A-3  パラペット部笠木 
A-4  外壁補修 
A-5  雨樋付け替え 
A-6  内部補修 
A-7  その他 

 

小計 No.1  

B. 間接工事費 
B-1 共通仮設費（施工前詳細調査） 
B-2 現場管理費（施工前詳細調査） 
B-3 共通仮設費（施設応急対策工事） 
B-4 現場管理費（施設応急対策工事） 

 

小計 No.2  

総計 I（小計No.1 + 小計No.2）  

総計 I(円換算価)   
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書式 1-3 委任状 

 

（応札者のレターヘッド） 

 

日付： 

 

宛先：JICAモンゴル事務所 

 

拝啓 

 

私、下に署名する、（企業名、及び住所）の（委任状発行者の氏名、職位）は、下記の署名する

私の名において、モンゴル国日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協力補修

工事の入札書の提出、署名ならびに交渉について、（企業名）の（被委任者の氏名、職位）を任

命した。（被委任者の氏名）の署名を参考として下に付ける。 

 

 

（署名） 

 

（委任状発行者の氏名） 

 

（職位） 

 

（企業名） 

 

 

 

（法人名） 

 

（被委任者の署名） 

 

（被委任者の氏名及び職位） 
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書式 1‐4 サイン証明書 （参考例） 

 

 

サイン正統証明書 

 

以下に示すサインは、真正なものであり、正統なものであることを証明します。 

 

 

氏   名 ：                  

 

役   職 ：                  

 

会 社 名 ：                  

 

 

 

公証人 

 

氏  名 ：                

 

日  付：                
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書式２ 工事概要に関する書式 

 

書式 2‐1 工程表 

 

応札者は主要業務項目についての工程を提案するために、下表を横棒で埋めることを要求される。 

 

 2014年 

 項 目 / 月 3 4 5 6 7 

Ⅰ 施工前詳細調査      

Ⅱ 免税申請      

Ⅲ 調達(製作)      

Ⅳ 調達(輸送)      

Ⅴ 補修工事      

1 既存撤去      

2 下地工事（乾燥期間含む）      

3 防水工事      

4 笠木他・仕上工事      

5 外壁・内部改修工事      

6 水張り試験      

7 竣工検査・引渡し      
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書式 2-2 人員派遣予定表 

 

応札者は、計画地への派遣要員の予定について下表を横棒で埋めることとする。コンサルタント

は、現場における工事実施のために以下に示す要員が必要と考えているが、もしより効果的と思

われるので有れば応札者は異なる職位を提案することが出来る。 

 

2014 月数 職 位 

3 4 5 6 7  

建築技術者       

       

       

       

 

 

備考：応札者は、施工契約の調印前に、本計画の主要技師の経歴書を提出しなければならない。

経歴書には以下の情報が含まれることとする。 

 

(a) 職位 

(b) 氏名 

(c) 生年月日 

(d) 学歴 

(e) 工事経験 

(f) 保有資格 

(g) 職歴 

(h) その他：国籍、旅券番号、有効期限 
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1. 総 則  
 

1.1 一般事項  

 

1.1.1 適用範囲 

a 本技術仕様書は、日本・モンゴル人材協力センター設立計画フォローアップ協力・応急対策工事に適

用する。 

b 質疑応答記録、特記仕様書、設計図に記載してある事項（以下、特記という）以外は、本技術仕様書

による。 

 

1.1.2 設計図書 

a 設計図書とは、設計図、特記仕様書、技術仕様書、及び質疑応答記録をいう。 

b 設計図書間に相違がある場合の優先順位は次のとおりとする。 

1.質疑応答記録 

2.特記仕様書 

3.設計図 

4.技術仕様書 

c 特記がある場合を除き、工事の仕様はすべて本技術仕様書による。 

 

1.1.3 用語の定義 

本技術仕様書に用いる用語の定義は次のとおりとする。 

a 監理者 

施工監理コンサルタントの技術監理者を示す。監理者は、工事講負契約書に基づいて、設計図書に示さ

れている条件に適合する目的物を完成するための工事（以下、工事という）の監理を行う。監理者が工事

請負契約書及び設計図書（以下、これらを契約図書という）の記載に基づいて行った指示、承諾、協議、

検査、立会い等の行為は、すべて監理者の権限と責任において行ったものとみなす。 

b 監理 

監理者がその責任において、工事を契約図書と照合し、設計の意図にしたがって総合調整するとともに、

的確に実現されているかいないかを確認する業務をいう。 

c 現場管理 

工事請負契約書に記名されている議負者、その代理者又はそれらが委任する現場代理人（以下、施工

者という）が、その責任において工事現場を管轄・統制・維持することをいう。 

d 施工管理 

施工者が、契約図書に示された内容に適合する工事を完成するための施工計画を立て、実施することで、

工程管理、品質管理、出来高管理、安全管理等を行うことをいう。 

e 指示 

工事を完成するために、監理者がその責任において、指示事項を施工者に書面で示し、実施を求めるこ

とをいう。 

f 承諾 
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工事を完成するために、施工者がその貴任において実施しようと立案し、又は既成事実の正当性に同意

を求めるために書面で申し出た内容に対し、監理者が了承することをいう。 

g 協議 

工事を完成するために、当事者がその責任において、立案・計画した内容を監理者又は監理者を含む

関係者に示し、結論を得るために合議し、その結果を書面に残すことをいう。 

h 報告 

工事を完成するために、施工者がその責任において、立案、計画、選定又は実施した内容を監理者に

書面で通知することをいう。 

i 確認 

工事工程の中途の段階で、特に入念に機器、材料又は工事その他を設計図書と照合して、その適合性

を確かめることをいう。 

仕様書に「確認」又は「確認する」と記載がある場合は、施工者が自ら行う確認をいう。 

j 検査 

工事工程の中途又は完成の段階で、機器、製品、材料又は工事を設計図書と照合して、適合しているか

いないかの確認を行い、工事を完了するために合格であるか否かを判定することをいう。 

仕様書に「検査」又は「検査する」と記載がある場合は、施工者が自ら行う検査をいう。 

k 立会い 

施工者がその責任において行う検査・試験又は確認の業務に、監理者が同席して見届けることをいう。 

立会いをもって、監理者が行う施工検査に代えることがある。 

 

1.1.4 工法の決定 

a 設計図書に指示のある場合を除いて、仮設・工法等、工事を完成するために必要な手段については、

施工者の責任において決定する。 

b 設計図書に指示のある場合を除いて、防止工事の工法については、監理者によって承諾されたメーカ

ーの施工工法を基準とする。 

 

1.1.5 疑義及び条件変更 

次の場合には、速やかに書面をもって監理者に申し出て、その措置について監理者の指示を受ける。 

a 設計図書の内容に相違がある場合。 

b 設計図書の表示が明確でない場合、又は疑いを生じた場合。 

c 設計図書と現場とが一致しない場合。 

d 予期することが出来ない特別の状態が発生し、設計図書に示された条件を満たすことが不可能になっ

た場合。 

 

1.1.6 軽微な変更 

現場の納まリ、取り合せ等の関係で、機器・材料の寸法、仕様、取付位置、取付方法等を多少変更し、又

は取付数量をいくぷん増減する等の軽微な変更は、監理者の指示に従う。この場合、講負金額の増減は

行わない。 
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1.1.7 規格等の取扱い 

仕様書に指定した規格の変更等が行われた場合は、監理者と協議のうえ、その改訂あるいは変更事項を

適用する。 

 

1.1.8 第三者の特許に対する注意 

本項該当なし 

 

1.1.9 損害保険証券等 

本項該当なし 

 

1.1.10 発生材の処理 

a 工事施工中に、敷地内より発生した発生材のうち特記があるものは、整理のうえ監理者の指示を受け

る。 

b 発生材の再利用、再生資源化及び再生資源の積極的活用に努める。なお、設計図書に定められた

以外に、発生材の再利用、再生資源化及び再生資源の活用を行う場合は、監理者と協議する。 

b 発生材のうち、現場において再利用を図るものは、特記による。 

c 解体材・発生材の場合処分に当っては、対象サイトを管轄する諸官庁が定める廃棄物の処理及び清

掃に関する規則に従い適切に処理し、監理者に報告する。 

 

1.1.11 官公署その他への届出手続 

a 工事の着手・施工・完成に当り、関係官公署への必要な報告等を遅滞なく行う。 

b a項に規定する報告等を行うにあたっては、報告内容についてあらかじめ監理者に報告する。 

 

1.1.12 関連工事への協力と調整 

本項該当なし 

 

1.1.13 工事に含まない費用 

契約図書に規定される本工事以外の費用は発注者の負担とする。 

 

1.1.14 引き渡し 

工事目的物完成による引き渡しに当っては、施工者は監理者立会いのうえ、次に示す書類、物品ととも

に発注者に引き渡し、その後の適正な運用に協力する。 

a 1.6.1表に指定する書類。 

b その他、監理者が指示する資材、材料、器具類。 

 

1.1.15 保証 

工事完成引き渡し後でも、契約図書により定められた保証期間内に機器・材料の不良又は施工の不備に

起因する故障又は破損が生じた場合は、速やかに修理又は交換を行う。その費用は施工者の負担とす

る。 
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1.2 工事現場管理  

 

1.2.1 現場代理人、管理技術者等 

a 現場代理人、管理技術者並びに専門技術者をおく場合は、あらかじめ監理者を経て発注者に通知す

る。 

b 現場代理入は、工事現場における一切の事務を処理し、その責任において管理する。 

c 現場代理人は、原則として本工事に専任とし常時現場に臨むものとする。 

 

1.2.2 安全、衛生 

a 工事現場の安全、衛生に関する管理は、施工者がその責任において関係法規に準拠して行う。 

b 工事現場は常に整理・整頓し、清潔に保つ。 

c 危険箇所の点検は特に入念に行い、適切な設備、表示を設ける等、事故・火災・盗難の防止に努め

る。 

 

1.2.3 工事用電力設備 

工事用電力設備の保安は、法令に基づく有資格者を責任者と定め、施工者の管轄下におき、適切な保

安業務を行う。 

 

1.2.4 養生及び災害、公害の防止 

a 既存施設部分、施工済み部分、未使用機器・材料及び在来部分で汚染や損傷のおそれ.があるもの

は、適切な方法で養生する。 

b 付近の構築物・道路・埋設物等に損傷を与えないよう必要な措置を行う。 

c 工事中の騒音・振動・閃光、その他については、関係法規に従い適切な措置をとり、公害の生じないよ

うにする。特記のある場合はこれによる。 

d 落下物・飛散物・突起物・車両等により、第三者に危害を与えないよう万全の措置をとる。 

e 万一、災害・公害が発生した場合は、速やかに適切な措置をとり、その経緯を監理者に報告する。措

置について監理者の指示がある場合は、これに従う。 

 

1.2.5 後片付、損害復旧 

a 工事完成ののちは仮設物を速やかに取除き、完成建物内外の後片付け及び清掃を行う。 

b 工事施工のため、損傷を生じた物件は復旧する。 

c 工事目的物の施設又は設備の一部を工事用に使用した場合は、設計図書に示す条件のとおりに復

旧する。 

 

1.3 機器材料  

 

1.3.1 機器・材料 

a 仮設工事用の機器・材料を除いて、すべて設計図書に定める品質を有する新品とする。 
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b 設計図書に定める品質確保のため定められた検査を行い、合格したものを使用する。 

c 仕様書に規定される規格証明書を添付された機器・材料とする。 

d 調合を要する材料は、調合に先立ち、調合表を監理者に提出し、監理者の承諾を受ける。 

e 色及び柄は、特記又は監理者の指示による。 

 

1.3.2 見本 

特記のある場合、また監理者が指示する機器・材料については、材質、仕上げの程度、色合い等の見本

を施工に先立つ適切な時期に提出して、監理者の承諾を受ける。 

 

1.3.3 機器・材料・製品の試験及び検査 

a 機器・材料・製品の試験及び検査は、原則として施工者が行う。 

b 特記又は監理者の指示がある場合は、監理者が機器・材料・製品の試験及び検査に立会う。 

c 機器・材料・製品の試験又は検査の標準は、契約図書または規格に制定のないものは、監理者と協議

する。 

d 機器・材料・製品の検査は、機器・材料・製品の種別ごとに行う。ただし、軽微なものは除く。 

e 機器・材料・製品の検査に合格した機器・材料・製品と同じ種別のものは、以後の検査は抜取検査を

行うか又は省略する。 

f 機器・材料・製品の試験は次の場合に行う。 

  (1) 設計図書に定められた場合。 

  (2) 試験によらなければ設計図書に示された条件に適合することが証明できない場合。 

g 現場に搬入した機器・材料・製品のうち、変質等により工事に使用することが適当でないと監理者の指

示を受けたものは、直ちに工事現場外に搬出する。 

 

1.3.4 製造者の決定 

a 主要使用機器・材料・製品及びこれらの製造者については、あらかじめ設計図書に示された条件に適

合することを確認した後、一覧表にして監理者に提出し承諾を受ける。特記のある場合は、指定された製

造者の製品を選定し、監理者に提出する。 

b 特記に「又は同等品」と記載がある場合、その判定については監理者の承諾を受ける。 

 

1.3.5 支給機器・材料 

本項対象なし 

 

1.4 施工  

 

1.4.1 工程表及び施工計画書 

a 施工者は、工事を完成するために自主的に工事全体にわたリ積極的な施工管理を行う。施工に必要

な工程表及び施工計画書は、速やかに作成し、監理者に提出する 

b 工程表に変更の必要が生じた場合は、速やかに変更工程表を作成し、監理者に提出する。 

c 工程表及び施工計画書の別途工事との調整については、関係者と協議する。 
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d 各工事の施工に必要な施工要領書は、速やかに作成し監理者に提出する。 

e 施工者は施工計画書及び施工要領書の記載内容について、工事の実施に携わる専門業者に周知徹

底するとともに、その内容に基づいた適正な施エが行われるよう施工を管理する。 

 

1.4.2 品質管理 

施工者は、設計図書に示された品質を確保するため.効率的な工事の部分及び工事全体の品質管理に

努める。 

 

1.4.3 現地調査 

着工に先立ち、既存建物の現況を詳細に調査を行い、その結果を速やかに監理者に報告する。 

 

1.4.4 施工図等 

工事を完成するために施工に必要な施工図・製作図等は、速やかに作成し監理者の承諾を受ける。 

 

1.4.5 専門業者 

a 専門業者については、あらかじめ名簿を提出して、監理者の承諾を受ける。特記のある場合は、その

工事については指定の専門業者に施工させる。 

b 特記「又は同等品」と記載がある場合、その判定については監理者の承諾を受ける。 

c 専門業者の特記がない工種については、設計図書に示された工事に適する専門業者を選定し、監理

者の承諾を受ける。 

 

1.4.6 專門業者への指示 

関連する設計図書や1.4.1、1.4.4等により決定した図書は、専門業者及びそれらの職方に周知徹底させ

る。 

 

1.4.7 一部施工の報告 

工事施工の一工程が完了した場合は、その施工が設計図書に示された条件に適合することを検査又は

確認し、監理者に報告する。 

 

1.4.8 施工の立会い 

監理者が行う施工の立会いは次の場合とする。 

  (1) 特記に定められた場合。 

  (2) 施工後に検査が不可能又は困難な工事で、監理者が指示した場合。 

 

1.4.9 施工試験 

a 施工試験は次の場合に行う。 

  (1) 設計図書に定められた場合。 

  (2) 試験によらなければ設計図書に示す条件に適合することが証明できない場合。 

b 特記又は監理者の指示がある場合は、監理者が試験に立会う。 
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c 試験が完了した場合は、その結果を監理者に報告する。 

 

1.4.10 施工検査（部分完成検査） 

a 監理者が行う施工検査は次の場合とする。 

  (1) 設計図書に定められた工程に達した場合。 

  (2) 監理者が特に指示した工程に達した場合。 

b 特記又は監理者が指示した場合を除いて、合格した部分と同じ工程、工法により施工したものについ

ては、提出された検査記録により、以後の検査を省略することがある。 

 

1.5 中間検査・完成検査等  

 

1.5.1 中間検査 

a 防水工事においては、設計図書の規定に基づき工事が完了した時点で、施工者は自主検査を行う。 

b 施工者は、上記の中間検査報告書を提出して、監理者の中聞検査に対する事前検査を受ける。 

 

1.5.2 完成検査 

a 工事完成に際して、施工者はあらかじめ検査を行い、設計図書に適合していることを確認したうえで、

監理者に報告し、発注者立会の下で完成検査を受ける。 

b 検査の結果、不合格箇所は補正し、再検査を受ける。 

c 関連工事と性能上、機能上関係がある検査は、関連工事関係者とともに検査を受ける。 

 

1.5.3 瑕疵担保の検査 

a 工事請負契約に定める暇疵担保の期間内に、瑕疵並びに損耗に関する事項が無いか自主検査を行

う。 

b 検査の時期・実施要領は監理者の指示による。 

 

1.6 提出書類  

 

a 工事の準備・着工・進行・完成に際して、必要な書類を遅滞なく作成し監理者に提出する。また、保全

に関する資料は提出時に内容の説明を行う。 

b 提出する書類の種別・内容は特記による。特記がない場合は1.6.1表による。 

c CADデータ及びその他の電子データの提出は特記による。 

d 提出部数は特記のない場合2部（発注者・監理者用）とする。 
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1.6.1表 工事用提出書類 
提出書類 種別 内容 

工事請負契約書  
工事着手届 写し 
主任技術者及び現場代理人届  
工事現場組織図 経歴書を添付 
工事工程表  

工事着手時 

仮設計画図  
専門業者一覧表  
機器・材料製造者一覧表  
工事報告書 施工記録・工事進捗度・工事記録写真を含む(中間時一回) 
施工計画書・施工要領書  
施工図・製作図  
試験・検査報告書  
現場打合せ記録  
申請・届出書類一覧表 提出先・申請者・提出時期を記入 

工事期間中 

出来高調書・請求書  
自主検査報告書 検査済証を添付 
工事完了届  
竣工引渡書及ぴ受領書  
鍵、備品・予備品明細書及び受領書  
竣工図 配置図、平面・立面・断面図、仕上・面積表、 
 主要詳細図 
竣工写真 内外主要箇所を撮影の上、アルバムに整理 
 撮影箇所数は各施工部位2枚以上とする。 

竣工引渡時 

保全に関する資料 説明書、機器性能試験成績書、主要な材料・機器一覧表 

 
1.7 SI単位  

 

SI単位の適用に際し、疑義が生じた場合は、監理者と協議する。 
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2. 仮設工事  
 

2.1 共通事項  

 

適用範囲 

本章は、着工当初に準備する仮設建物類・足場及びさん橋、工事用機械器具、災害防止その他の工事

に適用する。 

 

2.2 足場及びさん橋  

 

工事の施工及び管理に便利で、かつ安全であるように、工事の種類、規模、場所、工期等に応じた材料

及び工法によって堅ろうに設け、その維持管理に常に注意する。 

 

2.3 監理者詰所・材料置場・下小屋その他仮設建築物  

 

a 敷地内又は現場周辺に設けることを原則とし、関係法令に従って設ける。 

b 監理者詰所の大きさ及び構造は、あらかじめ監理者と協議の上、決定する。 

c 監理者の詰所の設備として.電気・給排水・衛生及び机・いす・書類棚・ロッカー・白板等の備品を設け

る。 

 

2.4 工事用機械器具その他  

 

a 工事用機械器具は工事に応じて適切なものを配備し、故障・危険のないように整備するとともに、予備

を用意する等して工事に支障を来さないようにする。 

b 工事用諸設備は、給水・排水・衛生・電灯・動力等の各設備を設け、故障・危険のないように常に整備

する。なお、工事排水等は監理者と協議し適切に処理できる設備を設置する。 

 

2.5 災害防止その他  

 

a 災害防止は作業場の内外を問わず工事実施に伴う危険防止・騒音防止・火災防止・公害防止・風水

害対策等のため、関係法規に従って常に遺漏のないように養生等方策を`講じる。他に損害を与えた場

合は、請負者はその責を負わねばならない。 

b 工事実施に伴い発生する廃棄物は、環境汚染を引き起こさないよう、関係法規に基づき処理する。 

c 写真撮影は工事に先立ち、現状の隣接施設を写真撮影し、工事期間中及び完了後の損傷又は汚染

等による紛争に対処できるよう処置を講じる。 

d 工事実施にかかわる災害による損害を回避するために、法定保険、任意保険、任意法定外保険等に

より補償対策を講じる。 
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2.6 仮設物撤去  

 

a 工事期間中においても監理者が工事進捗上、又は敷地内建築物の使用に支障があると認め、指示し

た場合には、仮設物の一部又は全部を速やかに撤去し又は敷地外に搬出する。 

b 工事完了までに、監理者の指示により一切の工事用仮設物を取除き、撤去跡及び付近の清掃・地な

らし等をする。 

 

2.7 経費負担  

 

以上の諸設備に要する一切の費用及び監理者詰所の光熱水料、消耗品等は本工事に含む。 
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3. 防水工事  
 

3.1 共通事項  

 

3.1.1 適用範囲 

本章は、改質アスファルトシート防水（卜一チ工法）・塗膜防水及びシーリング工事に適用する。 

 

3.1.2 一般事項 

a 材料は、特記の規定に適合するものとする。 

b 防水材料の品質は、製造会社の品質証明書又は製品試験報告書、及び見本を提出し、監理者の承

諾を受ける。 

c 防水材製造所及びシーリング材製造所の指定は特記による。 

d 防水施工業者は特記による。 

e パラペット・出隅入隅・ドレン回り・エキスパンションジョイント回り、その他特殊部位については、設計図

書に基づき施工スケッチを作成して監理者の承諾を受ける。 

f 請負業者は、防水施工業者と連名で年限保証をする。保証年限は5年とする。 

 

3.1.3 施工計画書 

本工事に先立ちメーカーの工法に準拠した施工要領書を提出し、監理者の承諾を受ける。 

施工要領書には下記事項を併せて添付する。 

  (1) 管理組織、(2) 施工範囲、(3) 施工要領、(4) 使用材料 

  (5) 工程表、(6) 試験報告書、(7) その他監理者の指示があるもの 

 

3.2改質アスファルトシート防水（卜一チ工法）  

 

3.2.1 材料 

a 改質アスファルトシートの種類及び品質は特記による。 

b 補助材料 

プライマー・シール材及び増張り用シートはメーカーの仕様によるものとし、監理者の承諾を受ける。 

c 保護塗料 

保護塗料の種類及び塗布量は特記による。特記がなければメーカーの仕様による。 

d その他の材料 

上記以外の材料については、監理者の承諾を受ける。 

 

3.2.2種別 

改質アスファルトシート防水層、施工手順は特記による。 

 

3.2.3工法 
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下記以外はメーカーの仕様による。 

a 改質アスファルトシート防水工事は、天候・気温等に留意し、監理者の指示に従って施工する。 

b 防水層の下地施工手順及び入隅・出隅の納まりは、設計図書による。 

c 増張り 

下地で大きな動きが予想される部分には、あらかじめ幅150mm以上の増張り用シートで増張りする。 

d 改質アスファルトシート張付け 

  (1) 粘着層付改質アスファルトシートの施エは常温工法による。ただし、シートの重ね部はトーチバー

ナーで軽くあぶって密着させる。 

  (2) 露出用改質アスファルトシートの張付けは、卜一チバーナーでシート裏面及び下地を均一にあぶ

り、裏面の改質アスファルトを溶融させながら平均に押し広げて密着させる。 

  (3) 改質アスファルトシートの重ね幅は、縦横とも100mm以上とし、改質アスファル.トがはみ出す程度ま

で十分にあぶり溶融させる。 

e ルーフドレイン・配管との取り合い 

  (1) ルーフドレインまわりは、500mm角程度の増張リ用シートを張りかける。 

  (2) 配管まわりは、増張り用シートを使用し張り納める。 

f 保護塗料は、改質アスファルトシートを張りつけた後、はけ、ローラーばけ等を用いてむらなく塗りつけ

る。 

g 改質アスファルトシート防水の常温工法はメーカ仕様による。 

 

3.2.4 検査 

a 施工要領書等に記載された品名及び数量が確実に施工されていることを確認する。 

b 外観から次の項目を検査し、確認する。 

  (1) 防水層の末端部の処理 

  (2) ドレン・パイプ等突出部、衛生器具の張り仕舞いの処理 

  (3) 過度のふくれ・ピンホール・ルーフィング類の継ぎ目のはがれの有無 

  (4) 防水層の損傷・破断 

  (5) 保護仕上げの色むら・塗りむら、 

c 水張り試験は、24時間満水試験とし詳細は特記による。 

 

3.3 塗膜防水  

 

3.3.1 材料 

a 主材料 

塗膜材は特記で規定された材料を選定し、使用前に監理者の承諾を受ける。 

b 補助材料 

プライマー・補強材・接着剤・通気緩衝シート・シーリング材又は保護塗料等は、主材料製造所の製品又

はその指定する製品とし、監理者の承諾を受ける。 

c その他の材料 

上記以外の材料については、監理者の承諾を受ける。 
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3.3.2 工法 

下記以外はメーカーの仕様による。 

a 塗膜防水工事は天候・気温等に留意し、監理者の指示に従って施工する。 

b 防水層の下地は、平滑に左官補修材で仕上げるものとする。 

c 防水材は、防水材製造所の指定する配合により、可使時間に見合った量を、かくはん機を用いて十分

練混ぜる。 

d ルーフドレン・便器・配管等と防水下地材との取合いは、シーリング材で処置する。 

なお、ルーフドレン・配管等の金物は、ワイヤブラシ又は溶剤で防せい剤・さび・油分等を除去する。 

 

3.3.3 検査 

防水層施工後は、監理者の立会の下、施工状況の目視確認を行う。 

 

3.4 シーリング  

 

3.4.1 適用範囲 

建築躯体の目地・出隅部分・入隅部分、笠木のジョイント部分、サッシ周りやガラスの嵌込み部分等、部

材と部材との接合部分の水密性を確保するために、シーリング材を充てんする工事に適用する。 

 

a シーリング材料 

シーリング材の種類及び品質は特記で規定された仕様に適合するる。なお製造後6カ月以上経過したも

のは使用してはならない。 

b 補助材料 

  (1) プライマーは、シーリング材製造所の指定するものとする。 

  (2) バックアップ材及びボンドブレーカーの材質・形状等は、特記による。 

  (3) マスキングテープ及び清掃溶剤等は、監理者の承諾を受けたものとする。 

c 材料保管 

現場搬入後の材料及び使い残りの材料は、常温常湿の場所を選び、直射日光や雨露が当らない場所に

密封して保管する。特に、プライマー及び溶剤の取扱いについては、火気に注意する。なお、現場での

貯蔵期間は、なるべく短くする。 

 

3.4.2 工法 

a 下地は十分乾燥し、油分・じんあい・モルタル・塗料等の付着物や金属部のさびを入念に除去し、清掃

したものとする。 

b シーリング材を充てんする目地寸法は、3.4.1表の範囲とし、特記による。 
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3.4.1表 最大・最小目地寸法 (単位：mm) 
目地 寸法 

シーリング材の種類 
最大幅×深さ 最小幅×深さ 

シ リ コ ー ン 系 40×20 10×10 (5×5) 
変 成 シ リ コ ー ン 系 40×20 10×10 (5×5) 
ポ リ サ ル フ ァ イ ド 系 40×20 10×10 (6×6) 
ア ク リ ル ウ レ タ ン 系 40×20 10×10 
ポ リ ウ レ タ ン 系 40×20 10×10 
ア ク リ ル 系 20×15 10×10 
S B R 系 20×15 10×10 
プ チ ル ゴ ム 系 20×15 10×10 
油 牲 コ ー キ ン グ 系 20×15 10×10 

注：（ ）内の数置はグレイジングの場合の寸法を示す 

 

c 目地は、充てんしたシーリング材に過度の応力又はひずみを生じさせない構造とする。 

目地深さがシーリング材の所要寸法より深い場合は.バックアップ材を押し込み所要深さが得られるように

する。既に、所要深さが得られている場合は、目地底にボンドブレーカーを使用する。ただし、動きの小さ

い打継ぎ目地、誘発目地、サッシ回り等の場合は、監理者の承諾を受けボンドブレーカーを省略すること

ができる。 

d 充てんは、原則として吹付け等の仕上げ前に行う。仕上げ後に充てんする場合には、目地周囲を十分

養生し、はみ出さないように行う。 

e 天候が工事に支障ありと認められる場合は、工事を行ってはならない。 

f 異種シーリング材は、原則として接触を避けて使用する。接触する場合は、試験あるいはシーリング材

製造所の試験報告書により確認する。 

g 目地への打始めは、原則として目地の交差部あるいはコーナー部より開始し、すき間・打残し、気泡が

ないよう目地の隅々まで充てんする。打継ぎ箇所は、目地の交差部及びコーナー部を避け、そぎ継ぎと

する。 

 

3.4.3 養生 

じんあいの付着・汚染・損傷等の恐れのある場合は、必要に応じて養生を行う。なお、施工後に仕上げを

行う場合は、表面が硬化してから行う。 

 

3.4.4 清掃 

マスキングテープの張リ跡、充てん箇所以外に付着したシーリング材等は、被着体及びシーリング材に影

響のない方法で清掃する。 

 

3.4.5 検査 

シーリング材の充てん後は、目視・指触による検査を行う。 
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4. 金属工事  
 

4.1 共通事項  

 

4.1.1 適用範囲 

本章は、鉄及び非鉄金属の表面処理・製作及び取付け工事で、他の章に記載されていない工事に適用

する。 

 

4.1.2 一般事項 

a 製造所又は、専門業者は、特記による。 

b 製品等取付け受材は、原則として構造体の施工時に取付け、その使用目的に応じた形状・寸法のも

のとする。 

c やむをえず製品取付けの受材にあと施工アンカーを使用する場合の試験箇所数は、同じ施工条件の

1ロット当たり0.5%、かつ3本以上とし、設計用引張強度の3倍程度の引抜荷重があるものとする。 

ただし、軽微な場合は監理者の承諾を受けて省略することができる。 

d 表面処理・塗装の下地処理は、材質に応じて適切に行う。 

 

4.1.3 施工計画書、施工図 

a 本工事に先立ち施工要領書を作成し、監理者の承諾を受ける。施工要領書には、下記事項を記載す

る。 

  (1) 施工管理体制及び製造所の施工組織 

  (2) 製品の種別及び材料の品質・形状・寸法・規格など 

  (3) 製作工程 

  (4) 主要部の納まり及び取付け方法 

  (5) 検査・試験 

  (6) 運搬及び養生方法 

b 設計図書に基づき、必要な施工図を作成し、監理者の承諾を受ける。 

 

4.2材料  

 

a 材料は、すべて形状正しく、有害なきず・さびの無い製品とする。 

b 主要な材料は、品質証明書及び見本品(実物見本・部分見本など)を提出して、材料の種類・晶質・形

状・寸法・色調・仕上げ及び機構などにつき監理者の承諾を受ける。 

 

4.3表面処理及び防せい処理  

 

a一表面処理及び防せい処理は、特記による。特記のない場合は、JISにより仕様・膜厚さ・仕上げは、材

質に適したものとし、監理者の承諾を受ける。 
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b 鉄製品の防せい処理は、特記のない場合は、監理者の承諾するさび止め塗装を行う。 

c 鉄の亜鉛めっきの種類 

  (1) 溶融亜鉛めっきは、以下の付着量を確保する。 

 

4.3.1表 溶融亜鉛めっきの付着量 
亜鉛の付着量(g/m2) 90以上 

板厚(mm) 1.6以下 

 

4.4 取付け施工  

 

a 特記による。特記のない場合は、施工要領書などにより、監理者の承諾を受ける。 

b 現場で溶接・溶断又は切断した部分は、十分にさび止め塗装を行う。 

 

4.5 養生等  

 

a 製品搬入時は、ビニルシートなどで養生したものとする。 

b 取付け完了後に、破損・汚染のおそれある場合は、必要に応じて適切な養生を行う。 

c 工事完了後は、養生材を除去し清掃する。また必要に応じてワックス掛けを行う。シンナー・酸などを使

用する場合は、他の材料を損傷しないように注意する。 

 

4.6 製作金物  

 

既製品の種別・材質・形状・寸法・色調及び寸法は、図面又は、特記による。特記のない場合は、カタログ

又は、見本品を提出して、監理者の承諾を受ける。 

 

4.6.1 金属製笠木 

a 笠木の種類・適用は特記による。 

b コーナー部や突当り部等の役物は、製造所の仕様による。 

c 笠木本体の材料の表面処理は、笠木の固定金具は特記による。 

d 付属部品の表面処理は、製造所の仕様による。 

e コーナー部は、留め加工とし、溶接又は裏板補強を行ったうえで、止水処理を施した部材を用いる。そ

の他、突当り部等の工法は、製造所の仕様による。 
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5. 左官工事  
 

5.1 共通事項  

 

5.1.1 適用範囲 

本章は、建築物の内外部等に施工するモルタル塗り工事に適用する。 

 

5.1.2 材料・工法の選定 

材料、調合、混和材、その他の副資材及び工法は、気象、地域、施工箇所などを考慮して最も適したも

のを選定する。 

 

5.1.3 施工管理 

下地より仕上げ養生にいたる全工程を通じて、一貫した施工管理のもとに施工し、欠陥の発生を防止す

る。 

 

5.1.4 材料管理 

左官用材料は、検査済のものは、混合・汚損・変質などを避けるように保管し、特に顔料については注意

を要する。プラスター・セメントなど湿潤の害を受けるもので、特に長期にわたる場合には、湿気を帯びな

いように乾燥状態に保管する。袋の積み重ねは10袋以下とする。 

 

5.1.5 下地・下塗りの清掃及び水湿し 

a コンクリート・コンクリートブロックなどの下地及びセメントモルタル・プラスターなどの下塗りなどの乾燥し

たものは、あらかじめ適度の水湿しを与え、またいずれの場合でも下地・下塗りはよく清掃してから塗り方

にかかる。 

b 下地あるいは塗面の浮いている箇所は直ちに補修する。 

 

5.1.5 ひび割れ防止 

a 額縁・幅木・笠木・回り縁などの、ちりじゃくりの周囲はこて1枚の厚さだけ透かしておく。 

b 屋根勾配用スペーサー断熱材の継目など、ひび割れを生じやすい場所には、規定されたガラス繊維

状ネット張付けの措置を講じる。 

c コンクリート部と木部面・コンクリートブロック面など、下地が異なる取合い部分で、ひび割れの恐れある

部分は、必要に応じて、目地又は見切縁を設けるなど監理者の指示を受け、適切な処置をする。 

d 接着剤を使用する場合はあらかじめ資料を提出のうえ監理者の承諾を受ける。 

e 塗り面積の大きな場合は監理者の協議のうえ伸縮目地を設ける。特記がある場合はこれによる。 

f剥離を生じた場合は直ちに監理者の指示を受ける。 

 

5.1.6 養生 

a 塗付け後夏季は、日光の直射などによる急激な乾燥を防ぐよう、シート・ポリエチレンフィルムなどで覆
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う。寒冷時には凍害を生じないよう、適切な保温養生を行う。 

b 仕上げ後は、仕上げ面は汚損しないようにポリエチレンフィルム・板などで適切な養生を行う。 

 

5.2 モルタル塗り  

 

5.2.1 適用範囲 

本項はセメント・砂・水を主材料として作ったモルタルを建築物に塗る場合に適用する。 

 

5.2.2 材料 

a セメント・砂・水は使用前に監理者の承諾を受ける。 

砂の粒度は5.2.1表による。 

 

5.2.1表砂の粒度 

砂の粒度 モルタル塗りの場合 しっくい、プラスター 
塗りの場合 

5mmふるい通過分  100% 
0.15mm〃     10%以下 下・中塗用 下塗り・むら直し用 

2.5mmふるい通過分 100% 
0.15mm〃     10%以下 

上塗用 中塗用 

 
5.2.3 調合及び塗厚 

モルタルの調合及び塗厚は特記による。特記のない場合は5.2.2表による。 

 

5.2.2表 モルタルの調合(容積比)及び塗厚の標準値 
下塗り又は 
ラスこすり 

むら直し 
中塗り 上塗り 

下地 塗付け箇所 
セメント：砂 セメント：砂 セメント：砂：混和材 

塗厚の 
標準値 
(mm) 

仕上 1：2.5 
床 

張物下地 
一 一 

1：3 
30 

内 壁 1：2.5 1：3 1：3：0.1以下 20 
天 井 ・ ひ さ し 1：2.5 一 1：3：0.1以下 12 
外 壁 ・ そ の 他 1：2.5 1：3 1：3 25 

床 1：3 

コンクリート 
 
コンクリート 
プロツク 

防水下地 
立上り 

一 一 
1：3：0.1以下 

15以上 

内 壁 1：2.5 1：3 1：3：0.1以下 15 
天 井 ・ ひ さ し 1：2.5 1：3 1：3：0.1以下 9 

ラスシート 
メタルラス 
ワイヤラス 外 壁 ・ そ の 他 1：2.5 1：3 1：3 20 
コンクリート 
コンクリートブ

ロック 

建具、ガラスブロック

枠廻り充てん 

セメント1：砂3とし、雨掛り部分は防水剤入リとする。凍結の恐れのあ
る場合は凍結防止剤(塩化物を主成分とする防水剤を除く。)を必要
に応じ用いる。 

 

5.2.4 仕上げ 

仕上げの種類及び工程は5.2.3表による。 
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5.2.3表 仕上げの種類及び工程 
種別 工程 備考 

金ごて仕上げ 1.木ごてで平たんに塗上げる。 
2.金ごてでむらなく押えて仕上げる。 

木ごて仕上げ 木ごてでむらなく平たんに塗り仕上げる。 

中塗り前に隅角、ちり回りなどは定規ずりを

十分に行う。以下同様 

刷毛引仕上げ 1.木ごてで平たんに塗上げる。 
2.刷毛で、はけ目正しく仕上げる。 

刷毛引の際は刷毛に水をつけないようにす

る。 

 

5.2.5 仕上げ精度 

a 仕上り面は通リ正しく、面にねじれ・ひずみがないよう平滑に仕上げる。 

b 仕上り面の凹凸差は3mにつき、3mm以下とし、建具枠などのちりまわりにおいては、仕上り基準面より

±1.5mm以下とする。 

c その他目視による欠陥がないようにする。 
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6. 塗装工事  
 

6.1 共通事項  

 

6.1.1 適用範囲 

本章は、工事現場の塗装工事に適用する。 

 

6.1.2 一般事項 

a 材料は特記による。使用前に監理者の承諾を受ける。 

b 本仕様書の各工程では同一製造所品の使用を原則とする。 

c 塗料の保管については災害予防に特に注意し、安全な専用の塗料置き場を設ける。 

d 色・つや・配色・模様仕上は、特記による。 

 

6.1.3 用語の定義 

本章で用いる次の用語について定義する。 

a 素地押さえとは素地面の吸い込みの程度を均一化し、エフロレッセンスの滲出を防ぐために塗装する

ことをいう。 

b パテかいとは素地面に凹凸・ひび・割れ等がある場合に、その局部を平滑になるようにパテにより部分

的に補修することをいう。 

c パテ付けとは、素地全面にパテ付けし、平滑にすることをいう。 

d 補修塗りとは、塗布の損傷箇所を部分的に補修することをいう。 

e 重ね塗り乾燥時間とは、温度23±2℃、湿度50±5%の条件の場合をいう。 

f 所要量とは、被塗装面単位面積あたりの塗装材料(希釈する前)の質量をいう。 

g 重ね塗り乾燥時間並びに所要量を記載していない工程は、素地面の状態により、それらが異なるため

である。 

 

6.1.4 塗装仕上げの略号 

塗装仕上げの略号は、6.1.1表による。 

 

6.1.1表 塗装仕上げの略号 
略号 仕上げの種別 
AEP アクリル樹脂エマルション塗料仕上げ 
FP フタル酸樹脂エナメル塗装仕上げ 

 

6.1.5 さび止め塗料及び鉄面の素地ごしらえ 

さび止め塗料は6.1.2表、6.1.3表による。 
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6.1.2表 鉄鋼面さび止め塗料一覧表 
種別 名称目 備考 

亜酸化鉛さび止めペイント 鉄面屋内外用 
シアナミド鉛さび止めペイント 鉄面屋内外用 A種 
鉛・クロムフリーさび止めペイント 鉄面屋内外用 

B種 一般用さび止めペイント 鉄面屋内用 
C種 水系さび止めペイント 仕様No.29 

 

6.1.3表 亜鉛めっき面さび止め塗料一覧表 
種別 名称 備考 
A種 鉛酸力ルシウムさび止めペイント 亜鉛めっき面屋内外用 
B種 2液形変性エポキシ樹脂プライマー 亜鉛めっき面屋内外用 
C種 水系さび止めペイント 仕様No.30 

 

6.1.6 木部の素地ごしらえ 

木部の素地ごしらえは、6.1.4表による。 

 

6.1.4表 木部の素地ごしらえ 

工程 塗料その他 面の処理 

1 
汚れ、付 
着物除去 一 木部を傷つけないように除去し、油

類は、溶剤等でふき取る。 

2 やに処理 一 やには、削り取り又は電気ごて焼き

のうえ、溶剤等でふき取る。 

3 研磨紙ずり 研磨紙P120～220 かんな目、逆自、けば等を研磨す

る。 
4 節止め セラニックス類 節及びその周囲等に2回はけ塗り。 

油性系下地塗料 
合成樹脂エマルションパテ(耐水形) 5 穴埋め  
不飽和ポリエステル樹脂バテ 

割れ、穴、隙間、くぼみ等に充填す

る。 

6 研磨紙ずり 研磨紙P120～220 穴埋め乾燥後、全面を平らに研磨

する。 

 

注1 ラワン、しおじ等の場合は、必要に応じて、工程2の後、目止め処理を行う。 

注2 屋内で現場塗装をする場合は、工程5の穴埋めは、合成樹脂エマルションパテとする。 

 

6.1.7 モルタル及びプラスター面の素地ごしらえ 

モルタル及びプラスター面の素地ごしらえは6.1.5表とする。 

 

6.1.5表 モルタル及びプラスター面の素地ごしらえ 
 工程 塗料その他 面の処理 

1 乾 燥 一 素地を十分に乾燥させる。 
2 汚れ、 付着物除去 一 素地を傷付けないよう除去する。 
3 吸 込 止 め 合成樹脂工マルションシーラー 全面に塗り付ける。 

4 穴埋 め 、 パ テ か い 建築用下地調整塗材(C-1) 
合成樹脂工マルションパテ(耐水形) 

ひび割れ、あな等を埋めて、不陸

を調整する。 

5 研 磨 紙 ず り 研磨紙P120～220 パテ乾燥後、表面を平らに研磨

する。 
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注1 非水分散形アクリル樹脂塗料仕上げの場合は、工程3の吸込止めは、塗料製造所の指定するものと

する。 

注2 仕上げ材が仕上塗材の場合は、パテ及び工程3の吸込止めは、上塗り塗料製造所の指定するもの

とする。 

注3 仕上げ材がマスチック塗材仕上げの場合は、工程3の吸込止めを省略する。 

注4 合成樹脂エマルションパテは、外部に用いない。 

 

6.1.8 コンクリート面の素地ごしらえ 

コンクリート面の素地ごしらえは6.1.6表とする。 

 

6.1.6表 コンクリート面の素地ごしらえ 
 工程 塗料その他 面の処理 

1 乾 燥 一 素地を十分に乾燥させる。 
2 汚れ、 付着物除去 一 素地を傷付けないよう除去する。 
3 下 地 調 整 塗 り 建築用下地調整塗材 全面に塗り付けて平滑にする。 
4 慨 磨 紙 ず り 研磨紙P120～220 乾燥後、表面を平らに研磨する。 

 

注2 工程3の建築用下地調整材の使い分けは、不陸調整厚さが1mm以下の場合は、薄塗り用下地調整

塗材を不陸調整厚さが1～3mmの場合は、厚塗り用下地調整塗材を使用して不陸調整を行う。 

 

6.1.9 塗料の調整 

塗料は、使用のたびに内容物を十分にかき混ぜ、均等にしなければならない。 

エマルション塗料及び水溶性塗料は清水（上水）を用い、その他の塗料は、その塗料に適した薄め液を

用い、原則として塗料と同一製造所品を使用すること。また、塗料の希釈率・粘度については塗料の種

類・塗装法・気温・素材の種類により異なるので、製造所の指定する方法によって行われなければならな

い。塗装時混合して使用する2液形以上の塗料では混合比・混合法及び混合後のポットライフに規制が

あるので、製造所の指定する方法に従って使用し、ポットライフが過ぎたものは使用してはならない。 

 

6.1.10 塗装時の条件 

塗装時の条件が下記に示すような場合には塗装を避け又は適切な処置を行う。 

a 気象状況及び環境 

  (1) 気温が5℃以下の場合。 

  (2) 湿度が85%以上の場合。 

  (3) 降雪雨の場合又は塗装後乾燥までにそのおそれのある場合。 

  (4) じんあいの多い場合。 

  (5) 炎天で被塗物温度が高く塗面に泡を生じるおそれのある場合。 

b 被塗面の状況 

  (1) 被塗面に湿気がある場合。 

  (2) 被塗面に結露するおそれがある場合。 

  (3) べニヤ板面・ボード面等のくぎ頭は適切なさび止め塗料を塗装したのち、本仕様による。 
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6.1.11 塗装上の注意 

a ブラストされた処理面は非常に活性で、そのまま空気中に放置すると短時間にさびが発生するのでブ

ラスト後は速やかにショッププライマー又は次工程の塗料を塗装する。 

b 塗布厚が均等になるよう塗装すること。特に塗装困難な箇所・先端部・隅部・溶接部等は入念に塗装し、

要すれば増し塗りして膜厚を保持する。被塗物の形状・塗料の種類によって塗装法を考慮し、適正な塗

装を行う。 

 

6.2 塗装仕様  

 

6.2.1 塗装仕様の適用 

塗装仕様の適用は6.1.7表による。 

 

6.1.7表 塗装仕様の適用 
仕様 
No. 

塗装箇所 被塗物 仕上げ略号 

1 屋内外 コンクリート面・モルタル面・ボード面等 AEP 

2 屋内外 スチール面 FP 

 

No.1 屋内外一コンクリート面、モルタル面、ボード面等 

 

AEP：アクリル樹脂エマルション塗料仕上げ 

工程 塗装 
回数 塗装種別 重ね塗り 

乾燥時間 
所要量 
(kg/m2) 

1 
素地 
ごしらえ 

一 6.1.5表、6.1.6表による 一 一 

2 中塗り 1 非水分散形アクリル樹脂塗料 4時間以上 0.10～ 
0.12 

3 上塗り 1 非水分散形アクリル樹脂塗料 一 0.10～ 
0.12 

 

注 素地面の乾燥度合いは含水率8%以下、pH10以下とする。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 設計図書 
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жи
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Я
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Я
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 ту
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Ш
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仕
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新
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仕
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Ш
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Ш
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за
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階
屋
上
；
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；
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；
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存
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入
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；
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滑
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вт
га
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ий
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ус
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га
ар
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既
存
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フ
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防
水
シ
ー
ト
撤
去

 
既
存
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ス
フ
ァ
ル
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防
水
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ー
ト
撤
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до
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аа
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ал
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ан
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аа
рл
аг
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до
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ан
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аа
рл
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ху
йл
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х 

 
 

寸
法
：
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
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Хэ
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сг
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рл
аг
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ху
йл
м
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м
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1b

 
既
存
モ
ル
タ
ル
下
地
補
修
、
不
陸
調
整

 
1、
2
階
屋
上
既
存
モ
ル
タ
ル
下
地
の
不
陸
部
分
は
つ
り
。
既

存
モ
ル
タ
ル
下
地
の
亀
裂
幅
2m
m
以
上
の
箇
所
は
、
U
カ
ッ
ト

し
て
シ
ー
ル
材
の
充
填
補
修
。
 

 材
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ポ
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ウ
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ン
系
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ー
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グ
材
又
は
ゴ
ム
系
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ス
フ
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ル
ト
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ー
ル
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ры
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до
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ш
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до
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м
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ай
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сг
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рэ
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ээ
с 

 

1.
2 

新
規
水
勾
配
の
確
保
：
モ
ル
タ
ル
塗
り

 
1.

2 
Ш
ин
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м
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вс
гэ
р 
дэ
вс
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м
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аа
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1/
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-с
 1

/2
0 
хү
рт
эл
х х
эм
жэ
эт
эй

 н
ал
уу

 х
ая
ав
ч 
га
рг
ах
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1
階
屋
上
は
、
既
存
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ル
タ
ル
不
陸
調
整
後
、
表
面
を
平
滑
に

す
る
。
2
階
屋
上
は
、
フ
ァ
イ
バ
ー
メ
ッ
シ
ュ
シ
ー
ト
の
敷
き

込
み
後
、
モ
ル
タ
ル
塗
り
に
よ
り
水
勾
配

1/
40
か
ら

1/
20
を

形
成
す
る
。
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引
き
管
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入
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置
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存
竪
樋
に
新
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き
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。
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験
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受
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ус
га
ар
ла
лт

 (х
ав
тг
ай

 х
ээ
г)

 

С
ай
ж
ру
ул
са
н 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч

 х
уй
лм
ал

О
до
о 

 б
ай
га
а 
зу
ур
м
аг
ий
н 
до
од

 х
эс
ги
йг

 з
ас
ах

, т
эг
ш

 б
ус

 х
эс
ги
йг

 т
эг
ш
лэ
х

下
地
補
修
の
後
、

B
as

e 
S

he
et
に
よ
る
増
し
貼
り

寸
法
：
50

0x
50

0m
m
以
上

材
料
：
P

rim
ar

; P
rim

ar
 b

itu
m

in
ou

s,
 B

as
e 

S
he

et
; t

ec
hn

o 
el

as
t E

P
P 

t=
4m

m
、

調
達
先
：
te

ch
no

 n
ic

ol
社

* 同
等
品

改
質
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
シ
ー
ト
防
水

ル
ー
フ
ド
レ
イ
ン
廻
り
補
強
・
補
修

新
規
水
勾
配
の
確
保
：
モ
ル
タ
ル
塗
り

既
存
モ
ル
タ
ル
下
地
の
亀
裂

2m
m
以
上
の
箇
所
は
、

U
カ
ッ
ト
し
て
シ
ー
ル
材
充
填
し
補

修 2階
屋
上
は
フ
ァ
イ
バ
ー
メ
ッ
シ
ュ
シ
ー
ト
の
敷
き
込
み
後
モ
ル
タ
ル
塗
り
に
て
、

1階
屋
上

は
既
存
モ
ル
タ
ル
を
平
滑
に
し
て
水
勾
配

1/
40
以
上
を
形
成
す
る

寸
法
：
モ
ル
タ
ル
厚
平
均

t=
42

.5
m

m
（
t=

25
-6

0m
m
）

材
料
：
粒
度
の
小
さ
い
骨
材
（
0-

10
m

m
）
入
り

既
存
モ
ル
タ
ル
下
地
補
修
、
不
陸
調
整

既
存
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水
シ
ー
ト
撤
去

寸
法
：
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水
シ
ー
ト

 t=
16

m
m
程
度

Ш
ин
э 
на
лу
у 
ха
яв
ч 
га
рг
ах

: З
уу
рм
аг
аа
р 
бу
да
х

Д
ээ
вр
ий
н 
ус
ны

 х
ая
лг
а 
ор
чм
ы
г б
эх
лэ
н 
за
св
ар
ла
х

М
ат
ер
иа
л:

 Д
оо
д 
үе

 =
 P

rim
ar

 b
itu

m
ni

, С
уу
рь

 ү
е 
бо
ло
н 
ду
нд

 ү
е:

 T
ec

hn
o 

el
as

t E
P

P 
t=

4м
м

, Д
ээ
д 
үе

: T
ec

hn
o 

el
as

t E
K

P 
t=

4м
м

材
料
：
P

rim
ar

; P
rim

ar
 b

itu
m

in
ou

s,
 B

as
e 

&
 m

id
dl

e 
la

ye
r S

he
et

; t
ec

hn
o

el
as

t E
P

P 
t=

4m
m

, C
ap

 S
he

et
; t

ec
hn

o 
el

as
t E

K
P 

t=
4m

m
調
達
先
：
te

ch
no

 n
ic

ol
社

* 同
等
品

2-
р 
да
вх
ры
н 
од
оо
ги
йн

 а
ян
га

 з
ай
лу
ул
аг
чи
йн

 з
ор
иу
ла
лт
ай

 б
ло
кы
г т
ү
р

за
йл
уу
ла
х.

 У
с 
ту
сг
аа
рл
аг
ч 
ү
еи
йн

 а
ж
ил

 д
уу
сс
ан
ы

 д
ар
аа

 б
уц
аа
ж

 т
ав
их

.
1-
р 
да
вх
ры
н 
дэ
эв
эр

 д
ээ
рх

 а
нт
ен

 2
ш

 б
а 
су
ур
ь,

  U
 х
эл
бэ
рт
эй

 у
с

за
йл
уу
ла
х 
су
ва
г 3
ш

-и
йг

 з
ай
лу
ул
ах

.

Н
ий
лү
ү
лэ
гч

: R
ed

ra
in

 C
-7

5 
(х
ө
нд
лө
н 
зо
ри
ул
ал
тт
ай

) T
aj

im
a 

R
oo

fin
g 

G
ro

up
ко
м
па
ни

*-
и

йн
хт
эй

 д
ү
йц
эх

 б
ү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н

1,
2-
р 
да
вх
ры
н 
дэ
эв
ри
йн

 о
до
ог
ий
н 
зу
ур
м
аг
ий
н 
су
ур
ий
н 
тэ
гш
бу
с 
хэ
сг
ий
г т
эг
ш
лэ
х.

О
до
ог
ий
н 
зу
ур
м
аг
ий
н 
су
ур
ий
н 

2 
м
м

-с
 и
лү
ү 
өр
гө
нт
эй

 ц
уу
ра
лт
та
й 
хэ
сг
ий
г U

 х
эл
бэ
рэ
э

р 
та
йр
ч 
ав
аа
д 
чи
гж
их

 м
ат
ер
иа
ла
ар

 д
үү
рг
эж

 з
ас
ва
рл
ах

.

2-
р 
да
вх
ры
н 
дэ
эв
эр
т 
ш
ө
рө
м
сө
н 
то
ро
н 
дэ
вс
гэ
р 
дэ
вс
сэ
ни
й 
да
ра
а 
зу
ур
м
аг
аа
р 
бу
да

х,
1-
р 
да
вх
ры
н 
дэ
эв
ри
йн

 о
до
ог
ий
н

зу
ур
м
аг
ий
г т
эг
ш
ил
ж

 1
/4

0-
с 
ил
ү
ү
 х
эм
ж
ээ
тэ
й 
на
лу
у 
ха
яа
вч

 га
рг
ах

.
Х
эм
ж
ээ

: З
уу
рм
аг

 н
ь 
ой
ро
лц
оо
го
ор

 t=
42

.5
м
м

 (t
=2

5-
60
м
м

)
М
ат
ер
иа
л:

 Ж
иж
иг

 ш
ир
хэ
гт
эй

 х
ай
рг
ат
ай

 (0
-1

0м
м

)

2/
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記
号

項
目
・
仕
様

C
od

e
Га
рч
иг

/ Т
од
от
го
л

Н
эг
ж

(単
位
)

То
о

хэ
м
ж
ээ

(数
量
)

Н
эг
ж

 ү
нэ

(а
м

.д
ол
ла
р)

(単
価
)

Д
ү
н

(а
м

.д
ол
ла
р)

(金
額
)

A
-2
屋
根
防
水
（
立
上
り
部
・
パ
ラ
ペ
ッ
ト
）

A
-2

2.
1a

2.
1a

О
до
о 
бу
й 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч

 х
уй
лм
ал
ы
г а
ва
х

м
24

0.
00

2.
1

2.
1

м
2

19
2.

00

2.
2

2.
2

С
уу
рь

 ү
еи
йн

 х
уч
ил
ты
н 
нэ
м
эл
т 
на
ал
т 
хи
йх

м
17

.6
0

Х
эм
ж
ээ

: w
=6

00
м
м

М
ат
ер
иа
л:

 Ж
иш
ээ

 б
ү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н 
А

1-
1.

5 
та
й 
ад
ил

2.
3

2.
3

A
-1

, 1
.6
と
同
様

А
1-

1.
6 
та
й 
ад
ил

м
2

19
2.

00

2.
4
同
上
シ
ー
ト
の
固
定

2.
4
Д
ээ
рх

 у
с 
ту
сг
аа
рл
аг
ч 
ху
йл
м
ал
ы
г т
ог
то
ох

 
м

24
0.

00
防
水
シ
ー
ト
固
定
ス
チ
ー
ル
プ
レ
ー
ト

t=
3.

2m
m
、
ビ
ス
止
め

Ус
 т
ус
га
ар
ла
гч

 х
уй
лм
ал
ы
г т
ог
то
ох

 га
н 
ха
вт
ан

 t=
3.

2м
м

, ш
ру
пэ
эр

 б
эх
лэ
х

A
-2
屋
根
防
水
（
立
上
り
部
・
パ
ラ
ペ
ッ
ト
）

A
-2

A
-3
パ
ラ
ペ
ッ
ト
部
笠
木

A
-3

3.
1a

3.
1a

О
до
ог
ий
н 
хө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 п
ар
ап
ет
ий
н 
м
ал
га
йг

 а
ва
х

О
до
о 
ба
йг
аа

 х
ө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 м
ал
га
йг

 с
ал
га
ж

 а
ва
х

м
17

1.
00

Х
эм
ж
ээ

: о
йр
ол
цо
ог
оо
р 

w
=3

60
м
м

, h
=5

0м
м

, t
=2
м
м

, l
=3

00
0м
м

(1
 ш

-и
йн

 д
ээ
д 
хэ
м
ж
ээ

)

3.
1
新
規

A
LM
笠
木
設
置

3.
1
Ш
ин
ээ
р 
хө
нг
өн

 ц
аг
аа
н 
м
ал
га
й 
су
ур
ил
уу
ла
х

Ш
ин
ээ
р 
хө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 м
ал
га
й 
су
ур
ил
уу
ла
х 

(Ш
ру
пэ
эр

 т
ог
то
ох

)
м

17
1.

00
Х
эм
ж
ээ

: о
йр
ол
цо
ог
оо
р 

w
=3

00
м
м

, h
=4

0м
м

,t=
2м
м

 l=
30

00
м
м

М
ат
ер
иа
л:

 Х
ө
нг
ө
н 
ца
га
ан

Н
ий
лү
ү
лэ
гч

: Ц
ү
зү
ки

 к
ом
па
ни
йн

 “Д
из
ай
н 
Ка
са
ги

 8
0”

 +
 “А
лт
оп

 А
30

0”
 *

дү
йц
эх

 б
ү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н

3.
2

3.
3
О
до
ог
ий
н 
хө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 м
ал
га
йд

 ч
иг
ж
ээ
с 
хи
йх

м
17

1.
00

A
-3
パ
ラ
ペ
ッ
ト
部
笠
木

A
-3

範
囲
：
屋
上
パ
ラ
ペ
ッ
ト
（
階
段
室
屋
上
含
む
）

・
既
存
防
水
シ
ー
ト
撤
去

寸
法
：
h=

55
0m

m
・
A

LM
笠
木
・
取
付
け
金
物
撤
去
、
補
修
後
新
規
取
付
け

既
存
防
水
シ
ー
ト
撤
去

B
as

e 
S

he
et
に
よ
る
増
し
貼
り

寸
法
：
w

=6
00

m
m

材
料
：
参
考
製
品

A
-1

, 1
.5
と
同
様

既
存

A
LM
笠
木
撤
去

П
ар
ап
ет
ны

 б
ос
оо

 х
эс
ги
йг

 з
ас
ва
рл
ах

1:
 Д
ав
ир
ха
йн

 з
уу
рм
аг
аа
р

 з
ас
ва
рл
ах

Д
ээ
вр
ий
н 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч

 (б
ос
оо

 х
эс
эг

, п
ар
ап
ет

)

Бу
ла
нг
уу
да
д 
нэ
м
эл
т 
на
ал
т 
хи
йх

С
ай
ж
ру
ул
са
н 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч

 х
уй
лм
ал

 

П
ар
ап
ет
ы
н 
дэ
эд

 м
ал
га
й

П
ар
ап
ет
ы
н 
дэ
эд

 м
ал
га
й

Д
ээ
вр
ий
н 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч

 （
бо
со
о 
хэ
сэ
г,п
ар
ап
ет
）

改
質
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
シ
ー
ト
防
水

新
規
ア
ル
ミ
笠
木
取
付
け
ア
ン
カ
ー
金
物
部
分
の
ビ
ス
頭
に
コ
ー
キ
ン
グ
（
笠
木
内
ア
ス

フ
ァ
ル
ト
シ
ー
ト
上
部
）

寸
法
：
15

x1
5m

m
材
料
：
ポ
リ
ウ
レ
タ
ン
系
シ
ー
リ
ン
グ
材

新
規

A
LM
笠
木
設
置
（
ビ
ス
止
め
）

寸
法
：
w

=3
00

m
m

, h
=4

0m
m

, t
=2

m
m

, l
=4

00
0m

m
材
料
：
ア
ル
ミ

調
達
先
：
ツ
ヅ
キ
社
「
デ
ザ
イ
ン
笠
木

80
」
+「
ア
ル
ト
ッ
プ

A
30

0」
* 同
等
品

新
規

A
LM
笠
木
コ
ー
キ
ン
グ

既
存

A
LM
笠
木
の
撤
去

寸
法
：
約

w
=3

60
m

m
, h

=5
0m

m
, t

=2
m

m
, l

=3
00

0m
m
（
1ピ
ー
ス
最
大
）

立
上
り
部
補
修

1：
樹
脂
モ
ル
タ
ル
補
修

コ
ー
ナ
ー
増
し
貼
り

既
存
防
水
シ
ー
ト
撤
去
後
、
亀
裂
・
欠
損
部
を
樹
脂
モ
ル
タ
ル
に
て
補
修

寸
法
：
t=

2-
3m

m
調
達
先
：
W

eb
er

/m
ax

it社
* 同
等
品

О
до
ог
ий
н 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч
ий
г х
уу
лж

 а
вс
ны

 д
ар
аа

, ц
уу
рс
ан

 б
а 
ал
да
гд
са
н 
хэ
сг
ий
г д
ав

ир
ха
йн

 з
уу
рм
аг
аа
р 
за
св
ар
ла
х

Х
эм
ж
ээ

: t
=2

-3
м
м

С
ан
ал

 б
ол
го
ж

 б
уй

 н
ий
лү
ү
лэ
гч

: W
eb

er
/m

ax
it 
Х
Х
К

Ш
ин
э 
хө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 м
ал
га
йн
ы

 а
нк
ер
ы
н 
тө
м
ри
йн

 х
эс
ги
йн

 ш
ру
пи
йн

 т
ол
го
йд

чи
гж
ээ
с 
хи
йх

 (п
ар
ап
ет
ий
н 
м
ал
га
й 
до
то
рх

 а
сф
ал
ьт
ы
н 
дэ
эд

 х
эс
эг

)
Х
эм
ж
ээ

: 1
5x

 1
5м
м

М
ат
ер
иа
л:

 П
ол
иу
ре
та
н 
чи
гж
ээ
с

Х
ү
рэ
э:

 П
ар
ап
ет
ий
н 
хэ
сэ
г (
ш
ат
ны

 д
ээ
рх

 д
ээ
ви
йг

 о
ро
лц
уу
ла
х)

О
до
о 
бу
й 
ус

 т
ус
га
ар
ла
гч

 х
уй
лм
ал
ы
г а
ва
х

Х
эм
ж
ээ

: h
=5

50
м
м

Х
ө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 п
ар
ап
ет
ий
н 
м
ал
га
й,

 т
ө
м
ө
р 
бэ
хэ
лг
ээ
г а
ва
х,

 з
ас
ва
рл
ас
ны

 д
ар
аа

ш
ин
ий
г т
ав
их

3/
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記
号

項
目
・
仕
様

C
od

e
Га
рч
иг

/ Т
од
от
го
л

Н
эг
ж

(単
位
)

То
о

хэ
м
ж
ээ

(数
量
)

Н
эг
ж

 ү
нэ

(а
м

.д
ол
ла
р)

(単
価
)

Д
ү
н

(а
м

.д
ол
ла
р)

(金
額
)

A
-4
外
壁
補
修

A
-4

Га
дн
а 
ха
на

4.
1
フ
ラ
ッ
シ
ン
グ
材
設
置

4.
1
М
ет
ал

 у
с 
за
йл
уу
ла
гч

既
存
フ
ラ
ッ
シ
ン
グ
材
、
レ
ン
ガ

1列
1段
撤
去

м
52

.0
0

新
規
フ
ラ
ッ
シ
ン
グ
設
置
　
寸
法
　
奥
行
約

17
0m

m
材
料
：
亜
鉛
鉄
板
加
工

t=
0.

5m
m

м
52

.0
0

新
規
コ
ー
キ
ン
グ

 材
料
：
ポ
リ
ウ
レ
タ
ン
系
シ
ー
リ
ン
グ
材

м
52

.0
0

A
-4
外
壁
補
修

A
-4

A
-5
雨
樋
付
け
替
え

A
-5

Ус
ны

 х
ая
лг
а 
со
ли
х

5.
1

5.
1
Ху
уч
ин

 у
сн
ы

 х
ая
лг
а 
со
ли
х

1階
屋
上
に
排
水
し
て
い
る
竪
樋
の
下
部
を
切
断
（
3箇
所
）

хэ
сэ
г

3.
00

新
規
パ
イ
プ
を
溶
接
に
て
接
合
（
エ
ル
ボ
材
含
む
）

外
壁
の
外
側
に
添
っ
て
地
盤
面
ま
で
延
長

хэ
сэ
г

(箇
所
)

3.
00

寸
法
：
φ
=
1
1
5
m
m

Х
эм
ж
ээ

: φ
=1

15
м
м

м
23

.0
0

材
料
：ス
チ
ー
ル
パ
イ
プ

FP
塗
装
（既
存
同
等
品
）

М
ат
ер
иа
л:

 Т
ө
м
ө
р 
хо
ол
ой

, F
P 
бу
да
г (
од
оо
ги
йн
хт
эй

 д
ү
йц
эх

 б
ү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н)

新
規
取
付
け
支
持
金
物

Ш
ин
ээ
р 
хо
ол
ой

 б
эх
лэ
гч

 т
ө
м
ө
р

м
23

.0
0

寸
法
、
材
料
：ス
チ
ー
ル
プ
レ
ー
ト

FP
塗
装
（既
存
同
等
品
）

Х
эм
ж
ээ

, м
ат
ер
иа
л:

 Т
ө
м
ө
р 
ха
вт
ан

 F
P 
бу
да
г (
од
оо
ги
йн
хт
эй

 д
ү
йц
эх

 б
ү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н)

A
-5
雨
樋
付
け
替
え

A
-5

Ус
ны

 х
ая
лг
а 
со
ли
х

既
存
雨
樋
の
付
け
替
え

Га
дн
а 
ха
на

1-
р 
да
вх
ар
ы
н 
дэ
эв
эр

 р
ү
ү
 у
с 
за
йл
уу
лж

 б
уй

 б
ос
оо

 х
оо
ло
йн
ы

до
од

 х
эс
ги
йг

 т
ай
ра
х 

(3
 х
эс
эг

)
Ш
ин
э 
хо
ол
ой
г г
аг
на
ж

 з
ал
га
х 

(3
 м
ат
ер
иа
лы
г о
ро
лц
уу
ла
х)

Га
дн
а 
ха
ны
н 
га
дн
а 
та
лы
г д
аг
уу
ла
н 
хө
рс
ни
й 
га
да
рг
уу

 х
ү
рт
эл

 с
ун
га
х

О
до
ог
ий
н 
м
ет
ал

 у
с 
за
йл
ах

 м
ат
ер
иа
л,

 т
оо
сг
он
ы

 1
 м
ө
ри
йн

  1
 ү
еи
йг

 х
уу
лж

 а
ва
х

Ш
ин
э 
м
ет
ал

 у
с 
ту
сг
аа
рл
аг
ч 
та
ви
х 
Х
эм
ж
ээ

: d
=1

70
м
м

 о
рч
им

М
ат
ер
иа
л:
Ц
ай
рд
са
н 
га
н 
ха
вт
ан
г н
уг
ал
ж

 х
ий
х 

 t=
0.

5м
м

Ш
ин
э 
чи
гж
ээ
сн
ий

 м
ат
ер
иа
л:

 П
ол
иу
ре
та
н 
чи
гж
ээ
сн
ий

 м
ат
ер
иа
л
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記
号

項
目
・
仕
様

C
od

e
Га
рч
иг

/ Т
од
от
го
л

Н
эг
ж

(単
位
)

То
о

хэ
м
ж
ээ

(数
量
)

Н
эг
ж

 ү
нэ

(а
м

.д
ол
ла
р)

(単
価
)

Д
ү
н

(а
м

.д
ол
ла
р)

(金
額
)

A
-6
内
部
補
修

A
-6

天
井

Та
аз

6.
1

6.
1
Та
аз
ны

 м
ат
ер
иа
л 
со
ли
х

О
до
ог
ий
н 
та
аз
ны

 м
ат
ер
иа
лы
г с
ол
их

хэ
сэ
г

60
.0

0
Х
эм
ж
ээ

: 3
00
х6

00
х1

5
(枚
)

Бү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н:

 Д
уу

 н
ам
сг
аг
чт
ай

 х
ав
та
н 
（
A

co
us

tic
 R

oc
k 

W
oo

l B
oa

rd
 1

5т
он
н 
）

Н
ий
лү
ү
лэ
гч

: 2
-р

 д
ав
хр
ы
н 
ху
рл
ы
н 
ө
рө
ө
ни
й 
од
оо

 б
ай
га
а 
та
аз
ны

 м
ат
ер
иа
лы
г

да
хи
н 
аш
иг
ла
х

6.
2a
天
井
吊
り
材
撤
去
（
2階
会
議
室
の
み
）

6.
2a

Та
аз

 д
ү
ү
ж
лэ
х 
м
ат
ер
иа
лы
г з
ай
лу
ул
ах

 (з
ө
вх
ө
н 

2-
р 
да
вх
ры
н 
ху
рл
ы
н 
ө
рө
ө
)

既
存
天
井
材
の
撤
去
・
再
利
用
、
既
存
天
井
吊
り
材
の
撤
去

м
2

30
.0

0

6.
2
新
規
吊
り
天
井
設
置
（
2階
会
議
室
の
み
）

6.
2
Ш
ин
ээ
р 
дү
ү
ж
ин

 т
аа
з 
су
ур
ил
уу
ла
х 

(з
ө
вх
ө
н2

-р
 д
ав
хр
ы
н 
ху
рл
ы
н 
ө
рө
ө
)

吊
り
材
料
：
ア
ル
ミ
製
（
60

0x
60

0m
m
シ
ス
テ
ム
天
井
タ
イ
プ
）

Д
ү
ү
ж
лэ
х 
м
ат
ер
иа
л:

 Х
ө
нг
ө
н 
ца
га
ан

 (6
00

x6
00
м
м

 Х
ол
бо
ж

 у
гс
ар
да
г т
аа
зн
ы

 х
эл
бэ
р)

м
2

30
.0

0
天
井
材
：
岩
綿
吸
音
板

 6
00

x6
00

m
m

Та
аз
ны

 м
ат
ер
иа
л:

 Д
уу

 н
ам
сг
аг
чт
ай

 х
ав
та
н 

60
0x

60
0м
м

м
2

30
.0

0
調
達
先
：
E

S
S

E
N

Н
ий
лү
үл
эг
ч:

 E
S

S
E

N

6.
3

6.
3

м
2

25
.0

0

材
料
：
A

E
P

М
ат
ер
иа
л:

 A
E

P 
эм
ул
ьс
эн

 б
уд
аг

6.
4

6.
4
Х
өш
иг
ни
й 
ха
ал
т 
зэ
рг
ий
г б
уд
ах

漏
水
跡
を
除
去
し
、
下
地
補
修
後
新
規
ペ
イ
ン
ト
に
よ
る
塗
装

Ус
 а
лд
са
н 
м
өр
тэ
й 
хэ
сг
ий
г а
вч

 с
уу
ри
йг

 з
ас
ва
рл
ас
ны

 д
ар
аа

 ш
ин
ээ
р 
бу
да
х

м
2

2.
50

材
料
：
A

E
P

М
ат
ер
иа
л:

 A
E

P 
эм
ул
ьс
эн

 б
уд
аг

6.
5
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ス
ラ
ブ
下
面
補
修

6.
5
ээ
вр
ий
н 
су
ур
ь 
ха
вт
ан
ги
йн

 д
оо
д 
та
ды
г з
ас
ва
рл
ах

 
м

2
1.

50

内
壁

Д
от
ор

 х
ан
а

6.
6

6.
6
Д
от
ор

 х
ан
а 

既
存
内
壁
の
漏
水
箇
所
下
地
補
修

О
до
о 
ба
йг
аа

 д
от
ор

 х
ан
ы
н 
ус

 а
лд
са
н 
хэ
сг
ий
н 
су
ур
ий
г з
ас
ва
рл
ах

м
2

2.
00

材
料
：
プ
ラ
ス
タ
ー
、
パ
テ

М
ат
ер
иа
л:

 Г
ип
с,

 з
ам
ас
к

6.
7
内
壁
プ
ラ
ス
タ
ー
ボ
ー
ド
の
取
替
え

6.
7
Д
от
ор

 х
ан
ан
ы

 ги
пс
эн

 х
ав
та
н 
со
ли
х

漏
水
箇
所
の
既
存
プ
ラ
ス
タ
ー
ボ
ー
ド
を
撤
去
し
、
新
規
に
張
り
替
え
る

Ус
 а
лд
са
н 
хэ
сг
ий
н 
од
оо

 б
ай
га
а 
ги
пс
эн

 х
ав
та
нг

 а
вч

 ш
ин
ээ
р 
хи
йх

м
2

2.
00

材
料
：
プ
ラ
ス
タ
ー
ボ
ー
ド

12
m

m
 (既
存
材
料
に
合
わ
せ
る
）

М
ат
ер
иа
л:

 Г
ип
сэ
н 
ха
вт
ан

 1
2м
м

 (о
до
ог
ий
нх
тэ
й 
та
ар
уу
ла
н 
хи
йх

)

6.
8

6.
8
Э
м
ул
ьс

 б
уд
аг

h≧
11

00
м
м

-т
эй

 х
эс
эг

 (г
ип
сэ
н 
ха
вт
ан

 д
ээ
р)

 э
м
ул
ьс
эн

 б
уд
аг

 б
уд
ах

м
2

14
.0

0
М
ат
ер
иа
л:

 А
кр
ил

 э
м
ул
ьс
эн

 б
уд
аг

 (г
ял
ал
зд
аг
гү
й)

Ж
иш
ээ
ни
й 
бү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н:

 S
am

hw
a 

P
ai

nt
 E

xt
ra

 C
ol

or
, S

ar
te

x 
81

00
* 

-т
эй

 д
ү
йц
эх

бү
тэ
эг
дэ
хү
ү
н

A
-6
内
部
補
修

A
-6

天
井
材
取
替
え

漏
水
跡
の
あ
る
既
存
天
井
面
の
ペ
ン
キ
を
剥
が
し
下
地
補
修
の
後
、
新
規
ペ
ン
キ
を
塗
装

す
る

Д
от
ор

 т
ал

Та
аз

 б
уд
ах

Ус
 а
лд
са
н 
м
ө
рт
эй

 о
до
ог
ий
н 
та
аз
ны

 га
да
рг
уу
г х
уу
лж

 а
ва
ад

 с
уу
ри
йг

за
св
ар
ла
сн
ы

 д
ар
аа

 ш
ин
ээ
р 
бу
да
х

Ус
 а
лд
са
н 
м
ө
ри
йг

 ц
эв
эр
лэ
ж

, а
н 
ца
вт
ай

 х
эс
ги
йг

 U
 х
эл
бэ
рэ
эр

та
йр
ч 
ав
сн
ы

 д
ар
аа

 п
ол
иу
ре
та
н 
чи
гж
ээ
с 
хи
йх

Д
от
ор

 т
ал

内
壁
下
地
補
修

A
E

P
塗
装

カ
ー
テ
ン
ボ
ッ
ク
ス
等
塗
装

漏
水
跡
を
除
去
し
、
亀
裂
箇
所
を

U
カ
ッ
ト
し
ポ
リ
ウ
レ
タ
ン
系
シ
ー
リ
ン
グ
材
を
充
填

h≧
1,

10
0m

m
部
（
プ
ラ
ス
タ
ー
ボ
ー
ド
面
）
に
塗
装

材
料
：
ア
ク
リ
ル
エ
マ
ル
シ
ョ
ン
ペ
イ
ン
ト
（
つ
や
消
し
）

参
考
材
料
：
S

am
hw

a 
P

ai
nt

 E
xt

ra
 C

ol
or

, S
ta

rte
x 

81
00

 * 同
等
品

既
存
天
井
材
の
取
替
え

寸
法
：
30

0x
60

0x
15

材
料
：
岩
綿
吸
音
板
（
A

co
us

tic
 R

oc
k 

W
oo

l B
oa

rd
 1

5t
 ）

調
達
先
：
2階
会
議
室
既
存
天
井
材
を
再
利
用

天
井
面
塗
装

О
до
о 
бу
й 
та
аз
ны

 м
ат
ер
иа
лы
г з
ай
лу
ул
ах

. О
до
ог
ий
н 
та
аз
ны

 м
ат
ер
иа
лы
г а
ва
ад

да
хи
н 
аш
иг
ла
х
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記
号

項
目
・
仕
様

C
od

e
Га
рч
иг

/ Т
од
от
го
л

Н
эг
ж

(単
位
)

То
о

хэ
м
ж
ээ

(数
量
)

Н
эг
ж

 ү
нэ

(а
м

.д
ол
ла
р)

(単
価
)

Д
ү
н

(а
м

.д
ол
ла
р)

(金
額
)

A
-7
そ
の
他

A
-7

7.
1a

7.
1a

1.
 У
с 
дү
үр
гэ
н 
то
гт
оо
ж

 т
ур
ш
их
ад

 га
ра
х 
за
рд
ал

1.
00

Lu
m

p 
su

m
1.

00
Lu

m
p 

su
m

1.
00

Lu
m

p 
su

m

A
-7
そ
の
他

A
-7

1.
 水
張
り
試
験
に
係
る
費
用

3.
 施
工
前
の
施
工
前
詳
細
調
査
で
前
述
の
項
目
以
外
に
必
要
と
な
っ
た
費
用

2.
 撤
去
が
伴
う
予
備
的
材
料
に
係
る
費
用

Бу
са
д

Бу
са
д

2.
 А
вч

 з
ай
лу
ул
ан

 ц
эв
эр
лэ
хэ
д 
хэ
рэ
гл
эг
дэ
х 
ба
ра
а 
м
ат
ер
иа
лы
н 
за
рд
ал

3.
 Б
ар
ил
гы
н 
аж
ил

 э
хл
эх
ээ
с 
өм
нө

 га
ра
х 
дэ
эр

 ц
ох
ог
до
ог
үй

 з
ар
дл
уу
д

6/
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記
号

項
目
・
仕
様

C
od

e
Га
рч
иг

/ Т
од
от
го
л

Н
эг
ж

(単
位
)

То
о

хэ
м
ж
ээ

(数
量
)

Н
эг
ж

 ү
нэ

(а
м

.д
ол
ла
р)

(単
価
)

Д
ү
н

(а
м

.д
ол
ла
р)

(金
額
)

B
-1
共
通
仮
設
費
（
施
工
前
詳
細
調
査
）

B
-1

1.
1

1.
1

1.
00

Lu
m

p 
su

m
・Д
ээ
вр
ээ
с 
га
дн
а,

 б
ус
ад

 ц
эв
эр
лэ
гэ
эн
ий

 з
ар
да
л

・А
ю
ул
гү
й 
аж
ил
ла
га
ан
д 
за
рц
уу
ла
гд
ах

 з
ар
да
л

・Х
ам
га
ал
ал
ты
н 
за
рд
ал

1.
00

Lu
m

p 
su

m

1.
00

Lu
m

p 
su

m

1.
2

1.
2

1.
00

Lu
m

p 
su

m

1.
3

1.
3

1.
00

Lu
m

p 
su

m

B
-1
共
通
仮
設
費
（
施
工
前
詳
細
調
査
）

B
-1

B
-2
現
場
管
理
費
（
施
工
前
詳
細
調
査
）

B
-2

2.
1

2.
1

1.
00

Lu
m

p 
su

m
・А
лб
ан

 т
ат
ва
р 
тө
лө
х

・Э
рү
үл

 м
эн
ди
йн

 д
аа
тг
ал

・А
ж
ил
чд
ы
н 
ца
ли
н,

 н
эм
эл
т

・Х
уу
ли
нд

 з
аа
гд
са
н 
ха
ла
м
ж
уу
д

・
補
償
費

B
-2
現
場
管
理
費
（
施
工
前
詳
細
調
査
）

B
-2

・
保
険
料

移
動
式
足
場
（
ロ
ー
リ
ン
グ
タ
ワ
ー

6段
 h

=9
,0

00
）
、
ア
ウ
ト
リ
ガ
ー
付
き

・
養
生
費

・
労
務
管
理
費

高
所
作
業
車

2日
間
の
使
用

・
工
事
施
設
費
：
足
場
（
内
部
）
に
要
す
る
費
用

・
工
事
施
設
費
：
足
場
（
外
部
）
に
要
す
る
費
用

・
屋
外
整
理
清
掃
費

・
動
力
用
水
光
熱
費

・
通
信
交
通
費

・Б
ар
ил
гы
н 
аж
лы
н 
хэ
рэ
гц
ээ

 б
ү
хи
й 
за
рд
ал
：т
үр

 ш
ат
ан
д 

(г
ад
на

 т
ал
ы
н)

 з
ар
цу
ул
аг
да
х

за
рд
ал

・Х
өд
лө
х 
хү
чн
ий
 у
с 
бо
ло
н 
ца
хи
лг
аа
ны

 з
ар
да
л

・
租
税
公
課

・
安
全
対
策
費

・Б
аг
аж

, т
он
ог

 т
ө
хө
ө
рө
м
ж
ий
н 
за
рд
ал
： 
Ба
ри
лг
ы
н 
ни
йт
лэ
г т
он
ог

 т
ө
хө
ө
рө
м
ж

,
ба
га
ж

 х
эр
эг
сэ
л 

(х
эм
ж
их

 б
аг
аж
、
ө
рг
ө
х 
тө
хө
ө
рө
м
ж

, н
эм
эл
т 
то
но
г т
ө
хө
ө
рө
м
ж

) -
д 
ш
аа
р

да
гд
ах

 з
ар
да
л

・Б
ар
ил
гы
н 
аж
лы
н 
хэ
рэ
гц
ээ

 б
ү
хи
й 
за
рд
ал
：т
үр

 ш
ат
ан
д 

(д
от
ор

 т
ал
ы
н)

 з
ар
цу
ул
аг
да
х

за
рд
ал

А
вт
ог
ру
ш
ик

 2
 ө
дө
р 
хэ
рэ
гл
эх

※
共
通
仮
設
費
は
、
上
記
項
目
で
必
要
と
な
る
費
用
を
一
式
で
計
上
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（
た
だ
し
、
以
下
の
工
事
施
設
費
：
足
場
に
要
す
る
費
用
は
含
ま
な
い

-別
途
計
上
）

・А
ж
лы
н 
на
ри
йв
чи
лс
ан

 з
ур
аг

 з
ур
ах

 з
ар
да
л

・Х
өд
өл
м
өр
ий
н 
ас
уу
дл
ы
н 
хя
на
лт
ы
н 
за
рд
ал

・У
на
ан
ы

 з
ар
да
л

・Н
өх
өн

 о
лг
ол
ты
н 
за
рд
ал

・А
ж
ил
чд
ы
н 
ха
нг
ам
ж

・К
он
то
ры
н 
хэ
рэ
гл
ээ

Ба
ри
лг
ы
н 
та
лб
ай

, а
ж
ил
чд
ы
г х
ян
ах
ад

 з
ар
цу
ул
аг
да
х 
за
рд
ал

(З
ас
ва
ры
н 
аж
лы
н 
ө
м
нө
х 
на
ри
йв
чи
лс
ан

 с
уд
ал
га
а)

・
福
利
厚
生
費

※
現
場
管
理
費
は
、
上
記
項
目
で
必
要
と
な
る
費
用
を
一
式
で
計
上
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

・
施
工
図
製
作
費

・
従
業
員
給
料
手
当

・
機
械
器
具
費
：
共
通
的
な
工
事
用
器
具
（
測
量
機
器
、
揚
重
機
械
器
具
、
雑
機
械
器
具
）
に
要

す
る
費
用

・
法
定
福
利
費

・
事
務
用
品
費

Тү
р 
ба
ри
лг
ы
н 
ни
йт
лэ
г з
ар
да
л

(З
ас
ва
ры
н 
аж
лы
н 
ө
м
нө
х 
на
ри
йв
чи
лс
ан

 с
уд
ал
га
а)

Ба
ри
лг
ы
н 
та
лб
ай

, а
ж
ил
чд
ы
г х
ян
ах
ад

 з
ар
цу
ул
аг
да
х 
за
рд
ал

(З
ас
ва
ры
н 
аж
лы
н 
ө
м
нө
х 
на
ри
йв
чи
лс
ан

 с
уд
ал
га
а)

※
Ба
ри
лг
ы
н 
та
лб
ай
н 
хя
на
лт
ы
н 
дэ
эр
х 

 з
ар
дл
уу
ди
йг

  н
эг

 б
аг
ц 
бо
лг
он

 т
оо
цо
х 
ёс
то
й.

Тү
р 
ба
ри
лг
ы
н 
ни
йт
лэ
г з
ар
да
л（
За
св
ар
ы
н 
аж
лы
н 
ө
м
нө
х

на
ри
йв
чи
лс
ан

 с
уд
ал
га
а）

Зө
ө
вр
ий
н 
ба
ри
лг
ы
н 
тү
р 
ш
ат

 (д
уг
уй
та
й 

6-
н 
да
ха
р 

9м
 ө
нд
ө
рт
эй

) т
ул
гу
ур

 т
ү
ш
лэ
гт
эй

※
Тү
р 
ба
ри
лг
ы
н 
ни
йт
лэ
г з
ар
дл
ы
н 
ху
вь
д 
дэ
эр
х 
за
рд
лу
уд
ы
г н
эг

 б
аг
ц 
бо
лг
он

 т
оо
цо
х

(х
ар
ин

 д
ар
аа
х 
аж
лы
н 
ба
йг
уу
ла
м
ж
ий
н 
за
рд
ал

 : 
 т
ү
р 
ш
ат

 у
гс
ра
х 
за
рд
лы
г т
ус
д 
нь

 т
оо
цо
ж

 б
о

дн
о)
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記
号

項
目
・
仕
様

C
od

e
Га
рч
иг

/ Т
од
от
го
л

Н
эг
ж

(単
位
)

То
о

хэ
м
ж
ээ

(数
量
)

Н
эг
ж

 ү
нэ

(а
м

.д
ол
ла
р)

(単
価
)

Д
ү
н

(а
м

.д
ол
ла
р)

(金
額
)

B
-3
共
通
仮
設
費

B
-3

3.
1

3.
1

1.
00

Lu
m

p 
su

m
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